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項目別－1 
 

平成 30 年度 項目別評定総括表 
※上段：自己評価、下段：文部科学大臣評価、小文字英数字：補助評定 

中長期目標（中長期計画） 
  

年度評価 項目別調書

№  
備

考 
 
 

 中長期目標（中長期計画） 
  

年度評価 項目別調書

№  
備

考 
  

Ｈ２８ 

年度 
Ｈ２９ 

年度 
Ｈ３０

年度 
Ｒ１ 

年度 
Ｒ２ 

年度 
Ｒ３ 

年度 
Ｒ４ 

年度 
Ｈ２８ 

年度 
Ｈ２９ 

年度 
Ｈ３０ 

年度 
Ｒ１ 

年度 
Ｒ２ 

年度 
Ｒ３ 

年度 
Ｒ４ 

年度 

Ⅰ．研究開発の成果の最大化その他の

業務の質の向上に関する目標を達成す

るためにとるべき措置 

― ― ― ― ― ― ―   Ⅱ．業務運営の効率化に関する目標を達

成するためにとるべき措置 
― ― B ― ― ― ― Ⅱ  

１．物質・材料科学技術に関する基礎

研究及び基盤的研究開発 
― ― A ― ― ― ― Ｉ－１   １．組織編成の基本方針 B 

（B） 
B 

（B） 
a ― ― ― ―   

 
１．１ 重点研究開発領域に

おける基礎研究及び基盤的研

究開発 

― ― ― ― ― ― ―    ２．業務運営の基本方針 ― ― ― ― ― ― ―   

 １．１．１ 機能性材料領域

における研究開発 
B 

（B） 
A 

（B） 
a ― ― ― ―    （１）内部統制の充実・強化 B 

（B） 
B 

（B） 
b ― ― ― ―   

 １．１．２ エネルギー・環

境材料領域における研究開発 
A 

(A) 
A 

(A) 
s ― ― ― ―    （２）機構の業務運営等に係る第

三者評価・助言の活用 
B B b ― ― ― ―   

 
１．１．３ 磁性・スピント

ロニクス材料領域における研

究開発 

A 
(A) 

A 
（S） 

s ― ― ― ―    （３）効果的な職員の業務実績評

価の実施 
B 

（B） 
B 

（B） 
a ― ― ― ―   

 
 
 
 

１．１．４ 構造材料領域に

おける研究開発 
B 

（B） 
A 

(A) 
a ― ― ― ―    （４）業務全体での改善及び効率

化 
― ― ― ― ― ― ―   

１．１．５ ナノ材料領域に

おける研究開発 
A 

(A) 
A 

(A) 
a ― ― ― ―    ①経費の合理化・効率化 B 

（B） 
B 

（B） 
b ― ― ― ―   

１．１．６ 先端材料解析技

術領域における研究開発 
B 

（A） 
A 

(A) 
a ― ― ― ―    ②人件費の合理化・効率化 B 

（B） 
B 

（B） 
b ― ― ― ―   

１．１．７ 情報統合型物

質・材料研究領域における研

究開発 

B 
（B） 

B 
（B） 

b ― ― ― ―    ③契約の適正化 B 
（B） 

B 
（B） 

b ― ― ― ―   

２．研究成果の情報発信及び活用促進 
３．中核的機関としての活動 

― ― A ― ― ― ― Ｉ－２、３   ④保有資産の見直し等 B 
（B） 

B 
（B） 

b ― ― ― ―   

 ２．１ 広報・アウトリーチ

活動及び情報発信 
― ― ― ― ― ― ―    （５）その他の業務運営面での対

応 
B 

（B） 
B 

（B） 
b ― ― ― ―   

 ２．１．１ 広報・アウトリ

ーチ活動の推進 
S 

（S） 
S 

（S） 
s 
 

― ― ― ―   Ⅲ．財務内容の改善に関する目標を達成

するためにとるべき措置 
― ― B ― ― ― ― Ⅲ  

 
 
 
 

２．１．２ 研究成果の情報

発信 
B 

（B） 
B 

（B） 
b ― ― ― ―    １．予算（人件費の見積もりを含

む。）、収支計画及び資金計画 
B 

（B） 
B 

（B） 
b 
 

― ― ― ―   

２．２ 知的財産の活用促進 B 
（B） 

B 
（B） 

a ― ― ― ―    ２．短期借入金の限度額 ― ― ― ― ― ― ―   

３．１ 施設及び設備の共用 B 
(A) 

A 
(A) 

a ― ― ― ―    ３．不要財産又は不要財産となる

ことが見込まれる財産がある場合

には、その処分に関する計画 

― ― ― ― ― ― ―   

３．２ 研究者・技術者の養

成と資質の向上 
B 

（B） 
A 

(A) 
a ― ― ― ―    ４．前号に規定する財産以外の重

要な財産を譲渡し、又は担保に供

しようとするときは、その計画 

― ― ― ― ― ― ―   

 ３．３ 物質・材料研究に係

る学術連携の構築 
B 

（B） 
B 

（B） 
b ― ― ― ―    ５．剰余金の使途 B 

（B） 
B 

（B） 
b  ― ― ― ―   

 ３．４ 物質・材料研究に係

る産業界との連携構築 
A 

(A) 
A 

(A) 
s ― ― ― ―   Ⅳ．その他主務省令で定める業務運営に

関する事項 
― ― B 

 
― ― ― ― Ⅳ  

 
 
 
 

３．５ 物質・材料研究に係

る分析・戦略企画及び情報発

信 

B 
（B） 

A 
(A) 

a ― ― ― ―    １．施設及び設備に関する計画 B 
（B） 

B 
（B） 

b ― ― ― ―   

３．６ その他の中核的機関

としての活動 
B 

（B） 
A 

(A) 
a ― ― ― ―    ２．人事に関する計画 B 

（B） 
B 

（B） 
b ― ― ― ―   

 
 ３．中長期目標期間を超える債務

負担 
― ― ― ― ― ― ―   

 ４．積立金の使途 B 
（B） 

B 
（B） 

b ― ― ― ―   

  



 

項目別－2 

Ⅰ．研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１ 物質・材料科学技術に関する基礎研究及び基盤的研究開発 

 

２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H28 年度 H29 年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 

 

 H28 年度 H29 年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 

 

運営費交

付金 1) 

 9,580 9,496 9,826   予算額（千円） 11,545,208 11,651,072 12,207,508   

外部資 

金 1) 

 8,186 6,573 8,371   決算額（千円） 14,995,255 14,221,495 17,588,706   

論文数  1,212 1,148 1,238   経常費用（千円） 15,107,681 14,633,392 15,366,014   

筆頭論文

数 

 566 579 558   経常利益（千円） 1,289,061 580,972 840,899   

特許出願

数 

 132 139 160   行政サービス実施

コスト（千円） 

10,526,078 10,872,674 10,823,445   

産学独連

携数 

 411 503 551   従事人員数 2) 413 

(785) 

406 

(779) 

407 

(797) 

  

1) 単位百万円 

2) 定年制職員数，括弧内は任期制職員数 

 

 

 

 



 

項目別－3 

 

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、評価軸、指標、業務実績に係る自己評価 

 中長期目

標 

中長期計画 年度計画 評価軸、指標 業務実績 自己評価 

 １．物質・材

料科学技術

に関する基

礎研究及び

基盤的研究

開発 

    評定 Ａ 

（評定 A の根拠） 

・以下に示すとおり、国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照ら

し、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案

した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最

大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認めら

れるため、評定を A とした。 

 

 

 

１．１ 重点

研究開発領

域における

基礎研究及

び基盤的研

究開発 

主として経済・

社会的課題に

対応するため

の材料の開発

を目指す。特

に、エネルギ

ー・環境材料と

磁性・スピント

ロニクス材料に

ついては、既

存の研究拠点

機能を活用す

るため、機能

性材料から独

立した領域とし

て重点化する。 

    

 

１．１．１ 機

能性材料領

域における

研究開発 

経済・社会的

課題の解決や

新たな産業の

コアとなる技術

の創出を目指

し、電子機器

や光学機器に

用いられる電

子材料や光学

 

 

[プロジェクトの目標] 

 

機能性材料のシーズ

顕在化に向けたプロ

セス技術の創出 

 

①開発したオイル吸

評価軸 

○科学技術基本

計画において国

が取り組むべき課

題の解決に繋が

る成果が創出され

ているか 

○未来の産業創

造と社会変革に向

 

 

 

 

 

 

 

 

高濃度の石油随伴水モデル

１．１．１ 

補助評定：a 

（評定 a の根拠） 

・以下に示す「各評価指標等に対する自己評価」のうち、「計画以上の進捗」と

する項目では顕著な成果を得るとともに、「計画通りの進捗」とする項目では

計画の目標を達成していると認められることから、評定をａとした。 

 

＜各評価指標等に対する自己評価＞ 

計画通りの進捗：オイルの回収実験の規模を大きくすることで、水中の 20～



 

項目別－4 

材料から、溶

液中のイオン

や分子の分

離・選別、生体

内での細胞と

の相互作用ま

で、広く「外場

に対して物理

的、化学的な

応答を示す材

料一般」を機能

性材料と定義

し、それらの研

究開発を総合

的に推進す

る。具体的に

は、省エネル

ギーのための

高出力半導体

や高輝度発光

材料、自動運

転や安全確保

のためのセン

サ材料、省資

源のための物

質分離膜や高

性能吸着材、

再生医療のた

めの生体接着

剤や骨折治癒

材料等、幅広

い材料におい

て、その機能

性のさらなる顕

在化を行う。ま

た、これらの機

能を持った材

料を開発し、さ

らに社会実装

へと繋げるた

め、機能最大

化に向けた化

学組成・構造

着材の実用性能を評

価するために、水中

に分散したコロイド状

のオイルの回収実験

を 500L の規模で繰り

返し実施し、石油随

伴水への適用を目指

す 

 

 

 

 

 

②半結晶性ポリマー

等を利用した、有機

溶媒耐性だけでなく

熱安定性にも優れた

高分子非対称膜を製

造する 

 

 

 

 

③電気泳動堆積法を

用いたナノ粒子やミ

クロ粒子の積層化技

術では、引き続き自

動成膜装置を利用し

て高次構造が制御さ

れ た 機 能 膜 を 作 製

し、成膜プロセスとし

ての汎用性の確立を

目指す 

 

 

④電気泳動堆積法

により水酸アパタイト

／コラーゲン薄膜、コ

ロイド結晶薄膜等に

加え、混合伝導性酸

素分離膜材料の作

製や早期骨癒合に

向けた有効性の確認

けた「超スマート

社会」の実現に繋

がる成果が創出さ

れているか 

○将来を見据えた

未知なる課題へ

の対応力を強化

するための基盤技

術が蓄積されてい

るか 

○世界最高水準

の研究開発成果

が創出されている

か 

○研究開発成果

を最大化するため

の研究開発マネジ

メントは適切に図

られているか。 

 

評価指標 

・国が取り組むべ

き課題解決に資

する取組の進捗 

・未来の産業創造

と社会変革に向け

た新たな価値創

出に資する取組

の進捗 

・領域間での連携

や大学・産業界と

の連携の取組の

成果 

・理事長のリーダ

ーシップが発揮さ

れるマネジメント

体制の構築・運用

状況 

である10000ppmのヘキサン

コロイド分散水溶液（5L）から

74.3%のヘキサンを回収し、吸

着 材 の 重 量 当 た り

37.1wt%(g/g)の回収性能を達

成した。また、低濃度のヘキ

サ ン コ ロ イ ド 分 散 水 溶 液

（50ppm, 500L）からも33.0%の

回収に成功した。さらに、国

内の小規模油田で発生した

随伴水からもオイル成分を回

収できることを確認した。 

 

連続使用温度190℃以上の

耐熱性高分子を、50ｃｍ幅の

PET／PBTコアシェル型不織

布ロールの上に連続塗布し、

180℃以上熱安定性を有する

高分子非対称膜を製造した。

また、熱処理により膜の経時

劣化を低減することに成功し

た。 

 

通電時における電極近傍の

pH偏倚に基づくセラミックス

前駆体溶液の固化現象を利

用して、新規のEPD用無機バ

インダーを開発し、密着性の

高い成膜に成功した。また、

EPD法で高速成膜されたコロ

イド結晶膜の光学特性を調

べ、成膜速度が遅い従来法

の膜とほぼ同様な機能特性

が発現することを実証した。 

 

チタンプレート表面にヒドロキ

シアパタイト／コラーゲン

（HAp/Col）ナノ複合体を塗布

した試料で細胞培養試験を

行い、コーティング層への細

胞の初期接着に悪影響が無

いことを確認した。 

 

100ppm のオイル成分の回収技術が向上した。また、オイル吸着材の繰り返

し使用に対する耐久性が向上しており、計画通りに進展している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：高分子非対称膜の耐熱性の向上、乾燥劣化の低減、オイ

ル耐性の向上に成功し、計画通りに進展している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗 ：EPD 法によるコロイド堆積において、想定を上回るプロセ

ス速度で、品質の高いフォトニック構造を形成した。また、複合機能センサー

の形成に着手した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：HAp/Col コーティングのプロセスパラメータの最適化はほぼ

終了した。今後は、HAp/Col ペーストの動物実験による骨再生機能の詳細

を、大学歯学部と共同で検討する。 

 

 

 

 

 



 

項目別－5 

の最適化と平

行して、材料開

発のための合

成手法、さらに

は、スマート生

産システムへ

の対応や経済

合理性等を考

慮した製造技

術の開発等に

も注力する。こ

れらの開発を

一体で推進す

ることにより、

機能発現の本

質と製造プロセ

スに用いられ

る要素反応・要

素過程の理解

を同時に進

め、その知見

に基づき、製造

プロセスや経

済合理性まで

を考慮した高

機能材料を開

発する。 

 

・機能性材料

のシーズ顕在

化に向けたプ

ロセス技術の

創出 

機構で見出さ

れた様々な機

能性材料の社

会実装を加速

するとともに、

スマート生産シ

ステムへの対

応を進めるた

め、性能／品

質／生産性の

にも応用する 

 

⑤Nb3Sn 多芯線材の

作 製 技 術 に 関 し て

は、世界最高 Sn 濃

度ブロンズを用い、

性能改善とスケール

アップを目指し、今ま

でとは異なる、高度

化した新しい多芯構

造を持つ線材の設計

を進める 

 

⑥線材高度化技術

と、ジェリーロール法

前駆体ビレットの組

立て設備を活用する

ことで、1 km 級 Nb3Al

線材の機構でのイン

ハウス製造に取り組

む 

 

 

 

 

 

 

 

結晶・界面の階層的

構造制御による機能

顕在化のための研究 

 

＜局所的０次構造＞ 

①酸化物等の化合

物半導体表面への

化学吸着に起因する

化学ガスセンシング

メカニズム解明を継

続し、素子設計指針

の構築につなげる 

 

 

 

 

 

ブロンズ法Nb3Sn多芯線材の

臨界電流密度を高めるため

に、新たな添加元素を含む新

しい４元系高Sn濃度ブロンズ

を作製し、組織や機械特性の

評価を行った。この新規ブロ

ンズを使用して新しい多芯線

構造の線材試作を行うと伴

に、熱処理条件の最適化研

究を進めた。 

 

機構インハウスでジェリーロ

ール法前駆体ビレットを作製

し、タンタルを母材とした多芯

構造のモノリス線と、Cuを母

材とした単芯構造の極細線

材の開発に取り組んだ。モノ

リス線では0.2mm厚のテープ

導体を試作し、0.6%以上の曲

げひずみを印加しても特性が

劣化しないことを確認した。単

芯構造線材では、これまで報

告例のない外径50ミクロンの

髪の毛より細い極細線材の

試作に成功した。 

 

 

 

 

 

 

これまでに開発したガスセン

サ特性評価装置を用いて、既

に報告のある粉体、薄膜系の

試料に加え、バルク単結晶の

ガスセンサ特性の測定に初

めて成功した。これにより、構

造や電子状態をよく定義した

材料系を使ってセンシングメ

カニズムを解明するための手

がかりを得た。 

 

 

計画通りの進捗：多芯線加工に供することのできる新組成の高Ｓｎ濃度ブロン

ズが開発され、新たな添加元素効果が確認されつつあり、計画通りに進展し

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：機構インハウスで製造するジェリーロール前駆体ビレットの

製造が着実に進んでいる。今後は大電流容量のモノリス線材と極細線材を編

み込んだ編組線材の２つのアプローチから開発を進める予定である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：ガスセンサの実用材料である粉体や薄膜に加えて、バルク

単結晶基板を用いたガスセンサ測定にも成功したことから、表面修飾による

センサ特性の制御について試みる。 

 

 

 

 

 

 

 



 

項目別－6 

３つの要素を

満たす高度か

つ先進的なプ

ロセス技術を

開発する。ま

た、急速な温

度変化や成形

加工時の熱力

学、界面現象

を解明し、高性

能化の阻害要

因を克服する

ための基盤技

術を強化しつ

つ、産学の先

端技術を結集

することで、早

期の量産化を

目指す。具体

的には、架橋

高分子や硬質

カーボン、エレ

クトロクロミック

材料の薄膜形

成プロセスを高

度化すること

で、分離機能

材料や表示材

料としての実

用化を目指し、

無機コーティン

グ技術の高度

化により、機

械、光、電気、

生体、防汚な

ど複数の要求

性能の向上と

最適化を目指

す。さらに、次

世代超伝導線

材の製造プロ

セスを開発し、

輸送、エネル

 

②単粒子診断法にお

ける単粒子光学測定

の高度化を継続し、

新規結晶（緑色蛍光

体）等単粒子診断法

によって企業に提供

可能なシーズ発掘を

継続する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜２次元構造＞ 

③化合物半導体の

薄膜成膜技術やナノ

粒子等の合成技術

の高度化を進め、開

発したイオンビーム

技術等により合成し

た薄膜・ナノ構造の

表面・界面評価を継

続する 

 

④次世代パワーデバ

イス開発を目的とし

て、その要素技術で

ある長時間安定動作

可能なダイヤモンド

CVD 装置開発を進

め、下地の結晶性、

オフ角等を関連させ

た CVD 成長条件の

探索から、(100)面及

び(111)面に対してさ

らなる高品質厚膜成

長を行う 

 

 

高温での光学特性を測定す

る技術を高度化し、蛍光体の

温度特性評価の再現性誤差

５％以下を達成した。小型積

分球を用いた量子効率測定

技術の開発に取り組み、誤差

１０％以下を達成した。単粒

子診断法を用いて、赤色蛍光

体と近赤外蛍光体の新規蛍

光体を2個発見し、企業に提

案した。特筆するべきは新た

なＮＩＲ発光のサイアロン蛍光

体の発見であり、ハロゲンラ

ンプを代替する新しい小型光

源として、広範な分野での活

用が期待できる。 

 

 

薄膜やナノ粒子の合成技術、

及びそれらの評価技術の高

度化をさらに進めた。その結

果、エタノール/酸化亜鉛のガ

スセンサモデル系において、

ガスセンシング機構と関係す

る解離吸着由来の脱離挙動

について観測に成功した。 

 

 

長時間安定に動作可能なダ

イヤモンドCVD装置を用い、

単結晶ダイヤモンド厚膜成長

を行った。その結果、目標とし

た0.5mmを越える0.6mm厚の

高品質ダイヤモンド単結晶成

長に成功した。さらに試料か

ら基板を除去し超高純度単結

晶自立膜の形成に成功した。 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗。対物レンズから励起できるように顕微分光の光学系を改良

する。これにより単粒子に励起光を集光できるようになり、励起スペクトル測

定の精度を向上を目指す。新たに見出したサイアロン蛍光体はハロゲンラン

プを代替小型光源として企業等との連携に進展する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：ガスと表面の化学反応による解離、吸着、及び脱離の観測

は、ガス検知機構の理解や設計に重要な指針を与えるもので、今後は他の

材料系に展開する。 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：超高品質高純度ダイヤモンド厚膜合成の目標値である膜

厚 0.5mm を上回る成果が得られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

項目別－7 

ギー、医療など

幅広い分野で

の応用を目指

す。 

⑤高品質化の検証

は CVD 単結晶成長

層を用いたダイヤモ

ンド MEMS 共振子の

作製を通して行い、

世界最高の品質因

子 1E6 を目指す 

 

⑥本 CVD 技術で可

能となる原子レベル

で平坦なダイヤモン

ド表面において高濃

度 n 型層成長、さら

には各種 FET を形成

し高性能デバイスの

動作検証を行う 

 

 

 

 

 

⑦結晶品質の定量

的評価のために深紫

外発光の時間分解

測定装置、励起波長

可変によるラマンマッ

ピング装置の開発を

進める 

 

 

 

 

＜３次元構造形成＞ 

⑧粉末状単結晶蛍

光体のバインダーフ

リー固体化プロセス

の最適化による蛍光

特 性 の さ ら な る 改

善、実用化を目指し

た直径 1.5 インチ大

型 Ce:YAG 単結晶蛍

光体の開発を継続す

る 

超高純度高品質ダイヤモンド

単結晶を用いたMEMSデバイ

スを作製した。その際、原子

層レベルでダイヤモンド表面

をエッチングする技術を開発

しそれを適用した。 

 

 

テラス幅が十分に大きく原子

層ステップを有するダイヤモ

ンド表面をCVD形成し、そこ

に３次元構造形成テーマによ

る高圧合成単結晶h-BNを利

用して、世界で初めて単結晶

h-BNゲート2次元チャネルダ

イヤモンドFETを形成した。そ

の結果、2次元チャネルとして

1013 cm-2に至る高いキャリア

密度で、世界最高の移動度(  

300 cm2V-1s-1)を実現した。 

 

低温（4Kまで）冷却可能な深

紫外の発光評価装置を開発

し、気相成長法によるh-BNの

結晶性を評価できることを確

認した。励起波長が可変な共

鳴ラマン散乱マッピング装置

の開発をおこない、実証例と

してGaN基板の2LO共鳴モー

ドの振る舞いを観測した。 

 

 

 

厚さ100µmまで切断・研磨が

できる板としての強度、板状

単結晶蛍光体と同じ優れた

量子効率の高温特性、青色

LD照射による発光強度の均

質化（ランバーシアン）などが

達成された。 

 

 

 

計画通りの進捗：MEMS 共振器の性能指標である品質因子として世界最高レ

ベルの 1E6 が得られ、目標を達成した。 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：単結晶 h-BN/ダイヤモンドヘテロ構造を利用した FET にお

いてキャリア濃度と移動度のトレードオフ関係を打ち破る計画以上の研究成

果が得られた。今後さらにピュアな界面物理研究への展開が見込まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：hBN 単結晶中に残留する炭素不純物セクターの可視化を

常圧下で可能とし、当該結晶を用いた 2D 系電子デバイスの高品質化に貢献

した(外部との共同研究)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：直径 1.5 インチ大型結晶においては、さらに改善を進め、実

用に耐える領域を目指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

項目別－8 

 

⑨焼結緻密化手法

の開発として、モデ

ル材としてのジルコ

ニア粉体における緻

密化挙動の全過程

が再現・予測できる

解析手法の開発を継

続する 

 

 

 

⑩フラッシュ焼結の

現象解明を進めるこ

とで、フラッシュ焼結

による透光性酸化物

セラミックスの製造に

必要な知見の蓄積を

進める 

 

 

 

⑪高密度窒化物硬

質相合成と硬質材料

特性の評価では、高

圧下複分解反応によ

る 5d 遷移金属窒化

物を中心とした高密

度硬質相の探索・材

料化を進め、切削工

具特性などの超硬質

材料としての特性を

企業との連携により

明らかにする等、実

用化研究への展開を

目指す 

 

 

 

⑫Ⅲ-V 及び疑似Ⅲ-

V 族窒化物結晶の合

成と半導体特性評価

では、継続して窒化

 

ジルコニアナノ粉末の初期、

中間、最終焼結段階における

粒成長と緻密化挙動を調べ、

その挙動を定量的に評価す

る手法および理論的に説明

できるモデルを開発した。ナノ

粉末の緻密化挙動は従来の

モデルでは説明できないこと

を示し、ナノ粉末に適した焼

結モデルを提案した。 

 

フラッシュ焼結における機能

元素・雰囲気効果の検証とデ

ータ蓄積を行い、フラッシュ焼

結による透光性セラミックス

の創製を行った。昨年度に見

出した通電加工について、電

界を利用した低温加工技術と

して電界パラメータの影響を

検討した。 

 

硬質材料開発では、6GPa領

域の高圧下複分解反応によ

り得たc-Zr3N4を10GPa領域で

焼結し、切削工具特性を評価

した(企業との共同研究)。鉄

系材料の切削特性は芳しくな

く、他の被削材(非鉄金属)へ

の応用を模索するとともに、

TaN 系 材料に 拡張 し た。 ま

た、硬質材料という観点か

ら、ホウ化物もターゲットに入

れ、探索領域を広げた形で、

結晶構造―体積弾性率相関

の構築を始め、ReB2の体積

弾性率が330GPaを有するこ

とが明らかとなった。 

 

高圧下での複分解反応によ

ってⅡ-Ⅳ族窒化物における

元素拡張を試み、これまでⅡ

族元素をZnで固定していたも

 

計画以上の進捗：10 年前に提案した理論モデルが、ナノ粉末の最終焼結段

階における緻密化速度を定量的に説明できることを示し、達成度は期待以上

である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：接合技術への応用の検討を行うための基礎的データの収

集を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：c-Zr3N4 は、理論予測ほどの硬度を持たない可能性が高

い。このため、高い硬度を有することが実験的に確認されている TaN 硬質材

料の工具特性の評価を進める。 

ホウ化物系新奇硬質材料では、高い体積弾性率を示す ReB2 の評価におい

て進展が見られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：新たに二つの新物質 CaSnN2, MgSnN2合成に成功しており、

CaSnN2,は直接遷移の半導体であることも判明している。約 2eV 程度のエネ

ルギー領域で CL 測定が高い輝度を示しており、進捗は順調である。今後、デ

バイス応用を検討する。窒化ホウ素結晶合成、評価は計画通りに進捗してい
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ホウ素系、カルコパ

イライト系高品質単

結晶の高圧合成とそ

の 基 礎 物 性 評 価 、

光・電子デバイス応

用研究との連携強化

を進める 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑬高イオン（酸素）導

電体では、マイエナ

イト型化合物、タング

ステン複酸化物等へ

の高圧下置換ドーピ

ングによるキャリア制

御することで新機能

の開拓を行う 

 

⑭水素イオン導電体

においても、水素化

物の高圧相を中心と

した新物質探索を行

い、その材料化を目

指す 

 

 

 

 

 

 

＜生体応用＞ 

⑮外科用接着剤につ

いては、生体組織と

の接着メカニズムの

解明に加え、ブタ摘

出肺に形成した欠損

のをCa,Mgに置き換える取り

組みを行った。その結果、

CaSnN2, MgSnN2半導体合成

に 始 め て 成 功 し た 。 ま た 、

CaSnN2については構造解析

結果を元に、第一原理計算を

行った結果、直接遷移半導体

であることが明らかとなった。

窒化ホウ素単結晶の高圧合

成と２D光・電子系基板として

の展開(国内外研究機関との

連携)を進め、更に残留炭素

不純物の評価、ホウ素及び

窒素同位体濃縮手法の開発

において進展が見られた。 

 

新 規 に 見 出 し た 

Ca2.5Na0.5WO5.75 について、焼

結体が得られる合成条件を

確立し、高圧相であること、ま

たその電気特性評価を遂行

し、300～500℃の温度領域に

おいて、YSZと同程度の導電

性を持つことを明らかにした。 

 

高温高圧粉末Ｘ線回折によ

り、ヒドリド超イオン伝導相で

あるBaH2高温相と高圧相の

生成条件を、10GPa, 550℃の

範囲で明らかにした。重水素

化試料BaD2を大量合成する

目的で金属Baと高圧水素と

の室温反応によるBaH2の生

成条件を調べ、7.5MPaで充

分水素化が進行することを見

出した。 

 

 

疎水化ゼラチンとポリエチレ

ングリコール架橋剤から構成

される外科用接着剤を創製

し、ブタ摘出肺に対して従来

材料の3倍以上の耐圧強度を

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗: 高温状態での結晶構造・対称性変化の有無を検証するとと

もに、更なる周辺(類縁)物質の探索を試みる 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗だが、BaH2 各相の生成条件では、高温下での圧力精度が悪

い。ガス圧力媒体の利用による静水圧性の向上や、圧力マーカーの変更、精

密圧力コントローラーの導入により、より正確な高温高圧相図を作成し、今後

物性評価を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：昨年度に引き続き筑波大呼吸器外科および医療機器メーカ

ーとの共同研究を行い、AMED 橋渡し研究による研究加速および接着剤の製

剤化・システムの実用化研究が加速しつつある。 
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部に対し 40 cmH2O

以上の耐圧強度を実

現するための材料組

成を最適化する 

 

 

 

⑯骨補填剤について

は、椎体圧迫骨折に

対 す る 適 用 を 見 据

え、海綿骨より高く、

皮質骨より低い圧縮

強度である 10―50 

MPa となる材料組成

を 最 適 化 す る と 共

に、in vitro での骨芽

細胞接着性と材料組

成の関係を明らかに

する 

 

⑰整形外科領域へも

応用可能な酸化セリ

ウムナノ材料につい

ては、表面特性及び

特異吸着成分と細胞

接着挙動との関係性

を明らかにする 

 

 

 

 

⑱三次元マイクロパ

ターン化材料におい

ては、培養した細胞

の組織化について明

らかにする 

 

 

 

 

機能性材料創出の

ための基礎・基盤研

究  

有することを明らかにした。疎

水化ゼラチンを用いることで、

組織中に含まれる細胞外マト

リックスタンパク質との相互作

用が高まることが明らかとな

った。 

 

α型リン酸三カルシウムと疎

水化ポリビニルアルコールか

ら構成される骨補填剤を創製

し、理想とされる海綿骨以上

皮質骨未満の圧縮強度制御

が実現可能であることを明ら

かにした。また、生理食塩水

中においてもインジェクション

および硬化することを明らか

にした。 

 

 

 

酸化セリウムナノ材料にて培

養した細胞において、シグナ

ル伝達に関わる細胞外受容

体の定性及び定量分析を行

った。細胞－酸化セリウムナ

ノ材料間の相互作用により、

特定の細胞外受容体の発現

が制御され、細胞内シグナル

伝達に影響を与えている可能

性が考えられた。 

 

三次元マイクロパターン化材

料の作製プロセスを開発し、

材料解析および筋芽細胞を

用いたin vitro 細胞機能解析

を行い、培養条件を最適化す

ることで、筋芽細胞の配向集

合体の形成とその組織化に

成功した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：得られた骨補填剤の細胞・血液との相互作用について検討

する。また、医学系機関との連携協議を開始予定である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：細胞－材料間相互作用の理解に向け、細胞側の結合分子

である細胞外受容体の発現を明らかにする予定である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：骨・筋肉を複合化した運動器再生デバイス化に向けて、前

年度までに得られた手法により血管内皮細胞をマイクロパターニングした骨

組織再生材料を作製する。 
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①超伝導材料では、

新規超伝導体発見を

目指した種々の化合

物合成、超伝導体の

高品質化、高Tc 化を

引き続き推進する 

 

 

 

 

 

 

②鉄系超伝導体、有

機超伝導体等の新

奇性のある電子状態

測定を詳細に進める 

 

 

 

 

③微小 Bi 系銅酸化

物超伝導体中の渦

糸相図、渦糸侵入の

挙動を明らかにする 

 

 

 

④鉄系超伝導体にお

ける軌道ネマチック

揺らぎの効果を理論

的に明らかにする 

 

 

 

 

⑤電子相関材料で

は、新機能発現を目

指し、複合アニオン

格子等に明瞭な特徴

を 持 つ 新 物 質の 合

成、プローブ顕微鏡

による強相関現象の

 

世界最高品質のSr2RuO4単結

晶育成に成功し、比熱測定に

より水平ラインノード超伝導

ギャップの結果を得た。充填

ス ク ッ テ ル ダ イ ト 化 合 物

PrxRh4P12、Zintl相シリサイド

CaGaxSi2-xを合成し、超伝導

性を調べた。鉄系超伝導体

CaKFe4As4 の高品位単結晶

(Tc=36K)を育成し、臨界電流

密度を評価した。 

 

β“型有機超伝導体において

FFLO状態が出現しているこ

と、さらに秩序変数の空間振

動波長を概算することに成功

した。鉄系超伝導体FeSのフ

ェルミ面を極めて精密に決定

した。 

 

正多角形形状の微小Bi2212

超伝導試料中の渦糸配置を

観察し、理論計算と比較し

た。人工多バンド超伝導構造

を作製し、分数磁束量子の生

成を観測した。 

 

軌道ネマチック揺らぎとスピン

揺らぎが同時に存在する時

の超伝導ギャップ構造を理論

的に調べた。強磁性t-Jモデ

ルについてモット転移近傍の

電子状態の特徴を明らかにし

た。 

 

マルテンサイト変態によるア

モルファス化現象を世界で初

めて発見、NaOsO3の金属-

絶縁体転移の機構の解明に

大きな進展、CuAl2O4のアクシ

オ ン 絶 縁 体 相 の 理 論 的 発

見、Ce2O3の巨大磁気誘電応

 

計画通りの進捗：Sr2RuO4 の超伝導は不純物に弱く本質的物性を調べるため

に高品質単結晶を必要とする。今回世界最高品質の単結晶育成に成功し、

従来の定説を覆す超伝導ギャップ構造を示す結果を得ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：β“型有機超伝導体において、パウリ極限を大きく超える超

伝導を発見している。鉄系超伝導体の電子状態研究も進展している。 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：超伝導体の微細加工のノウハウも蓄積し、微細領域に於け

る渦糸相図の研究等も進んでいる。 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：軌道ネマチック揺らぎとスピン揺らぎが同時に存在する時の

超伝導ギャップ構造など、超伝導機構の理論的研究が進んでいる。 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：新物質合成や機構解明、理論研究などに順調な進展が認

められる。 
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可視化技術の強化、

強相関酸化物のデ

バイス化に向けた機

能向上・機構解明の

進展、高品質結晶育

成や理論研究による

トポロジカル磁性体

の新規開発を目標と

する 

 

⑥分子性材料では、

立体的に造り込まれ

た分子構造と物性・

機能相関の精査、及

び分子の精密集積

化手法の高度化を通

し て 、 優 れ た 電 気

的、光化学的特性、

イオン機能性を示す

分子性機能材料の

開発を継続する 

 

 

 

 

⑦多次元緻密集積

化及び薄膜化応用に

おいては、広いπ平

面を有する大環状化

合物の高性能メモリ

デバイスへの応用、

精密超分子重合系

の機構解明とその時

空間ダイナミクスの

検討へ注力する 

 

 

 

⑧既存有機物質の

精緻なプロセス制御

法を利用したデバイ

ス応用に向けて引き

続き検討する 

答の発見、新物質SrZn2S2Oと

顕著な第二高調波発生の発

見など、一定水準以上の成

果が得られた。 

 

 

 

 

 

 

応力・熱センサー材料への応

用展開が期待できる刺激応

答発光性を示すジエチニルベ

ンゾジチオフェン誘導体を開

発した。力学刺激によるカラ

ムナー液晶相/アモルファス

相転移、熱刺激によるカラム

ナー液晶相/双連続キュービ

ック液晶相転移に伴って発光

色が黄/青色、黄/緑色へ変

化することを見出した。イオン

認識によって液晶相を発現す

るリン酸エステル系液体を開

発した。 

 

ポルフィリンを母骨格とする

π共役系分子誘導体を合成

し、基板界面における自己修

復現象の直接観測に成功し

た。また、配位結合相互作用

を導入し、超分子重合の超分

子ブロックコポリマーの合成と

その安定化を確認した。NIMS

が開発した電子不足π共役

分子への新規アミン付加クリ

ック反応が超分子ポリマー上

でも進行することを確認した。 

 

ナノ・グルーブを形成した撥

水性ゲート絶縁膜とセルフア

システッド・フローコートを併

用して分子配向制御すること

により、pBTTT-OFETの電界

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：３次元的分子デザインによる新規電子・光・イオン機能性分

子材料が新たに合成されている。その集積能および刺激応答特性を明らかと

し、項目⑧での検討へと導く。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：精密超分子重合のメカニズムの理解が進み、時空間的に

超分子ポリマ-生長を制御し高次構造へと導く手法への足がかりが得られて

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：有機 FET では、提案した高分子配向技術の高いポテンシャ

ルを確認したが、均一性、歩留まりの改善が必要である。有機 EL では、前年

度の外部量子効率 0.4%から 1.2%と順調に向上している。 
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⑨ ナ ノ 構 造 材 料 で

は、量子ナノ構造形

成基盤技術の開発

及びナノ構造におけ

る新規現象の探索を

継続する 

 

 

⑩新規ナノ構造機能

材料の機能設計を推

進し、量子ドット光子

源やメタ表面赤外検

出器等に向けた素子

応用を目指し，量子

ドット LED の温度特

性及びメタ表面赤外

検出器の効率を向上

させる 

 

 

⑪フォトンの三次元ト

ポロジカル相を提案

し、検証する 

 

 

 

 

 

⑫新規量子ナノ構造

を用いた赤外検出器

（センサ）にも研究を

発展させ、 格子緩

和Ⅲ-V ヘテロエピタ

効果移動度が 1.3 cm2/Vs（4

倍）まで増強可能であることを

見出した。また、ハロゲン化

及び金属化モノマーを用いな

い重合法により、溶液塗布プ

ロセス適用可能な発光性共

役高分子を開発し、有機EL材

料として評価を行い、外部量

子効率1.2%を得た。 

 

電界効果トランジスタへのレ

ーザー照射時における光応

答を評価し、光電流生成メカ

ニズムを解明した。２つのレ

ーザーが照射されたときにの

み光電流が生ずる光AND演

算動作を実証した。 

 

量子ドットLED構造の積層デ

ザインとドーピング条件の最

適化により、GaAs量子ドット

LEDで、70Kにおいて量子もつ

れ対の発生に成功した。メタ

表面赤外検出器に関しては、

独自メタ表面構造を提案し、

雑音特性を含む赤外検出器

としての性能を評価するとと

もに、量子効率39.4%を達成し

た。 

 

フォトンのトポロジカル構造を

提案した。ドメイン壁に局在し

たDirac分散を持つ表面状態

を数値計算によって確認し

た。また、マイクロ波トポロジ

カル回路を構成し透過反射

特性を解析した。 

 

NIMSで独自に研究を進めて

き た Atomically Thin Layers 

for Accomodating Strain 

(ATLAS) 法 を 用 い て 、

GaAs(111)A基板上での格子

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：光 AND 演算動作の実証は光機能素子に新たな発展をもた

らす成果である。今後はレーザー照射方法の最適化を通して、素子応用への

可能性を探索する。 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：メタ表面赤外検出器の量子効率 39.4%はプロジェクト最終目

標(10%)を遙かに超える数値である。量子ドット光源の特性は計画通りに向上

しており、今後は通信波長帯量子ドットにおける格子相関評価を開始する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：新たな計算手法を開発し面方位によらない Dirac 分散を示

したことはトポロジカルフォトニクスにおける重要な成果である。今後は、作製

が容易なフォトンのトポロジカル相を提案し、マイクロ波帯での実装の探索と

検証実験を行う。 

 

 

 

 

計画通りの進捗：格子不整合系ヘテロエピタキシーに新展開をもたらす成果

であるが、素子応用に向けて貫通欠陥密度のさらなる低減が必要であり、素

子特性に与える欠陥の影響を明らかにするとともに、必要な改善策を検討す

る。 
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キシー技術を用いた

赤外検出器の開発

に着手する 

 

 

 

[拠点としての取組] 

シーズ育成研究によ

る機能探索型や手法

探索型の研究 

 

 

 

 

 

不整合系ヘテロエピタキシー

において、成長条件の最適化

により、InAsおよびGaSb薄膜

の結晶性および電気特性の

向上を達成した。 

 

 

各職員の固有の技能や知見

に基づく発想に由来する研究

をプロジェクト研究と平行して

実施した。また、それと合わ

せ、基礎的な研究力を高める

ための拠点共用装置の整備

や、他機関との連携を活発化

させるための交流機会の提

供、国際連携の推進などの

施策を実施した。その過程

で、ダイヤモンドpn接合を使っ

た放射線検出素子の開発、

がん細胞に対して選択的に

攻撃力を持った高分子の発

見、固体潤滑剤の開発や地

震メカニズム解明に資する粘

土鉱物の結晶物性の解明を

はじめとする成果を得た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗 ：ダイヤモンド pn 接合を使った放射線検出素子の開発、が

ん細胞に対して選択的に攻撃力を持った高分子の発見、固体潤滑剤の開発

や地震メカニズム解明に資する粘土鉱物の結晶物性の解明などの成果を得

た。 

 

 

 

 

１．１．２ エ

ネルギー・環

境材料領域

における研

究開発 

エネルギーバ

リューチェーン

の最適化に向

け、多様なエネ

ルギー利用を

実現するため

のネットワーク

システ ムの構

築に向けたエ

ネルギー・環境

材料の開発を

行う。具体的に

は、太陽電池、

全固体二次電

池、空気電池、

燃料電 池、水

素製造システ

 

[プロジェクトの目標] 

エネルギー変換・貯

蔵システム用材料の

基盤研究 

 

 

 

＜太陽電池関連材

料＞ 

①ペロブスカイト半導

体の構造とダイナミ

クスの相関からメカ

ニズムの解明に取り

組むとともに、Pb に

代わるSnを用いたペ

ロブスカイト材料を対

評価軸 

○科学技術基本

計画において国

が取り組むべき課

題の解決に繋が

る成果が創出され

ているか 

○未来の産業創

造と社会変革に向

けた「超スマート

社会」の実現に繋

がる成果が創出さ

れているか 

○将来を見据えた

未知なる課題へ

の対応力を強化

するための基盤技

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電流電圧および容量計測を

行い、解析によって封止され

たデバイスの劣化が界面の

再結合および深い捕獲を介し

た再結合の影響を受けること

を明らかにした。また5-AVAI

有機陽イオンを用いることで、

１．１．２ 

補助評定：s 

（評定 s の根拠） 

すべての項目が計画通りまたはそれ以上に進捗しており、特にドライリフォー

ミング触媒、非鉛系ペロブスカイト太陽電池では、世界最高水準の性能を達

成した。さらに、リチウム―空気電池に関する研究成果を基に、世界初の実

用研究を目指す企業連携センターを設立し、研究を本格稼働させた。 

 

 

＜各評価指標等に対する自己評価＞ 

計画以上の進捗：ペロブスカイト太陽電池の劣化要因の解明を進めた。また

非鉛系ペロブスカイト太陽電池では従来セルより一桁大きな 0.25 cm2 のセル

で世界トップレベルの７％の効率を達成した。 
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ム、熱電デバイ

ス等に関わる

材料を開発し、

そ の シ ス テ ム

化やデバイス

化の実現を目

指す。また、エ

ネルギー変換・

貯蔵の基盤と

しての 電極触

媒を開発する

ほか、 理論計

算科学による

機 構 解 明 ・ 材

料設計やマテ

リアルズ・イン

フォマティクス

の活用等によ

り 、 エ ネ ル ギ

ー ・ 環 境 材 料

の開発を加速

する。 

 

・エネルギー変

換・貯蔵システ

ム用材料の基

盤研究 

エ ネ ル ギ ー

バリューチェー

ンの最適化に

向け、多様なエ

ネルギー利用

を 実 現 す る た

めのネットワー

ク シ ス テ ム の

構 築 を 意 識 し

たエネルギー・

環境材料の開

発を行う。クリ

ーンで経済的

な エネ ル ギ ー

ネットワークシ

ス テ ム を 実 現

象にした材料開発に

取り組む。 

 

 

 

 

 

 

②III-V 族系太陽電

池では窒化物太陽電

池を対象に陥準位低

減 を 通 じ た 電 池 開

発、量子ドット太陽電

池ではキャリア輸送

解明・制御に取り組

む。 

 

 

＜水素関連材料＞ 

③NiRe 合金触媒の

最適な組成・組織、

Ni、Cu 系金属間化合

物における触媒特性

と相変態との関連を

明らかにする 

 

 

 

 

④メソポーラス NiY 触

媒に関してはその場

観察から機能発現メ

カニズムを解明し、

超高活性合金触媒

の創成への設計指

針を確立する 

 

⑤水素分離膜では V

系合金膜の耐久性

向上に向けた検討を

行う 

 

 

術が蓄積されてい

るか 

○世界最高水準

の研究開発成果

が創出されている

か 

○研究開発成果

を最大化するため

の研究開発マネジ

メントは適切に図

られているか 

 

評価指標 

・国が取り組むべ

き課題解決に資

する取組の進捗 

・未来の産業創造

と社会変革に向け

た新たな価値創

出に資する取組

の進捗 

・領域間での連携

や大学・産業界と

の連携の取組の

成果 

・理事長のリーダ

ーシップが発揮さ

れるマネジメント

体制の構築・運用

状況 

 

ペロブスカイト材料の結晶性

向上とともにスズの酸化の抑

制を実現し、スズ系のペロブ

スカイト太陽電池において、

通常のセルより一桁大きな大

面積セル（0.25 cm2）で7%の高

効率を実現した. 

 

InGaNのpn界面準位の評価を

進めるとともに、青色に感度

のある太陽電池の開発を進

めた。量子ドット太陽電池に

ついては、光照射によるキャ

パシタンス変化の実験から、

量子ドット内キャリアの熱放

出の影響を調べ、ドット内キャ

リアの動的な振る舞いの解明

を進めた。 

 

メタン水蒸気改質に対しNiRe

合金触媒の最適な組成・組織

を見出し、Ni/Re二相微細組

織の生成は触媒活性と安定

性を著しく向上することを明ら

かにした。NiCu合金における

組成・組織とメタン水蒸気改

質触媒特性との関連を明らか

にした。 

 

その場透過電子顕微鏡観測

により、NiY材料の持つすぐれ

たメタン転換触媒機能が、材

料ナノ構造のトポロジー（ナノ

細線状のNi活性中心とY2O3

保持体の絡み合い）に帰せら

れることを解明。 

 

レーザー溶接したV合金試験

片がH/M=0.2以上の高水素

濃度の吸収・放出サイクルで

延性低下することを明らかに

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：III-V族系太陽電池では界面準位低減の指針を得るととも

に、量子ドット太陽電池では光励起キャリアの熱放出制御の指針を得た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：水蒸気改質におけるReの役割を明らかにし、触媒被覆合金

の最適化につなげた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：NiY触媒材料のトポロジー制御・最適化により、従来の担持

型触媒の限界を超えた超・低温度領域における長時間安定メタン転換を実

現。 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：高水素濃度下における延性低下現象は、水素分離デバイ

スを安全に使用するためのガイドラインとなる。 
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す る 上にお い

て材料科学が

大 き な 役 割 を

担う太陽電池、

全固体二次電

池、空気電池、

燃料電 池、水

素製造システ

ム、熱電デバイ

ス等に関わる

材料開発を、シ

ステム化・デバ

イ ス 化 を 明 確

に 目 指 し て 行

う。さらに、エネ

ルギー変換・貯

蔵 の 基 盤 と し

ての電極触媒

の開発 、理論

計算科学によ

る機構解明・材

料 設 計 、 及 び

マテリアルズ・

インフォマティ

クスの活用等

により、材料開

発を加速する。 

 特に、太陽電

池では、ペロブ

スカイト型太陽

電 池 の 効 率 ・

安定性の向上

のためのメカニ

ズム解明と材

料開発を行う。

化合物半導体

太 陽 電 池 で

は、Ⅲ 族窒化

物 系 な ら び に

量子ドット系の

開発を進める。

水 素 製 造 ・ 利

用 材 料 で は 、

⑥ プ ロ ト ン 交 換 膜

(PEM)高温水電解で

は SPOSS の合成条

件の最適化を図り、

省白金燃料電池では

高活性メソポア炭素

材料と助触媒用イオ

ン液体モノマー材料

の探索を進める。 

 

 

 

 

 

＜蓄電池材料＞ 

⑦空気電池の正極

の寿命決定要因の

検討からリチウム金

属負極の高寿命化と

両立しうる電解液系

の探索を行うととも

に、リチウム金属の

組織と表面皮膜がサ

イクル効率へ与える

影響を明らかにする 

 

⑧キャパシタの開発

では積層シート構造

の電解液イオン吸着

及び浸透速度等へ

の影響を明らかとし、

最適なグラフェン電

極を設計する 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑨全固体電池の研

究では解析可能な界

PPSUポリマーをスルホン化

し、架橋化することで架橋ス

ルホンPPSU（CSPPSU）膜を

作製し、膜・電極接合体によ

る80℃の燃料電池モードで電

池性能を評価した結果1500

時間の耐久性を得た。省白

金燃料電池では、電子線照

射量と還元剤量の最適化に

よる白金粒径変化により、

MEA発電性能の向上を妨げ

ていたフラッディングﾞ現象の

改善につながることが分かっ

た。  

 

負極クーロン効率の向上に

効果的な添加剤、ほぼ理論

値の正極酸素発生効率を示

す電解質溶媒を見出すととも

に、部材の軽量化によりリチ

ウム空気電池における500 

kW/kgを実証した。また、金属

リチウム負極の押出・圧延加

工による内製化を可能とし

た。 

 

グラフェン基電極材料の性能

と多孔質構造との関係を検討

し、新規材料創製におけるデ

ザイン設計の指針及び電極

電圧の最適化、耐高電圧化

と材料構造の関係などについ

てある程度の知見を得た。キ

ャパシタ特性向上のため、他

の二次元物質（MoS2、層状ケ

イ素、π共役系有機電子受

容体） との複合化を検討し

た。さらにナノワイヤを用いた

蓄電素子及び電子源の応用

研究も順調に遂行できてい

る。 

1000C以上の高速動作が可

能なLiCoO2/Li3PO4界面の作

計画通りの進捗：PPSU膜については実用に近いレベルの耐久性を達成する

とともに、省白金燃料電池の研究では、電子線照射の有効性を確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：正負極における副反応抑制の方向性が明らかとなり、フル

セル作製への課題と方策を整理することができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：多孔質構造を調整した種々のグラフェン電極材料を作製

し、その特性との関係に新しい知見を得た。グラフェンとの複合二次元物質の

結合エネルギーやリチウム比容量の理論予測を行い、また二次電池への応

用を試みた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通り：電池設計の指針となる、層状正極におけるイオン伝導の異方性に

関する知見を得た。 
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水 素 製 造 触

媒・分離膜なら

びに水電解用

電解質膜の材

料系を確定し、

デ バ イ ス を 試

作 す る と と も

に 、 長 寿 命 化

を図る。蓄電材

料 で は 、 現 行

デ バ イ ス と 差

別化可能な全

固体電 池、空

気 電 池 、 ス ー

パーキャパシタ

のための材料

系を確立する。

熱 電 材 料 で

は 、 熱 エ ネ ル

ギー回収用に

向 け 、 室 温 ～

600 K の範囲に

おける現行材

料の性能をユ

ビ キ タ ス 元 素

系材料で達成

し、その材料を

用いて素子の

開発を行う。こ

れ ら 各 デ バ イ

ス に 特 化 し た

材料開発に加

え 、 共 通 基 盤

材 料 と し て 燃

料電池酸素極

を、また、水電

解 水 素 極 と し

て 小 さ な 過 電

圧 と 安 定 性 を

示す非貴金属

触媒を、それぞ

れ実現するとと

もに、これらの

面作製を行い、その

界面におけるイオン

輸送特性を評価する 

 

＜熱電材料＞ 

⑩Fe-Al-Si 系の組成

と特性の相関から材

料の最適化を行う 

 

 

 

 

 

 

⑪スパッタリング法を

活用した新規積層構

造の探索を行うととも

に、誘電体層を活用

した新規熱電積層構

造の可能性を明らか

にする 

 

 

 

⑫接合法については

電極のロウ付け技術

の開発と放電プラズ

マ焼結(SPS)法を用

いた拡散接合技術の

基礎的な評価を行う 

 

 

 

＜電極触媒＞ 

⑬BN ナノシート触媒

の構造制御による高

効率触媒の開発、炭

素系 ORR 電極触媒

の微視的電極過程

解析、酸素還元活性

を更に向上させるた

めの多孔質酸化物

組成の最適化、嫌気

製に成功した。また、全固体

電池における粉末シリコン負

極の実現可能性を確認した。  

 

 

主相である半導体相と第二

相である金属相が混在する

Fe-Al-Si系コンビナトリアル・

バルク材料を合成して、熱浸

透率のマッピング測定を行っ

た。Al濃度が向上すると熱浸

透率が減少する傾向を確認

した。 

 

熱電積層膜の各層の厚さが

100 nm以下と小さくなると、膜

の電気伝導率がバルクに比

べて小さくなる傾向を示した。

電流パスとして機能する層の

厚さは100 nm以上が必要で、

熱流パスとして機能する層の

厚さは100 nm以下という指針

を得た。 

 

組成の異なるロウ材およびハ

ンダ材を用いてFe-Si系と金

属電極の接合実験を行った。

活性金属系のロウ材および

ハンダ材を適用することで、

700K以下および400K以下で

利用できる電極接合（界面抵

抗：10mΩ/cm2以下）に成功

した。 

 

BN ナノシートのサイズのみで

なく、担持する金微粒子のサ

イズも制御した結果、金微粒

子のサイズが小さくなるにつ

れ ORR 反応の活性が大きく

なることが分かった。また、非

金属炭素系電極触媒におけ

る ORR 活性化の微視的機構

の初歩的に解明した。微生物

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：コンビナトリアルスパッタによる膜合成において多少の遅延

があったが、独自設計のスパッタカソードの開発による効率化で対策した。 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：電流パス層と熱流パス層の制御による新規構造の可能性

が見いだせた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：700K以下で利用できる金属電極のろう付け技術が開発でき

たため、高温で利用する拡散接合技術の評価は行わなかった 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：BN/金界面の電子構造等に関する情報取得からの高触媒

活性の要因特定、微生物触媒における反応関与未知遺伝子を特定につなが

るものと期待される。 
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材料開発を加

速するため の

界面現象に対

する理論計算

技術、 新規材

料探索手法及

び高効率大規

模計算技術を

確立する。 

 

シーズ育成

研究として、中

温燃料電池用

の無加湿電解

質膜や完全非

貴金属の電極

触 媒 な ど 、 最

終 シ ス テ ム を

意識しつつ、エ

ネルギーの高

効率変換と貯

蔵に関わる大

きなブレークス

ルーに繋がる

よ う な 探 索 研

究を行う。 

公募型研究

及 び 産 業 界 ・

大学との連携

で は 、 産 学 独

が連携する研

究 拠 点 と し て

設置され、TIA

の中核的プロ

ジェクトでもあ

る ナ ノ 材 料 科

学 環 境 拠 点

（ GREEN ） 、 及

び 、 次 世 代 蓄

電池研究開発

支援のために

設置された設

備群である蓄

アンモニア酸化反応

の化学反応式の同

定を行う。 

 

 

 

 

⑭計算・計測による

触媒反応や原子・電

子構造解析による反

応機構の理解を目指

す 

 

＜計算科学＞ 

⑮vdW-DFT-MD コー

ドへのバイアス、高

効率サンプリング機

能の追加、初期構造

生成、界面構造探索

プログラムの実装を

行う 

 

 

 

 

 

 

⑯学習モデルの記述

子の予測力と訓練デ

ータサイズ、学習モ

デルの予測精度依

存 性 に つ い て 検 討

し、自動生成した数

万から数十万の分子

より高機能な電解質

溶媒を選び出すコン

ビナトリアルスキーム

を確立する 

 

⑰主に電解液、電解

液／電極界面、SEI

膜界面、全固体電池

固固界面のイオン状

による嫌気アンモニア酸化反

応に関して、生成物として一

酸化窒素が特定された。遺伝

子解析を行うと予想した通り、

既知の遺伝子は存在してい

ないことが分かった。 

 

酸素還元反応進行下での電

極表面のその場解析を行い、

電極表面に酸素還元反応の

中間種の存在を示唆する結

果が得られた。 

 

 

文部科学省ポスト京重点課

題５ の基盤 ア プリ の １つ で

我 々 が 開 発 し て い る stat-

CPMDコードに対して、ファン

デルワールス力の導入、初

期構造生成プリプロセスの開

発、サンプリングの高効率

化・高速化を実現した。さらに

固固界面のdisordered ヘテ

ロ界面構造探索のための、

新規手法・プログラムの開発

も進めた。 

 

蓄電池固体電解質系につい

ては、第一原理計算による自

動データ生成プログラムが整

備され、機械学習による記述

子探索、ベイズ最適化による

材料探索が進められ学習モ

デルの評価ができるところま

で到達した。電解液溶媒につ

いては、まだシステム化が遅

れている状況である。 

 

 

電解液系に関する微視的物

性の解析は鋭意進めている。

加えて、これまで計算研究が

少なかった遷移金属酸化物

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：酸素還元反応に対するその場解析の有効性を確認した。 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：Stat-CPMD が蓄電池や触媒の電解液系および電極―電

解液系に幅広く適用できる準備が整った。さらに世界初となる高効率固固界

面構造探索手法の開発が順調に進捗した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：固体電解質に関しては、データ生成とデータ駆動型AI解析

のリンクが進んでいる。電解液については数千オーダーの分子の取り扱いは

できつつあるが、スキームの確立は現在鋭意進行中である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：新たに取り組んだ遷移金属酸化物―電解液界面の第一原

理計算解析により、様々な新規メカニズム・新規コンセプトが得られた。 

 

 



 

項目別－19 

電池基盤プラッ

トフォーム（蓄

電 PF）を領域

内に取り込み、

活 用 す る 。

GREEN では、

計算－計測－

材料開発の融

合研究を推進

するオールジャ

パンのイノベー

ションハブとし

て、太陽光から

出 発 す るエ ネ

ル ギ ー フ ロ ー

の共通課題解

決 を 参 画 機

関、招 聘研究

者、さらにはオ

ー プ ン ラ ボ 研

究者の参画を

得 て 進 め る 。

GREEN で確立

したオープンラ

ボ等の支援シ

ス テ ム を

GREEN の対象

外の研究につ

い て も 適 用 す

るとともに、蓄

電PFの技術支

援 を 充 実 さ せ

ることで、人材

育成を含めた

拠点機能及び

橋 渡 し 機 能 を

強 化 し 、 社 会

実装につなげ

る。 

 

態 ・ 電 子 状 態 の 解

析 、 触 媒 関 係 で は

CO2 還元、CH4 活性

化に取り組む 

 

 

 

 

[拠点としての取組] 

シーズ育成研究によ

るエネルギーの高効

率変換と貯蔵に関わ

る大きなブレークス

ルーに繋がるような

探索研究 

 

拠点型外部資金のマ

ネジメント 

ナノ材料科学環境拠

点（GREEN） 

文部科学省の委託

事業を行う開かれた

研究拠点として、計

算と実験の連携・融

合により、界面現象

を理解し制御するこ

とで、太陽光から出

発するエネルギーフ

ローの共通課題解決

を目指す 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

正極―電解液界面における

構造・電子状態・反応に関す

る第一原理計算解析に取り

組み、その微視的機構を明ら

かにした。また触媒系の遷移

金属酸化物界面等の解析と

合わせて酸化物界面の統合

的な理解を進めている。 

 

CuOの還元で生じるCu2Oが、

高い表面積と構造不規則性

に よ り NO+CO な ら び に

N2O+CO混合ガスの酸化に対

して高い活性を示すことを明

らかにした。 

 

 

 

ナノ材料科学環境拠点では、

従来からの4分野すなわち計

算、計測、電池、太陽光利用

に加えて、平成28年10月に設

置した技術統合化ユニットに

おいて、社会システム全体を

俯瞰した技術統合と理論・計

測・材料創製との協働による

材料開発への取組を本格的

に行った。特筆すべき成果と

してNano Green/WPI-MANA

棟マイクログリッドデータの収

集、解析を行い、2019.2.19プ

レス発表。データ論文誌とし

ては最もIF値の高いScientific 

Data 6, 190020に論文発表し

た。 

オープンラボによる外部研究

者の受け入れなどを継続し、

平成30年度はNIMS連携拠点

制度と合計で10件の共同研

究を推進、開かれた研究拠

点として大学や企業における

研究開発の加速にも貢献し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：分子変換材料による天然資源の有効利用につながる技術

である。 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗： 事業終盤に活動を開始した技術統合化ユニットにおいて

研究棟マイクログリッドデータの収集、解析を行い、データ論文誌としては最

もIF値の高いScientific Dataに論文発表した。高度なエネルギーマネージメン

トシステムを設計する際の基盤データとしての活用が期待される。 

GREENで達成したリチウム空気電池の実用的な性能に基づき、ソフトバンク

との大型企業連携（10億円超/2年）に発展させたことは特筆すべき成果と言

える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

項目別－20 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

蓄電池基盤プラットフ

ォーム（蓄電 PF） 

「JST 先端的低炭素

化技術開発（ALCA）

特別重点技術領域 

次世代電池（次世代

蓄電池研究加速プロ

ジェクト（SPRING））」

と連携し、同プロジェ

クトで実施される次

世代蓄電池の研究

開発を優先的に支援

した他、蓄電池の開

発に関わる大学、独

法、民間企業等への

支援を行う 

 

産業界との組織的連携にお

いて、GREENで達成したリチ

ウム空気電池の実用的な作

動条件(容量:4 mAh/cm2, 電

流密度:0.4 mA/cm2)を達成し

た。リチウム空気電池に関す

る一連の成果は実用化を目

指す大型企業につながり、世

界初の実用研究を目指す企

業連携センターを設立し、研

究を本格稼働させた。 

これら成果は文部科学省の

プログラムに対する事後評価

（10年間）においても極めて高

い評価を得る見込みである。 

 

 

蓄電池基盤プラットフォーム

では、「JST先端的低炭素化

技術開発（ALCA）特別重点

技術領域 次世代電池（次世

代蓄電池研究加速プロジェク

ト（SPRING））」と連携し、同プ

ロジェクトで実施される次世

代蓄電池の研究開発を優先

的に支援した他、蓄電池の開

発に関わる大学、独法、民間

企業等への支援を行った。支

援件数はALCA-SPRING関係

が21件（延べ725日）、それ以

外が23件（延べ791日）であ

り、29年度実績とほぼ同等で

あり、着実な支援を行うことが

できた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：Web運用システム並びに全ての装置が順調に稼働し、ユー

ザーの幅が拡大。冷却２軸雰囲気遮断ホルダーなどの装置の充実を図るとと

もに、技術スタッフの習熟度も向上させ、質の高い支援を継続できるように運

営した。 

 

 

 

 

１．１．3 磁

性・スピント

ロニクス材料

領域におけ

る研究開発 

クリーンで経済

的なエネル ギ

ー シ ス テ ム の

実現に貢献す

る磁性材料の

開発と情報通

信技術分野の

省エネに繋が

 

 

 

 

 

 

 

 

評価軸 

○科学技術基本

計画において国

が取り組むべき課

題の解決に繋が

る成果が創出され

ているか 

○未来の産業創

 

 

 

 

 

 

 

 

１．１．３ 

補助評定：s 

（評定 s の根拠） 

磁気ストレージや不揮発メモリ素子の高性能化に資する磁気抵抗素子の材

料開発において、実用化に向けた重要な特性改善が進んでいる他、それを

用いたMAMR用発振素子の動作機構解明といった高い評価に値する基盤的

研究成果も得ている。加えて、世界初の異方性磁気ペルチェ効果の観測など

基礎研究においても特筆すべき成果が得られている。 



 

項目別－21 

る 大 容 量 メ モ

リ、ストレージ

技術に不可欠

なスピントロニ

ク ス 素 子 を 開

発する。磁石、

メモリ、ストレー

ジ デ バ イ ス で

は 、 原 子 レ ベ

ルで構造を制

御し た強 磁性

体と非磁性体

の複相構造を

大量生産に向

く手法で作り込

まなければなら

ないため、その

た め の ナ ノ 構

造 制 御 技 術 、

成 膜 技 術 、 微

細加工技術を

発展させる。材

料・デバイスの

構造をミクロ・

ナノ・原子レベ

ルのマルチス

ケールで評価

し、強磁性／非

磁性複合構造

か ら 得 ら れ る

磁 気 特 性 ・ 伝

導特性を理論

的に予測し、そ

れを指針としつ

つ 、 材 料 の ポ

テンシャルを最

大限に生かし

た磁気・伝導特

性 を 発現 す る

磁石やメモリ・

ストレージデバ

イ ス を 開 発 す

る。 

[プロジェクトの目標] 

省エネデバイスのた

めの磁性・スピントロ

ニクス材料の基盤研

究 

 

①ネオジム磁石の結

晶粒界の磁性の制

御により、室温 2.5 T

の保磁力と残留磁化

1.4 T 以上の優れた

磁石特性の実現を目

指す 

 

② Sm1-xZrx(Fe1-

yCoy)Tiz の磁気物性

の測定と相安定性の

検討を行い、新規磁

石材料としての可能

性を検討すると同時

に、最適組成の化合

物を使ったバルク試

料で 1 T 以上の保磁

力の実現を目指す 

 

 

③高スピン偏極・低

磁気緩和・低飽和磁

化 ・ 高 磁 気 異 方 性

等、スピントロニクス

デバイスで要求され

る様々な磁気物性を

持 つ 新 材 料 を探 索

し、新材料を用いた

磁 気 抵 抗 素 子 で

100% 以上の磁気抵

抗比の実現を目指す

とともに、エネルギー

アシスト磁気記録で 4 

Tbit/in2 に対応できる

超高密度磁気記録

媒体構造を実現する 

 

造と社会変革に向

けた「超スマート

社会」の実現に繋

がる成果が創出さ

れているか 

○将来を見据えた

未知なる課題へ

の対応力を強化

するための基盤技

術が蓄積されてい

るか 

○世界最高水準

の研究開発成果

が創出されている

か 

○研究開発成果

を最大化するため

の研究開発マネジ

メントは適切に図

られているか 

 

評価指標 

・国が取り組むべ

き課題解決に資

する取組の進捗 

・未来の産業創造

と社会変革に向け

た新たな価値創

出に資する取組

の進捗 

・領域間での連携

や大学・産業界と

の連携の取組の

成果 

・理事長のリーダ

ーシップが発揮さ

れるマネジメント

体制の構築・運用

状況 

 

 

 

 

 

 

Nd-Tb-Cu共晶合金拡散熱間

加工磁石（4x4x2mm3）におい

て、室温での保磁力2.5T、残

留磁化1.38Tを得た。 

 

 

 

 

多結晶Sm(Fe0.8Co0.2)12薄膜に

Cu-Gaを粒界拡散させた結

果、0.84Tの保磁力を得た。ま

た Zr を 添 加 し た (Sm-

Zr)(Fe0.8Co0.2)12薄膜で1.9 Tの

非常に高い磁化を実現した。

安定化バルク試料を得ること

に成功し、Ga,Ti,V添加リボン

試料で保磁力0.7Tを得た。

HDDR法によってSmFe12微細

粒試料の作成に成功した。 

 

FePt熱アシスト磁気記録媒体

では、ピッチ間距離5.2 nm、平

均粒子径4.3 nm、アスペクト

比1.5以上の極めて均質な微

細組織を持ったFePt-C媒体

の合成に成功した。ホイスラ

ー合金を用いた単結晶CPP-

GMR素子においては、Ag中

間層とホイスラー層界面に1

原子層のNiを挿入することに

より、磁気抵抗比が2倍程度

増大することを見出した。 

 

 

 

 

 

新磁石の基盤研究においても、Sm(Fe,Co)12系材料の研究進捗により、新しい

高性能磁石の開発が期待される。 

また、少数の定年制研究者で効率的に成果を挙げていることも特筆すべき点

である。 

 

＜各評価指標等に対する自己評価＞ 

計画通りの進捗：残留磁化が目標値に僅かに届かなかったが、拡散源の最

適化、拡散プロセスを多段にする等により、目標は達成可能と思われる。ま

た、4x4x5mm3以上のバルク試料で目標を達成するように研究を遂行してい

く。 

 

 

 

 

計画通りの進捗：バルク試料でハード磁性相としての物性は確認できたもの

の、目標の保磁力の発現には至っていない。今後も、引き続き、非磁性粒界

相の形成、粒表面でのソフト相形成の抑制に取り組み保磁力向上を目指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：4 Tbit/in2に対応できる超高密度磁気記録媒体構造に着実

に近づいている。高スピン分極材料自体の探索は難航しているが、磁気抵抗

素子の界面制御によりMRが2倍以上劇的に変化することを、実験-理論の双

方から多角的に実証しており、今後の発展が期待できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

項目別－22 

 

・省エネデバイ

スのための磁

性・スピントロ

ニ ク ス 材 料 の

基盤研究 

 

クリーンで経済

的なエネル ギ

ー シ ス テ ム の

実現に貢献す

る磁性材料の

開発と情報通

信技術分野の

省エネに繋が

る磁気・スピン

トロニクスデバ

イ ス の開 発 に

資する基盤研

究を実施する。

磁石特性、メモ

リ特性、ストレ

ー ジ 特 性 、 磁

気センサ特性、

磁気抵抗特性

などの磁気に

起因する機能

を 省 エ ネ デ バ

イスやメモリ・

ストレージデバ

イ ス に 応 用 す

るためには、強

磁性体と非磁

性体の複相構

造 を 原 子 レ ベ

ルの精度で制

御 し な け れ ば

ならない。この

ような磁気・ス

ピントロニクス

素子を作製す

るためのナノ構

造 制 御 技 術 、

④高密度磁気記録

に対応できる 20 mV

以上の出力を出せる

20 nm 以下の狭ギャ

ップ磁気センサ用磁

気抵抗素子を開発す

る 

 

 

 

 

 

⑤省エネコンピュー

ティングに寄与する

STT-MRAM やストレ

ージクラスメモリの基

盤技術となる垂直磁

気 ト ン ネ ル 接 合

（ Ku>1MJ/m3 ） で

200% 以上の磁気抵

抗比、面内磁気トン

ネル接合で 150%以

上の磁気抵抗比（素

子 抵 抗 RA ～ 1 
Ωμm2）を実現する 

 

 

 

 

 

 

⑥実験研究を効率良

く進めるための、理

論計算による物性予

測と実験結果の理論

的 解 釈 を 行 い ， 特

に、デバイス応用上

の実用的な伝導特性

評価のために、有限

温度での伝導特性の

理論計算手法の確

立を目指す 

 

ホイスラー合金を用いた磁気

抵抗素子としては、Ag+InZnO

を前駆体としたスペーサーに

より次世代HDD用リードヘッド

として5Tbit/in2の要求値を満

たすRA = 0.1Ωμm2の領域で

磁気抵抗比50%を多結晶GMR

素子で実現した。膜厚28nmま

で低減させた素子においいて

も、280℃の熱処理温度41%

の磁気抵抗比を実現した。 

 

垂直磁気トンネル接合では、

磁気異方性Kuの目標値

1MJ/m3は前年度に前倒して

達成しており、その磁気抵抗

比の向上を図った。界面状態

や平坦性等の改善のための

成膜プロセスの最適化を進め

ることにより、磁気抵抗比は

継続的に上がり続け、現時点

で約140%を得た。面内磁気ト

ンネル接合においてもプロセ

スの最適化により低素子抵

抗(RA)特性が得られ、

CoFe/MgAlO系接合において

RA=1.6Ωμm2で100%、

RA=3Ωμm2で180%というほ

ぼ目標値を満たす成果を得

た。 

 

高い磁気抵抗効果を保持し

ながら界面磁気異方性を大き

く す る 指 針 と し て 、

Fe/W/Fe/MAO界面を形成す

ることが有効であることを示し

た。また電子相関効果を考慮

した計算を行い熱擾乱に強い

ハーフメタルホイスラー合金

と し て Co2(V0.25Fe0.75)Si 、

Co2(Fe0.25Mn0.75)Si を 提 案 し

た。また異方的磁気ペルチェ

効果の第一原理計算を行い,

計画通りの進捗：リードヘッド用ホイスラーCPP-GMR素子としても、5bit/in2の

要求値を満たすRAと磁気抵抗比を満たす性能を得ており、順調に進捗してい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：Fe基合金とMgAlOトンネルバリアを用いた研究開発におい

て特性改善は順調に進んでいる。応用上特に重要な、高Ku材料での磁気抵

抗比の改善、および、磁気抵抗比を維持した上での素子抵抗RAの低減

（1Ωμm2台）を概ね実現しており、材料選択に成功していると言える。更なる

高特性化のためには、今後、新材料の検討が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：垂直磁気異方性と高い磁気抵抗効果を同時に示す新たな

接合系の理論設計を行い、また熱擾乱に強い新規ハーフメタルを理論的に

提案するなど計画以上の進捗である。 
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成 膜 技 術 、 微

細加工技術を

発展させるとと

もに、材料・デ

バイスの構造

をミクロ・ナノ・

原子レベルの

マ ル チ ス ケ ー

ルで評価し、材

料のポテンシャ

ルを最大限に

活かした磁気・

伝導特性を発

現 す る 材 料 と

そ れ を 用 い た

素子を開発す

る 。 そ の た め

に 、 強 磁 性 ／

非磁性複合構

造 か ら 得 ら れ

る磁気特性・伝

導特性を理論

的に予測し、そ

れを指針としつ

つ 、 開 発 研 究

を効率的に推

進する。 

特に、ネオジム

磁石の保磁力

を向上させるた

めの微細構造

制御、さらに、

Nd-Fe-B 系以

外の高性能磁

石開発のため

の基礎研究を

行 い 、 希 少 金

属を使わずに

現行の市販磁

石よりも優れた

特性の磁石開

発を目指す。ま

た、高スピン偏

 

 

 

⑦試作材料・素子の

構造を 3 次元アトム

プローブ、透過型電

子顕微鏡(TEM)、走

査 型 電 子 顕 微 鏡

(SEM)/集積イオンビ

ーム(FIB)を補完的に

用いてマルチスケー

ル解析を進めるとと

もに、動的磁区イメ

ージング技術、有限

要素マイクロマグネ

ティクスシミュレーシ

ョン手法の高度化に

取り組む 

 

⑧異方性磁気ペルチ

ェ効果等の解明・材

料探索 

 

 

 

 

 

[拠点としての取組] 

シーズ育成研究によ

る物質の磁性を学術

基盤とする新規シー

ズの創出 

 

 

拠点型外部資金のマ

ネジメント 

 元素戦略磁性材料

研究拠点（ESICMM） 

 

 

実験においてNiが大きな効果

が得られる理論を提示した。 

 

プロジェクト内で試作された

熱間加工ネオジム磁石、

SmFe12合金、スピントロニクス

材料・デバイス等の組織と特

性の関係を理解するために、

TEM、SEM、アトムプローブ、

カー効果顕微鏡等による相

補的なマルチスケール組織・

磁区解析を実施した。また、

磁石や、スピントロニクスデバ

イスの組織的特徴をマイクロ

マグネティクス計算に取り込

み、特性向上に寄与する磁

石組織、デバイス構造を検討

した。 

 

異方性磁気ペルチェ効果を

世界で初めて観測することに

成功した。大きなペルチェ係

数の異方性を示す物質の探

索や理論提案も進捗した。 

 

 

 

 

面内巨大磁気抵抗効果、ス

ピン波熱移送効果、スピント

ルク磁気抵抗効果等の研究

を行い、学術基盤の構築、技

術の確立に貢献した。 

 

 

 

文科省委託事業「元素戦略

磁性材料研究拠点」(総額

5.79億、内再委託2.68億)の6

年度目を遂行、「元素戦略プ

ロジェクト〈研究拠点形成

型〉」の第2期中間評価を通過

した。上記①②の研究成果の

 

 

 

計画通りの進捗：材料・デバイス試作グループから試料の提供を受け、計画

通りに推進。材料設計にcriticalな構造情報を提供し、それにより高残留磁

化、高保磁力磁石の開発に寄与。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：異方性磁気ペルチェ効果の観測は世界初であり、特筆す

べき成果である。その原理解明も順調に進展している。 
 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：面内巨大磁気抵抗効果、スピン波熱移送効果等の基盤研

究で成果をあげている。 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：計画通り遂行し第2期(2015-2017FY)中間評価を通過。1-12

型SmFeCo系磁石開発への投入エフォートを増やし、薄膜で保磁力発現、高

磁化記録更新等の成果。外部連携部門と協働し「NIMS磁石パートナーシッ

プ」を設立、企画を担当し企業会員14社を獲得。 
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極 ・ 低 磁 気 緩

和 ・ 低 飽 和 磁

化 ・ 高 磁 気 異

方性など、スピ

ントロニクスデ

バイスで要求さ

れる様々な磁

気物性を持つ

新材料を探索

し、それらを用

いた低抵抗高

出力磁気抵抗

素子開発に繋

げ る ほ か 、 大

容量データスト

レージにおける

省 エネ を 実 現

するために、ハ

ードディスクド

ライブにおいて

4 T bit/in2 に対

応 で き る 超 高

密度磁気記録

媒体を試作、そ

の よ う な 高 密

度磁気記録に

対 応 で き る 磁

気センサ用高

出力磁気抵抗

素子を開発す

る。併せて、省

エネコンピュー

ティングに寄与

す る STT-

MRAM やストレ

ージクラスメモ

リの基盤技術

と な る 垂 直 強

磁性トンネル接

合 の 材 料 ・ 素

子化の研究開

発を行う。これ

らの実験研究

ほか、希土類磁石材料の熱

力学データベース、および、

材料の欠陥構造(表面)の情

報と熱の効果を取り入れた原

子描像の保磁力理論の構築

をNIMSおよび再委託機関と

の連携により推進し、成果の

創出に貢献した。「NIMS磁石

パートナーシップ」の設立と運

営に全面的に協力し、磁石材

料関連産業界との連携を新

たな段階に進めた。 
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と平行して、理

論 計 算 によ る

物性予測と実

験結果の理論

的解釈を行うこ

とにより、成果

の創出を加速

する。また、材

料・素子化には

構造を原子レ

ベルで解析・評

価する必要が

あるので、その

た め の ３ 次 元

ア ト ム プ ロ ー

ブ 、 TEM 、

SEM/FIB を補

完的に用いて

行うマルチスケ

ール組織解析

技術、磁区イメ

ージング技術、

有限要素マイ

クロマグネティ

クスシミュレー

ション手法の高

度化に取 り組

み、プロジェク

ト内で創製、試

作される材料・

デバイス の特

性向上に必要

な解析研究を

実施する。 

 

シーズ育成研

究として、物質

の磁性を学術

基 盤 と す る 新

規シーズの創

出を行う。具体

的には、スピン

軌道相互作用
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を利用して、こ

れまでの技術

では実現不可

能だった小さな

電流や電圧で

磁化を制御で

きる技術の可

能性を検討す

る。また、巨大

な ス ピ ン 軌 道

相互作用を利

用して、従来の

スピントロニク

ス デ バ イ ス で

はなし得なかっ

た発光、発電と

い っ た 機 能 性

をもつ材料・デ

バイスの原理

検 証 や 、 新 規

磁性化合物の

発見な どの シ

ーズ技術を育

成する。 

公募型研究及

び 産 業 界 ・ 大

学 と の 連 携 で

は 、 元 素 戦 略

磁性材料研究

拠 点

（ESICMM）を磁

石材料研究の

ハブ機能として

活 用 す る 。 ま

た 、 次 世 代 省

エネメモリとし

て 注 目 さ れ て

いる磁気メモリ

や磁気ストレー

ジ技術を実現

さ せ る 磁 気 抵

抗素子開発の

基 盤 研 究 で
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は、他法人・産

業界と連携す

るオープンイノ

ベーション活動

に よ り 社 会 実

装を促進する。

そのために、研

究者を連携機

関と相互に併

任させることで

組織的連携を

強め、スピント

ロ ニ ク ス 素 子

開発における

ハブ機能・人材

育成機能を高

める。また、磁

性理論におい

て は 、 大 学 で

活発に活動し

ている理論研

究者をクロスア

ポ イント メン ト

制 度 等 に よ り

招 聘 す る こ と

で、研究を加速

させる。 

 

 

１．１．4 構

造材料領域

における研

究開発 

社会インフラ材

料、輸 送機器

材 料 、 エ ネ ル

ギーインフラ材

料等、 国土強

靱化や我が国

の国際的産業

競争力の強化

に資する高性

能構造材料開

発と構造材料

周辺技術の研

究開発を行う。

構造材料は長

期 に 渡 って 安

 

 

 

[プロジェクトの目標] 

界面制御による構造

材料・構造体の高信

頼性化 

 

①高次加工技術によ

る微視組織制御と高

性能材料の創出で

は、これまで水素脆

化特性などの優位性

が確認された加工熱

処理条件において、

評価軸 

○科学技術基本

計画において国

が取り組むべき課

題の解決に繋が

る成果が創出され

ているか 

○未来の産業創

造と社会変革に向

けた「超スマート

社会」の実現に繋

がる成果が創出さ

れているか 

○将来を見据えた

未知なる課題へ

 

 

 

 

 

 

 

 

低合金鋼の強度-延性および

耐水素脆化特性と微細組織

因子の関係を明らかにした。

冷間圧延した高Mnオーステ

ナイト鋼における集合組織の

発達過程、不均一変形組織

の形成、εマルテンサイト交

１．１．4 

補助評定：a 

（評定 a の根拠） 

・以下に示す「各評価指標等に対する自己評価」のうち、「計画以上の進捗」と

する項目では顕著な成果を得るとともに、「計画通りの進捗」とする項目では

計画の目標を達成していると認められることから、評定をａとした。 

 

＜各評価指標等に対する自己評価＞ 

計画通りの進捗：鉄系合金では、高強度鋼の耐水素脆化特性、微細組織や

集合組織と機械的特性の関係の解明など、順調に進展した。 
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定に性能を発

揮することが求

められることか

ら、精緻な特性

評価技術や組

織解析技術等

を 活 用 し て 材

料の劣化機構

の解明を進め

るとともに、そ

の知見に基づ

いた材料の高

信頼性化を進

める。また、省

エネルギー・低

環境負荷の実

現 の た め 、 輸

送機器材料の

軽 量 化 ・ 高 強

度 化 、 エ ネ ル

ギーインフラ材

料の耐熱性向

上に取り組む。

一方、 輸送機

器からインフラ

構造体まであ

ら ゆ る 分 野 で

のマルチマテリ

アル化の急速

な進展に対応

するため、金属

と樹脂等の異

種材料を構造

体化するため

の高信頼性接

合 ・ 接 着 技 術

の開発を進め

る。さらに、信

頼性を担保す

るためにかか

る材料開発期

間・コストを大

幅に短縮する

特性向上につながっ

た組織因子を抽出す

る。低温で変形誘起

されるεマルテンサ

イトの集合組織を活

用した高Mn オーステ

ナイト鋼の疲労特性

改善を試みる 

 

②チタン合金は、Ti-

Mo-Fe 系積層材の

熱処理等による組織

制御と特性評価を進

める。マグネシウム

合金は、前年度の結

果をもとに、高速変

形速度域における延

性能向上が期待でき

る添加元素の探索を

試みる 

 

 

 

③マルチスケール接

合技術の開発では、

各種溶接条件下の

溶接試験 体を製作

し、接合条件との相

関について、ファジィ

推論ニューラルネット

ワークを用いたデー

タベース化により明

らかにする 

 

 

 

 

④ポリウレタン接着

剤の接着剤層厚さが

薄い場合と厚い場合

でのせん断／き裂伝

播型の力学的特性

評価を実施する。ま

の対応力を強化

するための基盤技

術が蓄積されてい

るか 

○世界最高水準

の研究開発成果

が創出されている

か 

○研究開発成果

を最大化するため

の研究開発マネジ

メントは適切に図

られているか 

 

評価指標 

・国が取り組むべ

き課題解決に資

する取組の進捗 

・未来の産業創造

と社会変革に向け

た新たな価値創

出に資する取組

の進捗 

・領域間での連携

や大学・産業界と

の連携の取組の

成果 

・理事長のリーダ

ーシップが発揮さ

れるマネジメント

体制の構築・運用

状況 

 

差部の双晶変形、逆マルテン

サイト変態、二次マルテンサ

イト変態、キンク変形などの

塑性変形モードを解明した。 

 

 

 

 

 

強度-延性の力学特性向上

に有効となるチタン系合金組

成の探索・評価を進めるとと

もに機械的性質に大きく影響

する変形双晶について詳細

な結晶学的解析を行い生成

機構を解明した。Mg合金の強

度・延性に及ぼす溶質元素の

影響を系統的に調査し、粒界

構造を制御（平衡粒界化）す

ることで、商業アルミニウム合

金に匹敵する衝撃吸収能Mg

合金の創製に成功した。 

 

実構造体のマクロ領域接合

部の力 学特 性理 解の ため

に、入力(接合条件)と出力(接

合部特性)の関係を、影響因

子の役割がわかりやすい数

式として導出可能な解析手法

を構築した。さらに、アーク溶

接条件と接合部の力学特性

に大きな影響を及ぼす因子で

あるアーク溶接部の溶融部

形状(溶融部の幅および深さ)

の関係を、構築した解析手法

で整理できることを確認した。 

 

ポリウレタン系接着剤とCFRP

板材で作製した試験片の強

度（静的／疲労）を評価した。

また、炭素繊維のXPSを用い

た表面分析結果と力学特性

（樹脂との密着性）の関連性

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： Ti合金では、双晶組織の結晶学的な解析、Mg合金では粒

界制御による性能向上など、順調に進展した。 

。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：ニューラルネットワーク法の最適化による溶接残留応力デ

ータベースの高精度化を達成するなど、順調に進展した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：接着剤の強度評価の目標達成に加えて、被着材の一つで

ある耐久性に優れたCFRTP材の開発に成功した。また、熱硬化性樹脂の接

着特性向上の目標を達成したことに加えて、温度制御による易解体性接着剤

の開発に成功し、目標以上の成果が得られた。 
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た め 、 先 端 材

料解析やマテ

リアルズ・イン

フォマティクス

等とも連携しつ

つ 、 計 算 科 学

の活用による

性 能 予 測 ・ 寿

命予測 手法、

製造プロセスも

含めた統合的

材料設計手法

の開発を推進

する。 

 

・界面制御によ

る構造材料・構

造体の高信頼

性化 

鉄 鋼 、 非 鉄

合金、樹脂、炭

素繊維やそれ

らの複合材料

な ど を 対 象 と

し、結晶粒・異

相・異材などの

あ ら ゆ る 界 面

を高度に制御

して、構造材料

及び構造体の

高性能化に資

する基礎技術

を開発する。母

材と接合技術

の開発から試

作材を創製し、

静的強度や長

時間損傷過程

を精緻に評価

し、その発現機

構を先端解析

機器や計算機

シミュレーショ

た、被着体表面のフ

ーリエ変換型赤外分

光(FT-IR)法や X 線

光電子分光(XPS)法

を用いた表面分析や

破断面観察により、

化学分析－組織構

造－力学特性の関

連性を検討する 

 

⑤表面・界面の長時

間挙動解析に基づく

長期信頼性評価で

は、クリープ特性に

関して、平成 29 年度

で検討した Gr.91 鋼

に加えて、Gr.92 鋼を

対象として Cr 濃度勾

配の標準偏差と長時

間クリープ強度との

相関性を検討する 

 

 

 

 

⑥疲労については、

鉄鋼材料の 1011回疲

労特性並びに浸炭材

及び、溶接継ぎ手の

ギガサイクル疲労特

性等を評価し、各材

料において界面の影

響を検討する。腐食

特性に関しては、実

環境でのセンシング

の高度化や腐食生

成物の元素濃度分

析等により、腐食や

劣化におよぼす合金

成分や使用環境因

子の影響を明らかに

する 

 

を明らかにした。耐候性・耐

食性の優れたCFRTPで高速

道等の斜面の緊張力をモニ

タリング可能な支圧板を開発

した。新規異材接着剤とし

て、温度コントロールにより接

着・脱着の制御が可能な解体

性接着剤の開発に成功した。 

 

 

Gr.91鋼のクリープ強度を支

配する要因であるCr濃度偏

析を表す定量指標として、濃

度勾配の標準偏差が有効で

あることを明らかにし、この指

標がGr.92鋼にも適用可能で

あることを明らかにした。さら

に2017年製造のGr.91鋼で、

1990年に製造された同一規

格材の1/5程度にまでクリー

プ寿命が低下した材料が確

認され、経産省関連部署、電

力、プラント、材料メーカー等

に注意喚起した。 

 

溶接継ぎ手のギガサイクル疲

労試験等、界面挙動解析に

必要な評価技術を完成させ

た。低合金鋼の鉄さびにおけ

るCrおよびSi濃度の定量解

析による腐食量との関係およ

び固溶炭素による耐食性向

上メカニズムを明らかにした。

水素脆化特性について，引張

強度2100MPaの人工ピット付

ばね鋼平滑丸棒の3点曲げで

ピット底が破壊起点となること

を明らかにした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：Cr偏析とクリープ強度の低下の相関を明確化する目標を

達成したことに加え、Gr.92鋼についても適用可能で同様の傾向があることを

明確化し、目標以上の成果が得られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：溶接継ぎ手のギガサイクル疲労試験法の確立、低合金鋼

におけるCrとSi濃度と腐食量との関係明確化、水素脆化について引張強度

2100MPaの破壊起点の特定を行うなど、順調に進展した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

項目別－30 

ンを活用して明

らかにし、得ら

れた組織制御

指針を母材開

発にフィードバ

ックすることに

よって更なる性

能の向上を図

る。 

特 に 、 鉄 鋼

や非鉄金属材

料において、粒

界の微視構造

や結晶粒の形

態・方位などを

高度に制御し

て強度と靱性・

延性の両立特

性を改善する

ための加工熱

処 理 技 術 を 、

温間加工プロ

セスをベースと

し て 開 発 す る

ほか、 溶接部

や異材接合界

面の接合原理

の微視スケー

ルからの解明

に基づく新たな

接合技術を開

発し、マルチマ

テリアル化によ

る構造体性能

を向上させる。

さらに、マクロ

特性評価技術

開 発 で は 、 各

種の異相界面

や不均質組織

の微視的挙動

から長時間材

質劣化機構を

⑦界面のナノスケー

ル組織-力学関係の

原理的解明では、実

用鋼又はモデル合金

の粒界近傍における

元素分布を SEM 及

び TEM を用いて定量

的に測定する手法を

検討する 

 

 

 

 

 

 

⑧Fe-C パーライト鋼

等について、フェライ

ト－セメンタイト異相

界面の整合性と塑性

変形開始挙動との関

係を、局所力学解析

を 行 い て 明 確 化 す

る。また、ナノ押し込

み試験を実施した領

域の三次元材料組

織の不均質性を計測

し、ナノ押し込み試験

に対応した数値シミ

ュレーションを行い、

理解を進める 

 

 

グリーンプロセスを

用いた高性能構造材

料の創製 

 

①3 次元造形プロセ

スにおけるスキャン

速度やエネルギー密

度、種々異種材料に

対する大気圧低温接

合法、加工熱処理に

よる組織制御法、ナ

元素濃度の測定技術におい

て、マイクロカロリメータEDS

開発や、SDDのウインドウレ

ス化等、組成分析高度化の

ための手法開発が進展し、応

用研究を開始した。純Alにお

けるΣ3粒界およびランダム

粒界のTEM内その場変形観

察を実施し、単結晶との力学

応答を比較検討した。電子線

チャネリングコントラスト法に

よって、転位などの格子欠陥

の検出、イメージングに成功

した。 

 

Fe基合金の塑性変形開始の

素過程において、元素種に依

存して変わるDBTTとエネル

ギー解放率の傾向が定性的

に一致することを明らかにし

た。押し込み試験において、

圧痕形状と加工硬化特性とを

数値シミュレーションを通して

関連付けることで、押し込み

試験から単軸引張試験相当

の局所力学特性を評価する

アプローチを開発した。また、

耐熱鋼中の金属炭化物の構

造を第一原理計算手法で解

析する手法を開発し、高温安

定相の同定を行った。 

 

 

 

 

 

３次元積層造形Ti-6Al-4V材

の針状α 組織や熱処理後

の（α +β）組織、３次元積層

造形構造体表面、鍛造熱処

理Ti合金、粉末冶金に適した

Ni-Al 二 元 系 合 金 、 ODS 合

金、新材料に適した遮熱コー

計画通りの進捗：電子顕微鏡などによる元素定量評価手法を結晶粒界等へ

展開するなど、順調に進展した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：局所力学挙動解析において鉄鋼中の塑性変形開始挙動

の力学挙動を測定，ナノ押し込み試験と数値シミュレーションを連携して局所

力学特性を評価するアプローチを開発するなど、順調に進展した。M23C6型炭

化物の高温における安定構造を第一原理計算で同定する手法の開発に加え

て、高温で安定に存在する結晶相を新たに発見した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：プロセスに対する組織変化を明らかにし、特性との相関を

得た。また機械学習による画像分析の定量化、効率化を図るなど新規手法に

よる組織解析法も進めている。 

 

 

 

 



 

項目別－31 

解 明 し 、 長 時

間クリープ、ギ

ガ サ イ ク ル 疲

労、水 素脆化

特性の定量評

価と 合わせて

マクロ特性と微

視組織の関係

を明確化する。

また、ナノスケ

ール解析技術

と計算機シミュ

レーション技術

開 発 で は 、 電

子顕微鏡と元

素分析の組合

せによる界面

構造や粒界第

二相組成の定

量解析や電子

線チャネリング

コントラスト像

によるナノ－ミ

クロのハイスル

ープットな組織

解析技術の開

発、ナノインデ

ンテーション法

の多環境計測

化、電 子顕微

鏡その場測定

技術の 開発、

マ ル チ ス ケ ー

ルのモデル化

を 実 現 す る た

めの多様な手

法 を 連 成 し た

計算手法の開

発を行う。 

 

・グリーンプロ

セ ス を 用 い た

高性能構造材

ノ析出物分散可能な

低温焼結粉末プロセ

ス、超高温材料への

アルミナイズ処理、

高強度セラミックス創

製プロセス等の様々

なプロセス条件を駆

使して得られる Ti 合

金、Ni 合金及びセラ

ミックス材料に対し、

有効プロセスパラメ

ータを変化させた際

の、それぞれの材料

の電子顕微鏡を用い

た組織観察及び界面

構造解析を行う 

 

②上記材料の引張

強度、クリープ特性、

疲労特性といった材

料の力学特性評価

や、接合、欠陥、寿

命、腐食特性といっ

た信頼性評価をより

重点的に行う 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③強度と延性、クリ

ープと疲労など、一

見相反する材料特性

に対し、両立した特

性バランスを取る組

織(粒子径、結晶粒

径、界面）構造の特

徴を明らかにしていく 

ティング材料、組成改良した

第6世代Ni基単結晶超合金、

高強度新Ti-Al合金、IrAlコー

ティング材、新規低温合成法

により作成したモノリシック

SiC材などについて組織観察

や界面構造の解析を行い、

力学、耐酸化、摩耗特性など

との相関について知見を得

た。 

 

 

 

 

 

 

 

従来比2.5倍の高い欠陥検出

能を有する渦電流探傷法、コ

ンビナトリアル酸化試験法の

開発、1200℃までの亀裂進

展挙動解析法、破壊挙動そ

の場観察法を開発した。熱間

鍛造が困難であったTiAlにつ

いて、合金設計により熱間鍛

造を可能とし、さらに高温強

度 の 大 幅 な 向 上 （ 800 ℃ で

30MPa）に成功した。既存の

湿質混合プロセスを省略し、

1800℃程度の低温かつ短時

間で高靭性・高熱伝導性を兼

備するセラミックスをSiCナノ

粒子から製造するプロセスを

開発した。 

 

プロセス条件の最適化によ

り、３次元積層造形Ti-6Al-4V

の強度900 MPa、伸び10% の

実現、鍛造熱処理によりTi合

金クリープと疲労を両立させ

る材料設計指針の確立に成

功し、それぞれの材料につい

て特性バランスを取る組織構

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：プロセスの成否を決める信頼性評価法についていくつかの

技術を確立した。これまで熱間鍛造が困難であったTiAlの熱間鍛造性を改善

し、かつ従来材では強度が低下する800℃においても強度低下を引き起こさ

ない合金開発、従来よりも低温短時間で高靭性・高熱伝導性を有するセラミッ

クス製造プロセスの開発等、計画以上の進捗があった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：組織と特性の評価を続けることにより、特性バランスのとれ

た材料創製への組織制御技術を確立していく。 

 

 

 

 

 

 



 

項目別－32 

料の創製 

地球環境負荷

低減の観点か

ら 、 火 力 発 電

や航空機等に

使われる燃焼

機関の高効率

化を目的とし、

耐熱鋼、チタン

合金、ニッケル

合金、 金属間

化合物、セラミ

ックス及びその

複合材料など

を対象とする。

こ れ ら の 耐 熱

材料に対して、

３次元積層造

形等のニアネ

ットシェイプ製

造技術、システ

ムの複雑化に

対応するため

の異種材料接

合 ・ 剥 離 技 術

等のグリーンプ

ロ セ ス を 開 発

するとともに、

これらのプロセ

ス で 製 造 さ れ

た部材の評価

技術を確立す

る。また、プロ

セス最適化の

ための組織・特

性予測モデル

を構築し、それ

を 駆 使 し て 高

性能構造材料

の基盤技術の

確立を目指す

とともに、火力

発電や航空機

 

 

[[拠点としての取組] 

シーズ育成研究 

金属からセ ラミック

ス、複合材料までの

多様な構造材料シー

ズ創製と評価手法の

高度化やハイスルー

プットな材料設計手

法と効率的な材料プ

ロセス開発、さらには

疲労や水素脆化など

構造材料を劣化させ

信頼性に深刻な影響

を与える現象の解明

を行う 

 

拠点型外部資金のマ

ネジメント 

 戦略的イノベーショ

ン 創 造 プ ロ グ ラ ム

（SIP） 

①革新的プロセスを

用いた航空機エンジ

ン用耐熱材料創製技

術開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②インフラ構造材料

研究拠点の構築と効

率的維持管理技術

の開発 

 

造の特徴を明らかにした。 

 

 

「塗装欠陥部の腐食状況の

高精度検出技術」、「水素雰

囲気中でのTi合金の延性低

下」、「セラミックス基複合材

料の1400℃における水蒸気

曝露試験技術」及び「高分子

系複合材料の繊維-樹脂界

面の化学-力学特性の相関

関係解明」等、多様な構造材

料の創製及び評価に関する

基礎的な研究を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1500t鍛造シミュレータを用い

てNi合金(718、720)、Ti17合

金を種々の条件で鍛造し、熱

処理した試料について組織

観察を行い、特徴的な組織因

子を抽出した。さらに組織観

察場所と同位置で取得した試

験片を用いて引張試験を行

い、組織因子と引張特性を結

びつけることにより、引張特

性を組織因子から予測する

構成式を構築し、鍛造条件か

ら組織、特性予測が可能な計

算ツールの構築に貢献した。 

 

塩害による鉄筋コンクリート

構造物の劣化に及ぼす異形

鉄筋表面の酸化膜（ミル・ス

ケール）の影響を、開発した

高酸素腐食促進試験法とナノ

 

 

 

計画通りの進捗：多様な構造材料に対する各種の試験技術開発等に数多く

の成果が得られている。これらの基礎的な研究成果を将来のプロジェクト研

究提案等に繋げるための組織的な検討を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：左記の研究成果だけではなく、参加機関の連携や取りまと

め、鍛造シミュレータの運用体制と安全対策の構築など、プロジェクト推進の

ためのマネジメントについても大きく貢献した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：企業との共同研究などによる開発技術の実装に向けた活

動を加速するとともに、SIP終了後のクラスターの後継として、会費制のパート

ナーシップでの活動継続を計る。 

 

 



 

項目別－33 

ジェットエンジ

ン等高温機器

の高効率化を

実現する環境

低負荷社会の

ための高性能

材料を創製す

る。  

特 に 、 加 工

性の悪い耐熱

材料に対する

３次元微粒子

積層による部

材 造 形プ ロセ

スの高度 化と

非破壊分析に

よる信頼性評

価 技 術 の 確

立、金属、セラ

ミックス、高分

子など異種材

料の新たな接

合技術、バイオ

ミメティクスに

よる可逆性グリ

ーンインテグレ

ーション技術を

確 立 す る 。 ま

た、これらのプ

ロセスにより得

られた組織変

化と組織に基

づく特性をデー

タベース化し、

組織形成及び

特性（強度、ク

リープ、耐酸化

性）を予測し、

低コスト・短時

間 ・ 高 効 率 に

材料創製を行

う た め の 材 料

理論設計ツー

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

構造材料試験プラッ

トフォーム 

①長期的・継続的な

取り組みが不可欠な

クリープ試験等の構

造材料の特性評価

試 験 を 着 実 に 実 施

し、構造材料データ

シートを発行する等、

研究者、技術者が必

要とする材料情報を

積極的に発信する 

 

そ の 知 見 を 国 際 規

格・基準提案に反映

させる等、構造材料

研究の国際的な発展

に貢献する 

 

鉄鋼 MOP 

①モデル材を用いた

系統的な測定を開始

し、その結果を用い

て定量精度を向上さ

せる手法を検討する 

 

 

 

 

組織解析により明らかにし

た。コンクリート内部環境のセ

ンシング技術開発、腐食環境

センサーの富山湾の港湾設

備への試験実装などTOPAS

インフラ構造材料クラスター

参画機関との協働により、現

場での実証試験を推進した。

クラスターセミナー、サマース

クールなどの人材育成活動を

行うとともにセメント解析研究

会においてセメント化学にお

ける解析技術適用の可能性

について検討した。 

 

 

各種構造材料の材料特性試

験を系統的かつ着実に実施

して、構造材料データシート

（クリープ1冊、疲労1冊、腐食

2冊、宇宙関連材料強度１冊）

を発行した。 

 

 

 

 

 

ASME規格委員会において、

NIMS発案の「領域分割解析

法」を用いて評価したGr.91鋼

の50万時間材料強度基準値

が承認された。 

 

 

電子顕微鏡での組成定量分

析の手法を検討し、モデル材

の測定を開始した。マイクロカ

ロリメータEDS-STEMについ

ては、モデル材で粒界偏析の

測定と定量下限値の評価を

実施した。SDD-EDSについて

は、定量手法としてζ 因子

法の適用を検討した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：長期的・継続的な取り組みを確実にするため、人員体制等

を計画的に補強する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：特性評価試験に基づく知見を国内外の規格・基準に反映さ

せる活動は着実に進捗している。 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：電子顕微鏡で主に２通りの組成定量分析手法の開発を進

めており、着実に進捗している。 

 

 

 

 

 

 

 



 

項目別－34 

ル（デザインイ

ンテグレーショ

ン技術）を構築

する。グリーン

プ ロ セ ス の 最

適化とデザイン

インテグレーシ

ョンにより、耐

熱チタン合金、

TiAl、耐熱鋼、

ニ ッ ケ ル 基 超

合金を、歩留ま

り良く、低い投

入エネルギー

で創製し、かつ

従来の材料よ

り 高 い 特 性 を

発現させる。さ

らに、最外層へ

耐 摩 耗 性 ･ 高

潤滑性や耐酸

化性を付与す

るコーティング

等、表 面構造

制御プロセスを

確 立 し 、 最 適

化すること（プ

ロセスセレクシ

ョン）によって、

求 め ら れる 機

能 が よ り 高 温

で発現するよう

な材料を創出

する。 

 

シー ズ育成

研究として、鉄

鋼材料 、非鉄

合金、ハイブリ

ッ ド 材 料 等 の

個別の材料や

微細組織解析

手法等の技術

 

②ナノインデンテーシ

ョン測定による粒界

の寄与を定量化する

ための解析法を検討

する 

 

 

 

 

得られた荷重(P)－変位(h)曲

線において、P/hの値に着目

し、hとの関係を調査すること

で、粒内と粒界の変形抵抗を

分離させる解析手法を検討し

た。また、粒界近傍の転位組

織を解析し、特定の幾何学的

関係を有する結晶粒界にお

ける転位反応モデルを考察し

た。 

 

計画通りの進捗：粒界強度を実測する手法として荷重－変位の解析方法の

開発を進めており、着実に進捗している。 



 

項目別－35 

課題を深掘りし

つつ、シーズの

探索、及び、将

来のプロジェク

ト化に向けたフ

ィジビリティ・ス

タディを行う。さ

らに、基盤的業

務として、長期

的・継続的な取

り組みが不可

欠なクリープ試

験等の構造材

料の特性評価

試験を着実に

実 施 し 、 構 造

材 料 デ ー タ シ

ートを発行する

等、研究者、技

術者が必要と

する材料情報

を積極的に発

信 す る と と も

に、その知見を

国 際 規 格 ・ 基

準提案に反映

させる等、構造

材料研究の国

際的な発展に

貢献する。 

 

公募型研究及

び 産 業 界 ・ 大

学と の連携で

は、構 造材料

研究に特化し

た最先端設備

群の整備と評

価 ・ 解 析 技 術

の高度化に取

り 組 む と と も

に 、 材 料 創 製

から評価・解析



 

項目別－36 

までを網羅でき

る機構の構造

材 料 研 究 者 ・

技術者の知識

と 経 験 を ベ ー

スに産学独連

携ネットワーク

を形成し、オー

ル ジ ャ パ ン の

研 究 拠 点 と し

て技術・情報・

知識が集まる

場を醸成する。

こ の 場を 舞 台

に、戦略的イノ

ベーション創造

プ ロ グ ラ ム

（SIP）、未来開

拓事業等のプ

ロジェクトや産

学独融合研究

を推進すること

で、産業界・大

学の研究人材

の育成に貢献

する。また、構

造 材 料 つ く ば

オープンプラザ

（TOPAS）を活

用し、社会ニー

ズを迅速かつ

的確に把握し

な が ら 、 産 学

独 ・ 異 分 野 連

携 に よ り 材 料

技術シー ズを

使える技術に

磨 き 上 げ 、 社

会実装に繋げ

る。 

 



 

項目別－37 

 

１．１．5 ナノ

材料領域に

おける研究

開発 

物質をナノメー

トルレンジのサ

イズ、形状に制

御することによ

り 先 鋭 化 さ れ

た形で現れる

機能性や反応

性を高度に制

御・変調する新

しいナノ材料創

製技術、「ナノ

アーキテクトニ

クス(ナノの建

築学)」を確立

し、経済・社会

的課題の解決

や超スマート社

会実現の鍵と

なる、エレクト

ロ ニ ク ス 、 環

境・エネルギー

技術、バイオ技

術等の革新に

繋 が る 新 材

料、デバイスの

創製を行う。具

体 的 に は 、 有

機-無機-金属

にわたる広範

な材料系にお

いて、組成、構

造、サイズ、形

状が精密制御

されたナノ物質

を 高 度 に 配

列、集積化、複

合化するととも

に、それにより

設計・構築され

た 人 工 ナ ノ 材

料、ナノシステ

ムにより、斬新

な機能の創発

 

 

 [ プロ ジ ェ クトの 目

標] 

ケミカルナノ・メソア

ーキテクトニクスによ

る機能創出  

 

①これまでに得られ

た高品質ナノマテリ

アルの合成法に関す

る成果を活用、高度

化して、Si/Ge 系ナノ

ワイヤ、酸化物及び

カルコゲン化物ナノ

シート並びに各種金

属ナノ多孔体などを

高収率合成し、触媒

機能をはじめとした

特性評価を行う 

 

 

 

②超格子構造、ヘテ

ロ界面等の高次構造

構築、制御により熱

電変換、光電変換機

能等の増強に向けた

研究に着手する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③これまで開発を進

めてきている TEM、

走査型プローブ顕微

評価軸 

○科学技術基本

計画において国

が取り組むべき課

題の解決に繋が

る成果が創出され

ているか 

○未来の産業創

造と社会変革に向

けた「超スマート

社会」の実現に繋

がる成果が創出さ

れているか 

○将来を見据えた

未知なる課題へ

の対応力を強化

するための基盤技

術が蓄積されてい

るか 

○世界最高水準

の研究開発成果

が創出されている

か 

○研究開発成果

を最大化するため

の研究開発マネジ

メントは適切に図

られているか 

 

評価指標 

・国が取り組むべ

き課題解決に資

する取組の進捗 

・未来の産業創造

と社会変革に向け

た新たな価値創

出に資する取組

の進捗 

・領域間での連携

や大学・産業界と

の連携の取組の

成果 

・理事長のリーダ

 

 

 

 

 

 

 

 

Si/Ge/Siコアダブルシェルナ

ノワイヤのボトムアップ形成・

ドーピング制御法を確立し

た。剥離プロセスの制御によ

り大型、高結晶性の遷移金属

酸化物ならびに硫化物ナノシ

ートを合成した。新規高分子

ミセルを設計し鋳型とすること

でこれまでにない非金属組成

での多孔体(Ni, Co等)の合成

を達成した。さらには自己組

織化プロセスによりユニーク

な多孔質金属（Ir）ナノシート

の合成に初めて成功した。 

 

BiSbTe系材料に酸化物ナノ

粒子を複合化し、ヘテロ界面

でのエネルギーフィルタリング

効果により、室温から450 Kの

広い温度域でZT>1を達成し

た。スピン揺らぎによる熱電

高性能化も実証した。金属/

半導体/ポリマーなどのヘテ

ロ集積・複合化を図ることに

より炭化水素への光触媒変

換活性を10倍向上させた。さ

らに酸化物ナノシートとグラフ

ェンの超格子材料を構築し、

非常に大きな容量で安定に

充放電可能であることを示し

た。 

 

TEM内に微小熱電対を設置

し、細く絞った電子線を試料

上で走査して熱投入箇所をナ

１．１．5 

補助評定：a 

（評定 a の根拠） 

・以下に示す「各評価指標等に対する自己評価」のうち、「計画以上の進捗」と

する項目では顕著な成果を得るとともに、「計画通りの進捗」とする項目では

計画の目標を達成していると認められることから、評定をａとした。 

 

＜各評価指標等に対する自己評価＞ 

計画以上の進捗：コアダブルシェルナノワイヤや多孔質金属ナノシートなどこ

れまでにない構造、形態を持つナノマテリアルを創成し、これらが興味深い特

性を示すことが明らかになりつつある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：ヘテロ界面・超格子ナノ構造を精密制御することにより、従

来を大幅に上回るエネルギー変換、貯蔵性能を実現した。本材料設計（ナノ

アーキテクトニクス）が各種機能の発現、増強に有効であることを示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：TEM/SPM その場測定システムでは、原子レベルで動的プ

ロセス中の構造-特性相関および熱特性の観察に新たに成功し、広範な物性

評価が可能なナノ解析ツールとして拡張させた。 



 

項目別－38 

を図る。ナノ材

料科学者を中

心に、物理、化

学、生体材料、

デバイス、理論

計算等 、多彩

な専門家集団

を本領域に結

集 し 、 異 分 野

間 の 連 携 ・ 融

合 を 通 じ て 、

様々な技術分

野に新展開を

も た ら す 新 規

材料技術の創

出を行う。 

 

・ケミカルナノ・

メソアーキテク

トニクスによる

機能創出 

無 機 か ら 有

機までの多様

なナノマテリア

ル を 精 密 合

成、高 次集積

化し、高度な機

能を発揮する

新材料を構築

する「ケミカル

ナノ・ メソアー

キテクトニクス」

研究を推進す

る 。 そ の た め

に 、 様 々 な 先

端的合成技術

と計算科学的

アプローチを組

み合わせて新

規ナノマテリア

ルを合成し、ナ

ノからメソレン

ジでそれらを配

鏡(SPM)をベースとし

たナノ解析技術を活

用し、ナノワイヤ、ナ

ノシートの磁性、熱物

性等の評価を行う 

 

 

 

 

 

 

 

④ナノシートや複雑

な低次元系を対象と

して計算科学・理論

解析による構造解明

と物性予測を行い、

材料開発を支援する 

 

 

 

 

 

 

 

 

システムナノアーキ

テクトニクスによる機

能開発  

 

①ナノデバイス応用

を念頭に置き、原子・

分子・量子が主役と

なるナノ現象・機能

性の抽出、原子スケ

ール薄膜制御並びに

“半導体、絶縁体、超

伝導体”ハイブリッド

化、ナノアーキテクト

ニックデバイス構築

技術の開拓と試作デ

バイス動作検証を行

う 

ーシップが発揮さ

れるマネジメント

体制の構築・運用

状況 

 

ノスケールで制御することで、

２次元の熱伝導マップを採取

することに初めて成功した。こ

れにより、熱伝導パスをナノ

スケールで解明することが可

能となった。さらにGe-Si系お

よびAlNナノワイヤを変形させ

た際に結晶構造が変化する

様子を直接観察しつつ、電気

的、機械的特性の変化を調

べた。 

 

層状ホウ炭化物Sc2B1.1C3.2に

関する理論計算により見出さ

れた、ボロンと炭素からなる

新規ナノシート候補物質につ

いて、その構造安定性と電荷

量との関係を明らかにし、電

極材料としての応用の可能

性を示した。また層状物質

GaV4S8のスピン物性を理論

的に解析し，マルチフェロイッ

ク機能が擬２次元系に固有

の新機構で発現することに加

えて、その温度・磁場特性を

明らかにした。 

 

 

 

 

トポロジカル光学材料の理論

的提唱に基づく実験検証を通

じて、蜂の巣状の構造体によ

るトポロジカル電磁伝搬、マ

イクロ波伝搬を実現した。ま

た、イオニクスを活用した意

思決定デバイス、メタマテリア

ルによる波長選択能が高い

赤外光熱変換素子、高品質

原子膜超格子集積体による

量子バレー流実証など、独創

的なナノ構造・機能とデバイ

ス構築技術の開拓、さらにデ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：第一原理計算などの理論計算手法を、２次元材料・擬２次

元材料に適用して構造を決定する因子を特定した。これを基に電極材料とし

ての適性の定量的な評価や、新規マルチフェロイック物質を発見できた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：トポロジカル光学材料の理論的提唱とその実験検証に大き

な進展があり、ナノ現象・機能性を取り出し利用するデバイス試作と検証を行

った。その成果は、Nature Commun., Sci. Adv.などの一流誌に掲載された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

項目別－39 

列・集積化・複

合化するケミカ

ルプロセスを確

立する。この技

術を基盤として

人 工 ナノ 構 造

を設計して新し

いメカニズムに

基づく機能、作

用の発現を図

り、経済・社会

的課題の解決

や超スマート社

会実現の鍵と

なる、エレクト

ロ ニ ク ス 、 環

境・エネルギー

技術に新展開

をもたらす新材

料、新 技術の

開発を行う。特

に、ナノマテリ

アル創製にお

い て は 、 剥 離

技術、コア・シ

ェル形成技術、

鋳型合成技術

な ど  MANA 

の得意技術を

適用し、組成、

構造、サイズ、

形状が高度に

制御された低

次元ナノマテリ

アル、ナノ細孔

材料を合成し、

ナノスケールに

由来する特異

な機能を先鋭

化する。次に、

これらを基本ブ

ロックとしてナ

ノ高次構造、ナ

 

 

②ナノアーキテクトニ

ックシステムの解析

に 必 要 な 多 探 針

SPM による非接触ナ

ノスケール電気伝導

特性計測手法や機

能創発の理論解析ツ

ールの本格活用を開

始する 

 

 

 

 

 

 

③ナノアーキテクトニ

ック有機分子システ

ムによる病態解析モ

デル及びバイオマー

カーの探索並びに細

胞機能を制御しうる

機能表面の開発推

進を継続する 

 

 

 

 

 

 

 

[拠点としての取組] 

新規物質・材料の探

索、ナノ物性計測、

理論計算手法の開

発等の基礎・基盤的

観点から多角的な研

究 

 

 

 

 

バイス動作検証を行った。 

 

ナノアーキテクトニックシステ

ムの解析に必要な実験およ

び理論手法の本格活用を開

始した。実験では、多探針

SPMへの分光計測機能の追

加、多探針手法を活用した原

子スイッチネットワークのダイ

ナミクス計測と連想メモリ機

能の実証を行った。理論で

は、インフォマティクス活用に

よる分子設計と合成実験によ

る検証、ナノカー（分子カー）

駆動原理の理論的検証など

を進めた。 

 

粘弾性を広範囲で制御可能

なイオン液体の細胞足場材

料としての利用とそれによる

細胞機能制御、水/パーフル

オロカーボン界面における細

胞培養メカニズムを解明し

た。また、高湿度下でも高感

度のガス検出が可能なナノメ

カニカルセンサの開発、金ナ

ノロッド複合化多孔質材料に

よるがん細胞の光熱殺傷と

細胞分化促進、薬剤内包ナノ

ファイバーによるがん抑制効

果の有意性を確認した。 

 

 

新物質・新材料・新技術など

のシーズ発掘を目指して自由

発想型研究を推進した。特異

な配位構造を持つ電極触媒

の創製、電子励起と緩和の

繰り返しにより駆動しうるモー

ター分子探索、第一原理計算

による遷移金属酸化物中の

導電チャンネル形成過程解

明など、30超のサブテーマを

 

 

計画通りの進捗：実験ならびに理論の両面から創発機能を検出する手法と技

術の開発を完了し、運用をしながら調整していく段階に至った。複雑システム

創発機能の評価、理論主導での材料創製実証で成果が出ており、順調に進

捗している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：病理解析、診断、治療のシステム化に求められる細胞‐材

料相互作用に関する基礎的研究を進め、特にイオン液体による細胞機能制

御、水/パーフルオロカーボン界面での細胞培養メカニズム解明で大きな進

展があった。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：多様な観点から真に探索的な研究が行われ、将来の発展

が期待されるシーズ的成果が複数得られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

項目別－40 

ノ 接 合 界 面 を

設計的に構築

して、ナノパー

ツ間の協奏的

相互作 用、混

成効果を誘起・

制御する新技

術を実現する。

これによりユビ

キ タ ス 元 素 で

構 成 さ れ る 高

効率熱電材料

やナノワイヤ型

トランジスタ材

料高容 量、出

力性能を両立

する新型蓄電

材 料 な ど 、 新

規電子 材料、

エネルギー材

料やデバイス

を開発する。 

 

・システムナノ

アーキテクトニ

クスによる機能

開発 

超低消費電

力の情報処理

技術、ならびに

低コストかつ効

率的なオーダ

ーメイド医療技

術 の 実 現 な

ど、新たな価値

創出のコアとな

る 科 学 と 技 術

の開拓を目的

として研究を推

進する。そのた

めに、原子・分

子・量子ナノデ

バイス開発、ナ

 

 

拠点型外部資金のマ

ネジメント 

WPI アカデミー国

際頭脳循環の加速・

拡大事業 

 

 

 

実施した。 

 

 

 

国 際 頭 脳 循 環 の 活 性 化 と

MANAの研究力強化を目的と

して、2つのMANAサテライト

（ PennState 、 Univ. 

Strasbourg）を新たに設置し

て、トップレベル研究者との連

携 を 拡 大 し た 。 ICYS-WPI-

MANA制度、海外の若手ファ

カルティ招聘ならびにMANA

若手研究者の海外派遣、第

12回MANA国際シンポジウ

ム、各種国際ワークショップな

ど の 主 催 ・ 共 催 、 E-MRS 、

AAASなど国外会議での研究

拠点紹介、MANA e-Bulletin

のワイヤード配信を通じて、

グローバルビジビリティの確

保に注力した。 

 

 

 

 

計画通りの進捗：新規MANAサテライトの設置により国際連携の充実度が大

幅にアップした。また、招聘・派遣プログラムによる研究成果・論文成果の創

出、シンポジウム、ワークショップ、アウトリーチによるグローバルな認知度確

保にも積極的に取り組み、頭脳循環機能の強化を進めた。 

 



 

項目別－41 

ノアーキテクト

ニック次世代デ

バイス開発、ナ

ノアーキテクト

ニック・システ

ムの機能創発

の解析、ナノア

ーキテクトニッ

ク・ ライフシス

テ ムの開拓を

行う。物理学、

化学、生物学、

工学、 医学分

野に渡る幅広

い分野の研究

者が、 目標の

達成に向けて

横断的に協力

して目 標達成

を図る。特に、

ナノデバイスで

は、単分子ダイ

オード、ナノイ

オ ニ ク ス 機 能

スイッチング、

ナノプラズモニ

ックデバイス、

室温ゼロ抵抗

デバイスなど、

従来の電子デ

バ イ ス と は 一

線 を 画 し た 原

子・分子・量子

ナノデバイスの

提 唱 と 実 証 を

進める。ナノア

ーキテクトニッ

ク次世代デバ

イスとしては、

従来の 1/100 

以下の超低消

費電力で高速

動作する原子



 

項目別－42 

膜トランジスタ

や 新 機 能 原

子・分子・量子

デバイス・シス

テ ム化技術を

開 発 す る 。 一

方、システムナ

ノアーキテクト

ニ ク ス に 欠 か

せない基盤技

術 開 発 で は 、

世界に先駆け

て多機能・高速

多探針走査プ

ローブ顕微鏡

を実現し、ナノ

アーキテクトニ

ック・システム

の創発機能を

解析する。また 

100 万原子以

上を取り扱う大

規模第一原理

計算手法を高

度化し、デバイ

ス・システムの

機能予測を実

現 す る 。 さ ら

に、ライフイノ

ベーションに資

するナノライフ

シ ス テ ム と し

て 、 世 界 標 準

のモバイル呼

気診断デバイ

スや低侵襲・副

作 用 フ リ ー の

癌治療法の確

立を目指す。 

 

シー ズ育成

研究として、ナ

ノ ス ケ ー ル に



 

項目別－43 

関係した特異

な 物 性 、 量 子

現象、 反応等

の発見、さらに

はそれらのナノ

アーキテクトニ

クスを通じたナ

ノ・メソ高次機

能の発現を目

指して、新規ナ

ノ材料探索、ナ

ノ物性計測、理

論計算手法の

開発等 、他領

域とも連携しつ

つ、基礎・基盤

的観点から多

角的な研究を

行う。 

外部連携活動

では、世界トッ

プレベル研究

拠 点 プ ロ グ ラ

ム （ WPI-

MANA）で構築

した国内外の

ナノテク研究拠

点ネットワーク

について、補助

事業終了後も

その継続に努

め、ナノテク分

野の世界的頭

脳循環ネットワ

ークの中心とし

ての機能を果

たす。また、理

論－実験融合

研究、 異分野

融 合 研 究 、

ICYS-MANA 制

度等の独自の

取り組みを通じ



 

項目別－44 

て 、 次 世 代 の

物 質 ・ 材 料 技

術創出とこれを

国際的に推進

する若手研究

者育成を行う。

さらにプロジェ

クト研究により

生 み 出 さ れ る

成 果 を 活 用 し

て、産業界との

連携構築に努

め 、 応用 展 開

や実用化をめ

ざしたナノ材料

の開発、さらに

は、ナノデバイ

ス等のさらなる

システム化・統

合化を推進す

る。 

 

 

１．１．6 先

端材料解析

技術領域に

おける研究

開発 

物 質 ・ 材 料

研究において

横断的かつ基

盤的な役割を

果たし、超スマ

ー ト 社 会 の 実

現や先進材料

のイノベーショ

ン を 加 速 す る

た め の 鍵 と な

る先端材料解

析技術の研究

開発を行う。先

進的な材料に

おいて有用な

機 能 を 担 う の

は、表 界面や

表層もしくはバ

ルク内部にお

ける特徴的な

構造、 組成の

 

 

[プロジェクトの目標] 

先進材料イノベーシ

ョンを加速する最先

端計測基盤技術の

開発 

 

①世界最先端のオペ

ランド・マルチスケー

ル計測技術の開発、

先進計測インフォマ

ティクスを展開する

横断的活動を実施す

るとともに、先端計測

を核とする国内外連

携と社会貢献を推進

するオープンイノベー

ションのための共用

化と国際標準化にお

ける主導的役割を果

評価軸 

○科学技術基本

計画において国

が取り組むべき課

題の解決に繋が

る成果が創出され

ているか 

○未来の産業創

造と社会変革に向

けた「超スマート

社会」の実現に繋

がる成果が創出さ

れているか 

○将来を見据えた

未知なる課題へ

の対応力を強化

するための基盤技

術が蓄積されてい

るか 

○世界最高水準

の研究開発成果

 

 

 

 

 

 

 

 

実用材料解析に不可欠なマ

ルチスケールでのオペランド

計測の実現と数理科学を適

用してさらに高度化する技術

開発に大きな進展があった。

ナノワイヤ搭載 TEM・小型

SEM 開発、表面水素分析、全

固体電池開発などにおいて

企業連携を進めた。ナノテク

CUPAL 等の先端計測人材育

成活動を通じた社会貢献、実

用材料開発分野における最

先端計測設備共用によるオ

１．１．６ 

補助評定：a 

（評定 a の根拠） 

以下に示す「各評価指標等に対する自己評価」のうち、「計画以上の進捗」と

する項目では顕著な成果を得るとともに、「計画通りの進捗」とする項目では

計画の目標を達成していると認められることから、評定をａとした。 

 

＜各評価指標等に対する自己評価＞ 

計画通りの進捗：最先端オペランド計測技術の要素技術開発と高度化は予

定通り進捗しており、装置性能を活かした成果が出始め、企業等との国内外

連携研究も積極的に進めている。データ科学を利用した先進計測インフォマ

ティクス技術研究も着実に進めている。公的機関としての標準化等の社会貢

献も国内外を対象にして活発に行われた。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

項目別－45 

変調、 配向や

組織、 電子状

態・スピン状態

等であり、機能

の発現機構の

根源的かつ効

率的な解明に

は、これらの構

造・特性を様々

なスケール・環

境下で的確に

把握するため

の計測解析技

術が必 須とな

る 。 本 領 域 で

は、サブ原子レ

ベルからマクロ

な 系 に い た る

マ ル チ ス ケ ー

ル計測 技術、

多様な環境場

におけるオペラ

ンド（実動環境

下）観測技術、

さらには、計算

科学との融合

による計測イン

フォマティクス

等の最先端の

材料計測解析

技術を開発し、

そ れ ら を 適 切

に組み合わせ

ることで、包括

的かつ相補的

な高度材料解

析技術を実現

する。また、機

構で開発 され

た様々な先進

材料の解析を

行い、イノベー

ションの加速に

たす 

 

 

 

 

 

 

 

②インフォマティクス

を駆使したデータ解

析融合技術や高分

解能水素顕微鏡の

開発を行い、実用材

料研究に展開する 

 

 

 

 

③世界最先端の情

報深さ定量評価技術

をベースに表層計測

情報分離のためのア

ルゴリズムを開発し、

超高速フェムト秒時

間分解計測法を実用

材料に展開する 

 

 

 

 

 

④高感度高精度電

子顕微鏡計測では、

単原子計測の高感

度化と原子数定量技

術の開発を行い、さ

らに、実働環境での

電子線位相計測法を

高度化し、実用材料

に 展 開 す る 。 固 体

NMR 計測では、測定

可能な温度範囲拡大

に 向 け た 高 温 用

が創出されている

か 

○研究開発成果

を最大化するため

の研究開発マネジ

メントは適切に図

られているか 

 

評価指標 

・国が取り組むべ

き課題解決に資

する取組の進捗 

・未来の産業創造

と社会変革に向け

た新たな価値創

出に資する取組

の進捗 

・領域間での連携

や大学・産業界と

の連携の取組の

成果 

・理事長のリーダ

ーシップが発揮さ

れるマネジメント

体制の構築・運用

状況 

 

ープンイノベーションにおいて

微細構造解析プラットフォー

ム等への参画により主導的

に推進した。先端計測技術の

国際標準化において VAMAS

や ISO 活動に積極的に参画

した。 

 

FPGA ・ 多 変 量 解 析 に よ る

KPFM測定ノイズ低減・高速・

高分解能化など、データ解析

技術の高度化と先端計測技

術の融合を推進した。高空間

分解能の走査型水素顕微鏡

を開発し、実用材料の欠陥か

らの水素沸出の観測に初め

て成功した。 

 

共鳴軟X線散乱法の位相回

復アルゴリズムを開発し、磁

気スキルミオンを実空間観察

し、世界最高性能X線顕微分

光によりGaN-HEMTの表面電

子捕獲のナノスケール定量

分析・抑制機構解明に成功し

た。超高速過渡吸収計測によ

るぺロブスカイト太陽電池の

界面正孔注入速度評価等、

計測・解析パッケージを構築

した。 

 

高感度高精度電子顕微鏡技

術と多変量解析技術を組み

合わせ、新規窒化物半導体

材料中のドーパント解析に成

功した（H30.6.21プレスリリー

ス)。NIMS独自の複合環境ホ

ルダーを触媒安定性評価に

展開(H31.2.15プレスリリース)

し、さらにGaN界面欠陥評価

や電池Si負極材料(H30.5.14

プレスリリース)に応用した。

セメント、電池材料、高分子

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：全固体電池中リチウムイオン分布や酸化クロム処理ステン

レス表面水素分布などデータ科学を駆使した顕微計測が進展した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：原子層から数十μ mまでのマルチスケール表層計測・解析

アルゴリズムを完成させるとともにエネルギーデバイス材料等を対象としたオ

ペランド計測について前倒しで着手した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：電子顕微鏡による評価技術の展開を推進した結果、本年

度はそれが新規材料開発に関する成果として論文・特許等となり、計画した

計測手法の開発以上の進展があった。材料の実用環境を再現した高温用

NMRプローブは現在プロトタイプの開発まで進んでおり、今後、改良を行いな

がら実証測定へと進める予定である。 

 

 

 

 

 

 

 



 

項目別－46 

貢献する。 

 

・先進材料イノ

ベーションを加

速する最先端

計測基盤技術

の開発 

物 質 ・ 材 料

研究において

横断的かつ基

盤的な役割を

果たし、超スマ

ー ト 社 会 の 実

現や先進材料

のイノベーショ

ン を 加 速 す る

た め の 鍵 と な

る先端材料解

析技術の研究

開発を行う。社

会ニーズに応

える先進材料

の有用な機能

を担うのは、表

界面や表層も

しくはバルク内

部における特

徴 的 な 構 造 、

組成の 変調、

配向や 組織、

電子状態・スピ

ン状態等であ

り、機能の発現

機構の根源的

かつ効率的な

解明には、これ

らの構造・特性

を 様 々 な ス ケ

ール・環境下で

的確に捉える

計測解析技術

が必要である。

そこで、本プロ

NMR プローブの開発

を行い、高分子材料

等の実用材料に展

開する 

 

 

 

 

 

 

⑤量子ビーム計測で

は、中性子回折用の

完全非磁性ハイブリ

ッドアンビルセル、オ

ペランド X 線計測技

術、レーザー非線形

光学分散定量評価

法等を開発し、さらに

パルス中性子磁気ブ

ラッグエッジイメージ

ング技術等の高度化

を行い、実用材料に

展開する 

 

 

 

 

 

 

 

[拠点としての取組] 

新規計測手法のシー

ズとなるような独創

的な計測解析手法の

開拓を推進する。特

に、第一原理計算等

の計算科学や多変

量解析等の情報科

学と大量のデータを

創出する先端イメー

ジング多元的計測の

融合を目指した研究

を重点的に推進する 

材料などの実用材料に対し

固体NMR測定を実現するた

めのフィージビリティスタディ

を実施した。その結果、セメン

トや高分子材料の微視的な

構造分布が得られた。また、

昨年度設計を行った高温用Ｎ

ＭＲプローブについて実証用

プロトタイプの開発を行った。 

 

中性子偏極実験の到達圧が

5GPaに到達（世界最高）する

とともに、集光光学系により

中性子透過率計測装置の小

型化技術に関する指針を得、

充放電中の中性子回折測定

を可能にした。深く埋もれた

界面を可視化する中性子反

射率イメージングに成功し

た。X線計測では、オペランド

計測でポリマー薄膜の「負の

熱膨張」現象を解明した。非

晶質とも結晶とも分類されな

いPd-MOFハイブリッド材料

の界面電子状態の解析法を

開発した。SiO2結晶の高圧相

と200GPaのガラスの構造を

解析した。非線形光学分光評

価ではTiNのナノサイズ効果

の解析に成功した。 

 

バイモーダルAFM技術によっ

て二次電池用コンポジット電

極における力学特性の分布

をナノスケールで非破壊的に

マッピングする技術を開発す

るともに、走査型X線光電子

顕微鏡によって充放電時にお

ける全固体電池の活物質電

極の反応分布をマッピングす

る技術を開発した。また、電

子顕微鏡等における高速デ

ータ検出系を開発した。これ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：中性子偏極実験では、磁性体・マルチフェロイクス物質に

応用可能であることを示した。中性子反射率イメージングを世界で初めて達

成した。X線計測では金属ナノ粒子やハイブリット材料等のX線構造評価（電

子状態を含む）に新たな解析指針を与えた。非線形光学分散分光評価では

ナノ光学材料への汎用性を実証した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：放射光走査型光電子顕微分光装置の新たな集光光学系、

二次電池の動作中計測可能なオペランドセル、高速信号検出電顕、単原子

層電極触媒構造観察のための偏光全反射蛍光配置 X 線分光法など、データ

科学と融合した新規計測手法のシーズ技術の開発が進展した。 
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ジェクトでは、

サブ原子レベ

ルからマクロな

系 に い た る マ

ルチスケール

計測技 術、多

様な環境場に

おけるオペラン

ド （ 実 動 環 境

下）観測技術、

さらには、計算

科学との融合

による計測イン

フォマティクス

等の最先端計

測技術を開発

し、それらを適

切に組み合わ

せることで、包

括的かつ相補

的な高度材料

解析技術を実

現する。 

特 に 、 最 表

面敏感計測と

して複 合極限

場における分

解能 1meV 以

下の電子状態

計測、1% 超の

制御歪場計測

等を開発する

ほか、 表層化

学 状 態 ・ 電 子

状態に関する

高ダイナミック

レンジ（単原子

量～数十マイ

ク ロ メ ート ル）

の計測情報分

離技術を確立

し 、 一 桁 以 上

の高速化と自

らの技術開発により、フォー

スあるいは電子エネルギーの

スペクトラムマップの大量デ

ータの取得と解析を可能にし

た。 
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動化を実現す

る 。 先 端 電 子

顕微鏡計測と

して、元素ポテ

ンシャルを単原

子レベルで識

別 で き る 低 損

傷定量計測技

術、独 自試料

ホ ル ダ ー シ ス

テ ム に よ る そ

の場物性計測

技術等を開発

するとともに、

強磁場 NMR・

物性の計測可

能領域（温度、

周波数、磁場、

感度、分解能）

を拡大し、計測

可能種を年間

１件以上の割

合 で 拡 大 、 非

晶質物質局所

構 造 を 年 間 １

件以上の割合

で解明する。 

さらに、パル

ス及び定常偏

極中性 子、小

型中性子等に

よ る 低 温 か ら

高 温 （ 2-1600 

K）、高圧（0-10 

GPa）下の非破

壊高精度オペ

ランド計測法を

確立するととも

に、X 線自由電

子レーザーや

放射光源を用

いてフェムト～

サブミリ秒レベ
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ルの時間分解

能の原子レベ

ル の 電 荷 分

布、埋もれた薄

膜や多層膜の

ナ ノ 構造 や 物

性変化の計測

技術を確立す

る。さらに、開

発 し た 技 術 を

先進材料研究

に応用し、材料

イノベーション

の効率最大化

に資する。 

 

シー ズ育成

研究として、新

規計測手法の

シーズとなるよ

う な 独 創 的 な

計測解析手法

の開拓を推進

する。特に、第

一原理計算等

の計算科学や

多変量解析等

の情報科学と

大量のデータ

を創出する先

端イメージング

多元的計測の

融 合 を 目 指 し

た研究を重点

的 に 推 進 す

る。その中で得

られた重要計

測シーズをコア

基 盤 技 術 化

し、メインの技

術に取り入れ

ていくことによ

り、研究開発効
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率の最大化を

図る。 

公募型研究及

び 産 業 界 ・ 大

学と の連携で

は、先 端計測

解析分野にお

けるハブ機能

の高度化を図

る 。 具 体 的 に

は、先 端計測

のプラットフォ

ームを中心に、

高度な研究者

や技術者人材

の育成 、先端

計測の国際標

準化、 産学独

連携と異分野

融合を促進す

る。また、産業

界における技

術的課題に先

端材料計測か

ら の 解決 策 を

与 え る と と も

に、コア技術の

社会実装を進

めるため、公募

型研究による

オープンイノベ

ーション研究を

推進する。さら

に、物質・材料

の研究開発に

関する拠点形

成事業の活動

に先端計測技

術 と し て 積 極

的に参画し、材

料イノベーショ

ンの加速に寄

与 す る と と も
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に 、 最 先 端 材

料計測分野の

国内外の研究

者 ・ 高 度 技 術

者の育成にも

貢献する。 

 

 

１．１．7 情

報統合型物

質・材料研究

領域におけ

る研究開発 

物 質 ・ 材 料 分

野 に お け る 膨

大 な デ ー タ 群

に 、 最 先 端 の

データ科学・情

報科学の手法

を組み合わせ

ることで、物質・

材料の研究開

発を飛躍的に

加速させる新し

い研究手法で

ある「情報統合

型物質・材料研

究（マテリアル

ズ・ インフォマ

ティクス）」を推

進する。データ

ベースの充実

や シ ス テ ム の

整備・強化によ

り、より使いや

すいデータベー

ス を 構 築 す る

一 方 、 最 先 端

の物質・材料科

学、情報科学、

デ ー タ 科 学 等

の多様な手法

や ツ ー ル を 駆

使した「情報統

合型の開発シ

ステム」をプラ

ットフォーム化

し、産業界の課

題・ニーズに対

 

 

 

 [事業の目標] 

統合型材料開発シス

テムの構築を目指し

た事業推進 

 

①マテリアルズ・イン

フォマティクス及びマ

テリアルズインテグレ

ーション技術の研究

開発を実施する。具

体 的 に は 、 Mi2i や

SIP-MI 等の受託事

業を活用し，他機関

や産業界、数理科学

を始めとした異分野

専門家と連携し、機

構内の材料専門家を

本領域へと誘導し、

統合型材料開発シス

テムの実現に必要な

研 究 基 盤 を 構築 す

る。 

 

②NIMS 内高分子研

究者と連携した新材

料開発を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

評価軸 

○科学技術基本

計画において国

が取り組むべき課

題の解決に繋が

る成果が創出され

ているか 

○未来の産業創

造と社会変革に向

けた「超スマート

社会」の実現に繋

がる成果が創出さ

れているか 

○将来を見据えた

未知なる課題へ

の対応力を強化

するための基盤技

術が蓄積されてい

るか 

○世界最高水準

の研究開発成果

が創出されている

か 

○研究開発成果

を最大化するため

の研究開発マネジ

メントは適切に図

られているか 

 

評価指標 

・国が取り組むべ

き課題解決に資

する取組の進捗 

・未来の産業創造

と社会変革に向け

た新たな価値創

 

 

 

 

 

 

 

 

SIP第２期「統合型材料開発

システムによるマテリアル革

命」においてNIMSを代表機関

とする研究開発提案が採択さ

れ、先端構造材料・プロセス

に対応した逆問題マテリアル

ズインテグレーション基盤構

築に向けた研究開発を開始

した。MI2Iは順調に事業推進

を行い、データ活用研究を推

進する3つの本務グループを

新設・移設するなど研究基盤

の構築を進めた。新設グルー

プからはリチウムイオン電池

電解質の探索にスパースモ

デリングを活用するなどの成

果が得られている。 

 

データ駆動型研究手法を材

料研究に展開すること目指

し、NIMS内の高分子研究者

によるデータ集積と、機械学

習による材料設計条件の提

案を行った。アクリル系接着

剤に関して、少数の実験値か

ら次に行うべき実験条件を機

械的に予測し、それを実験す

ることで高い接着能力を持つ

１．１．７ 

補助評定：b 

（評定 b の根拠） 

・中長期目標等における所期の目標を達成していると認められるため、評定

をbとした。 

 

 

＜各評価指標等に対する自己評価＞ 

計画通りの進捗：（1）SIP-MIの大型プロジェクトを立ち上げ、統合型材料開発

システムの構築に向けた足場を確保でき、（2）データ活用研究を推進する本

務3グループが新設・移設されるなど、当該研究分野の推進体制は整えら

れ、成果も出始めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：NIMS内の高分子研究者によるデータ蓄積とMaDIS研究者

によるMI実施の連携体制が構築できている。「実験→予測・提案→実験」の

サイクルが一部動き始めており、順調に重点分野研究を推進している。 
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す る 有 効 な 解

決策を短期間

で開発・提供す

る 仕 組 み を 構

築 す る 。 さ ら

に、この仕組み

を広範囲の物

質・材料系へ展

開することで、

我が国の物質・

材料研究を加

速させる。 

具体的には、こ

れまで構築して

きた物質・材料

データベース”

MatNavi ” を 拡

充 す る と と も

に、有料公開シ

ス テ ム を 整 備

し、「情報統合

型物質・材料研

究」のデータプ

ラットフォーム

の基幹とする。

さらに、研究現

場で日々創出

さ れ る 材 料 デ

ータを効率的に

データベースに

取 込 み 、 材 料

研究のニーズ

に 合 っ た 形 で

提供する「デー

タ収集・管理・

提供技術」を開

発することによ

り、材料データ

プラットフォー

ム構築の効率

化 と 持 続 化 を

推 進 す る 。 ま

た、シーズ育成

 

 

 

 

 

③高速計測と大量デ

ータ取得・解析・処理

を 目 指 し た 計 測 技

術・計測インフォマテ

ィクス解析技術の研

究開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

[拠点としての取組] 

シーズ育成研究によ

る材料特性予測及び

新材料設計のための

新しいアプローチと

手法の探索 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

MI2I の受託研究 

 

 

 

 

 

 

 

 

出に資する取組

の進捗 

・領域間での連携

や大学・産業界と

の連携の取組の

成果 

・理事長のリーダ

ーシップが発揮さ

れるマネジメント

体制の構築・運用

状況 

組合せを多数見つける事に

成功した。実験とデータ科学

が融合した新材料開発手法

構築の第一歩を進めた。 

 

電子顕微鏡や放射光による

顕微計測による高速計測を

実現するため、超高速二次元

検出器などの装置整備を行

い、高速タイコグラフィ計測な

どの先端計測手法を構築し

た。また、スパースモデリング

や機械学習などの先端インフ

ォマティクス技術を活用した

解析手法を開発した。これに

より従来の解析手法よりも数

十倍程度高速に計測・解析で

きることを示した。 

 

 

メタデータ収集の検討ならび

にXPSスペクトルのスパース

モデリングのアルゴリズム開

発、ZrO2/(Ta/Nb)Ox-Al2O3積

層膜の仕事関数計測精度の

機械学習による飛躍的な向

上、スモールデータセットから

機械学習で市販最強材と同

等以上の力学特性を持つ接

着剤の組成・施工条件を短工

程で最適化することに成功す

るなど、機械学習による材料

研究を進展させた。 

 

ＪＳＴイノベーションハブ構築

支援事業における研究開発

においては、高分子データベ

ースPolyInfoを用いた機械学

習による高熱伝導性ポリマー

構造の予測と実験的検証、

無 機 材 料 デ ー タ ベ ー ス

AtomWorkAdvを用いた圧力

誘起超伝導材料予測と実験

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：先端的な計測装置の整備が予定通り進んでいる。解析手

法についても論文発表を行った。今後、他の手法へも展開していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：データ科学を活用した新しい材料研究、データ活用技術の

開発に向けて、着実に研究を進めてきた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：マテリアルズ・インフォティクスを実際の物質創生で実証でき

た点は、当初のねらい通りである。 
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研究として、材

料プロセス、構

造、特性、パフ

ォーマンスの関

係を、データ科

学の手法によ

り見出し、材料

特性予測及び

新材料設計の

ための新しいア

プローチと手法

を探索する。こ

れまでの物理、

化 学 、 材 料 科

学理論、及び、

実 験 で 得 ら れ

た知見を、情報

科学、データ科

学 の 技術 と 融

合することで、

材料分野に適

合する情報処

理手法を開発

し、材料の研究

開発の加速に

寄与する。 

公募型研究及

び産業界・大学

との連携では、

イノベーション

ハブ創出事業

「情報統合型物

質・材料開発イ

ニ シ ア テ ィ ブ

(Mi2i)」を中心に

活動を行う。物

質・材料科学、

計 算 科 学 、 デ

ータ科学の３分

野を中心とする

産学独のトップ

研究者が集結・

融 合 す る ハ ブ

 

 

 

 

 

SIP-MI の受託研究 

 

的検証など、マテリアルズ・イ

ンフォマティクス手法の有効

性を実際のものづくりで示し

た。 

 

第1期において、材料科学、

計算科学、データ科学を融合

し、プロセス、組織、特性、性

能の連関を予測するマテリア

ルズインテグレーション（MI）

システム1.0を実現した。実装

した予測モジュールは162、ワ

ークフローは101に上り、世界

をリードする成果である。第２

期SIP-MIでは逆問題、及び、

合金粉末プロセス・CFRPへ

対応する取り組みを開始し

た。 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：特に、世界に先駆けて、マテリアルズインテグレーションシ

ステムを完成させた点が重要な成果と考える。今後は、当該システムに関し

て論文等でアピールしていく必要があると考える。 
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拠点を構築し、

その中で「情報

統合型物質・材

料科学技術」の

確立・実証を進

める。また、デ

ータベースの高

機能化、新しい

手法の開発・蓄

積・普及、それ

ら に 関 わ る 人

材 育 成 等 に も

組 織 的 に 取 り

組む。また、本

手 法 を 駆 使 し

て、社会的に波

及効果の高い

環境エネルギ

ー関連分野の

「 蓄 電 池 材

料」 、「 磁性材

料」 、「 伝熱制

御材料」におけ

る具体的課題

の解決に貢献

す る 。 さ ら に

は 、 人 工 知 能

の基礎技術等

を取り込みなが

ら、データプラ

ットフォームの

機能の向上を

進 め 、 広 範 囲

の物質・材料系

へ展開すること

で 、 情 報 統 合

型新物質・材料

探 索 シ ス テ ム

のパッケージ化

へと繋げる。 

 

４．その他参考情報 
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特になし 
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Ⅰ．研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－２ 

Ⅰ－３ 

研究成果の情報発信及び活用促進 

中核的機関としての活動 

 

２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H28 年度 H29 年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 

 

 H28 年度 H29 年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 

 

記 者 会 見

＆ 記 者 説

明会（回） 

 7 8 7   予算額（千円） 8,855,497 9,526,728 6,096,453   

メールマガ

ジ ン 発 行

（回） 

 24 31 33   決算額（千円） 4,392,328 7,644,901 9,064,653   

YouTube

ビ デ オ 公

開数（本） 

 23 24 15   経常費用（千円） 4,565,021 5,551,567 6,215,527   

NIMS 

NOW 発

行回数 1) 

 12 12 12   経常利益（千円） 212,399 86,595 166,380   

視察・見学

者（人） 

 7,896 6,054 7,896   行政サービス実施

コスト（千円） 

3,423,382 4,409,484 4,800,909   

取 材 対 応

（回） 

 175 166 175   従事人員数 7) 

 

63 

（158） 

70 

（183） 

71 

（197） 
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公 式 HP
ア ク セ ス

数 

（ ト ッ プ ペ

ージ）（回） 

 1,113,995 1,370,664 731,457   

 

      

 

YouTube

登 録 者 数

（人） 

 22,334 46,575 85,061   

 

      

 

Web 版

NIMS 
NOW 

ア ク セ ス

数(回) 

 159,659 215,430 290,913   

 

      

 
プ レ ス 発

表(件) 

 54 59 49   
 

      

 

物質・材料

研 究 分 野

の 論 文 被

引用数（国

内順位） 

1 1 1 1   

 

      

 
査 読 付 き

論文数 2) 

毎年平均

1,200 

1,225 

(1,225) 

1,216 

(1,221) 

1,289 

(1,243) 

  
 

      

 
レビュー論

文数 2) 

毎年平均

40 

52 

(52) 

35 

(44) 

73 

(53) 

  
 

      

 
国 際 学 会

講演数 

 1,366 1,394 1,140   
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実 施 許 諾

契約数（継

続を含む） 

約 903) 113 113 137   
 

      

 
外 国 特 許

出願数 

約 1003) 98 94 137   
 

      

 

特 許 実 施

料収入（千

円） 

 613,660 522,792 429,426   

 

      

 
共 用 施 設

利用料 

5%増 3)4) 128%増 37%増 35%増   
 

      

 

研究施設・

設 備 の 共

用件数 

 466 482 433   

 

      

 

若 手 研 究

者 の 受 入

数（人） 

3503) 472 592 683   

 

      

 

研 究 者 の

派 遣 数

（人）5) 

 257 265 242   

 

      

 

機 関 間

MOU の締

結 機 関 数

6) 

52 23 24    

 

      

 
民 間 企 業

か ら の 共

800 程度 1,117 1,100 1,808   
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同 研 究 費

等 の 資 金

獲得額（百

万円） 

1) NIMS NOW International を含む 

2) カッコ内は毎年平均 

3) 目標値は毎年度平均 

4) 過去 3 年の平均が基準 

5) 機構在外研究員派遣制度による研究者派遣＋クロスアポイントメントによる研究者派遣＋講師派遣数 

6) H29 より、機関間 MOU の棚卸しとカウント方法の見直しを実施。実効性のある MOU と国際連携大学院協定の数を記載 

7) 定年制職員数，括弧内は任期制職員数 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、評価軸、指標、業務実績に係る自己評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 評価軸、指標 業務実績 自己評価 

 ２．研究成果

の情報発信

及び活用促

進 

 

３．中核的機

関としての活

動物質・材料

科 学 技 術に

関 す る 基 礎

研究及び基

盤的研究開

発 

 

    評定 Ａ 

（評定Ａの根拠） 

・以下に示すとおり、国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照ら

し、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案

した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大

化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められ

るため、評定を A とした。 

 

 

２．研究成果

の情報発信

及び活用促

進 

得られた研究

成果を新たな

価値創造に結

びつけるため、

成果の社会に

おける認知度

を高め、社会

還元に繋げて

いく。また、産

学官連携によ

る研究情報の

蓄積・発信体

制の強化を図

り、我が国にお

ける研究情報

の好循環と戦

略的な社会実

装を促す。 

 

    

 ２．１ 広報・

アウトリーチ

活動及び情

報発信 
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 ２．１．１ 広

報・アウトリ

ーチ活動の

推進 

前中長期目標

期間中の活動

で訴求力の大

きさが確認でき

た「広報ビジュ

アル化戦略」を

よ り 一 層 展 開

する。具体的に

は 、 難 解 な 物

質 ・ 材 料 研 究

分野の研究成

果等について、

国民目線で親

しみやすく、興

味 を 持 ち や す

いビジュアル素

材 （ 科 学 映 像

の動画配信や

ビ ジ ュ ア ル 系

Web サイト等）

を主軸として効

果的に 訴求し

ていくとともに、

取り組みの効

果を把握し、機

構の活動や研

究成果等に対

する認知度の

向上に繋がっ

ているか等の

視点から幅広く

国民各層の理

解 が 得 ら れ る

ような活動に繋

げていく。こうし

た広報ツール

を 豊 富 に 取 り

揃 え 、 研 究 者

一人一人が物

質 ・ 材 料 科 学

技術のインター

プリターとして

双方向コミュニ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①広報ビジュアル

化戦略の更なる充

実 

 

評価軸 

○社会に向けて、

物質・材料研究や

機構の活動、研究

成果等をわかりや

すく説明し、理解

を得ていく取組を

積極的に推進して

いるか 

 

評価指標 

・機構の活動や研

究成果に対する理

解・認知度の向上

を図る取組等の成

果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開始以来一貫して想定以上

の高い成果をあげている「広

報ビジュアル化戦略」を、一

層強化発展させ、多様な手法

２．１．１ 

補助評定：s 

（評定 s の根拠） 

「ビジュアル化戦略」の核である映像配信による高い訴求力をはじ
め、改革をおこなった一般公開およびＮＩＭＳ WEEK、２つのイベントで
共に過去最多の集客、Web 版広報誌が２年間で２倍増のダウンロード
数、見学者数の６年連続記録更新など、あらゆる指標で想定を大きく
上回り、定量的な数値として記録づくしの成果をあげている。またこれ
らの発展は対前年比の一過性のものではなく、前中期計画から続く変
化であり、当機構の広報活動はかつてと比べ劇的な変貌を遂げたと言
える。 

この取り組みが生んだ高い広報効果の結果、当機構の広報コンテ
ンツは大学をはじめとした全国の教育機関から提供を求められている
ほか、他機関から広報担当者が視察に訪れたり、大学や他機関で当
機構の広報戦略を学ぶ勉強会が多数開催されるなど、当機構の活動
は多くの機関から学ぶ対象として注目を集めるまでになっている。 

当機構の広報活動の特徴として、２つの柱を設けていることがある。
１つは研究成果の発信という 『短期的目線での広報』。もう一つは、将
来の材料研究を担う人材の育成を目指す『長期的目線での広報活動』 
である。当機構には日本の材料研究の兄貴分的立場としての責務が
あると考え、ＮＩＭＳ自身の広報活動も去ることながら、日本の材料研
究全体の将来を見据えた広報活動をおこなうことを重視している。 

今年度末の３月、『その昔、ＮＩＭＳの YouTube を見始め材料研究に
興味を抱いた。この春からその道の大学に進むことになった』 という内
容の投稿が複数寄せられた。ビジュアル化戦略の一環として YouTube
「まてりある'eye」をスタートして６年、広報活動によって獲得したファン
の興味は一時的なものにとどまらず、自身の進路選択にも影響を与え
始めている。広報の取り組みが、情報を広める段階から、若者の行動
を促す段階へ移行していることが見て取れる。これは、２つめの柱であ
る『長期的目線』での目標が実現し始めたことを示す結果だと言える。 
 日本の材料研究全体の底上げを見据え、短期、長期双方を意識した
広報を目指した結果がこのように現れてきたことは特筆するに値すると
考えている。絶大な人気を誇る宇宙分野とは異なり、地味で難解な材
料分野であるために一般国民の関心を惹くことに苦戦していた状況か
ら、当機構の広報活動は短期間で劇的な変化を遂げた。 

一研究機関の域を超えた広報目標を設定し、その結果が顕著にあ
らわれていることは S 評定に相当すると考える。 
 
＜各評価指標等に対する自己評価＞ 
計画以上の進捗：「ビジュアル化戦略」の柱である「まてりある’s eye」の登録者

数は、開設６年を経て、伸びが鈍化することを見越し、昨年度の増加人数（２万

４千人）から横ばいないし鈍化を見込んでいた。しかし想定を遙かに上回る４万

人増となり、総計８万５千人となった。増加のペースは従来以上に加速してい
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ケーション活動

を行えるよう、

国民と研究現

場 と の 間 で 接

点 を 持 ち や す

い対話環境を

構築する。 

ま た 、 機 構

の研究成果等

を普及させ、広

く国民各層から

理解が得られ

るよう、多様な

媒体を組み合

わせた情報発

信 活 動 に取 り

組 む 。 具 体 的

には、広報誌、

プ レ ス 発 表 等

を 通 じ た 研 究

成果等の公開

を 始 め 、 一 般

市民を対象とし

た シ ン ポ ジ ウ

ム 、 博 覧 会 や

展示場での研

究 成 果 の 説

明、メールマガ

ジン等により、

市 民 と の 間 で

直接コミュニケ

ーション活動を

行うとともに、

機 構 の 施 設 ・

設備等を適切

な機会に公開

し、国民各層の

見学等を受け

入れる。 

さらに、科学技

術リテラシーの

向上に貢献す

るため、引き続

 

 

 

１．広報戦略の中

核である YouTube

充実 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．一般国民向け

Web 「 材 料 の チ カ

ラ」 

 

 

 

 

 

を組み合わせた立体的な広

報施策をおこなった。 

 

１ ． ６ 年 前 に 開 設 し た

YouTube「まてりある’s eye」

では、３分間で最新研究成果

や興味深い科学現象を紹介

する映像を今年度１５作品追

加、合計９５作品を公開（研

究の進展により旧作品を１９

本削除）。累計閲覧回数が１

４００万回を超え、平成２９年

度の９４８万回から約５００万

回増加した。さらに、熱心なフ

ァンの指標である登録者数は

８万５千人を超え、昨年度倍

増した４．６万人からさらに２

倍近い増加となり、過去５年

間で獲得した人数とほぼ同

等の数を昨年１年で増加させ

たことになる。どちらの数値も

主要研究機関、国立大学の

中で JAXA に次ぐ２位となっ

ている。再生回数１０００万回

超え、登録者数５万人超え

は、宇宙で圧倒的な人気を誇

る JAXA と当機構しか達成し

ておらず、しかも 1 本あたりの

再生回数、登録者数に換算

するとそれぞれ JAXA の５

倍、９倍と圧倒的な数値を誇

る。当機構のビジュアル化戦

略がいかに広く国民に支持さ

れているかがわかる。 

 

２．「材料は世界を変える力」

であるというコンセプトで開設

した一般向けのビジュアル

Web サイト「材料のチカラ」で

はピタゴラスイッチを制作す

るユーフラテスと共同制作し

た「未来の科学者たちへ」シ

リーズの新作を公開。２０日

る。さらに１本あたりの再生回数、登録者数はそれぞれ、昨年度 JAXA の４倍、

８倍だったが、さらにその差を広げ、その訴求効果はさらに高まっている。ま

た、配信している動画映像には高校、大学などから教材としてのリクエストが引

き続き寄せられ、今年度からは各地の科学館で専用の上映コーナーを設ける

動きが始まっている。企業への技術移転の際の重要なツールとしての機能も

含め、利用価値を高めている。 

またメディアへのアピールにも効果的で、今年度も科学番組「サイエンス

ZERO」や「NHK ニュースウォッチ９」といった 30 分サイズ全国放送番組に当機

構の研究者が取り上げられている。 

 こうした「ビジュアル化戦略」の訴求力の高さは、当機構が開催する各種イベ

ントで軒並み過去最高の来場者数を連続して記録するなど、他の広報施策に

も波及し大きな効果を発揮している。 

この春には、「まてりあるeye」を見始めて材料研究を志すようになり今春か

ら材料系の大学に進学した、という書き込みが複数件YouTubeに投稿されるな

ど、次世代を担う若者の進路に実際に影響を与えている事例が現れており、

「ビジュアル化戦略」の影響力を今後も高める努力を重ねていきたい。 
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き、小・中・高

等学校の理科

授業での出前

授業等を通じ

て物質・材料科

学技術に関す

る知識の普及

を積極的に進

める。これらの

アウトリーチ活

動の推進によ

り、高校生を始

めとする次世

代層への好奇

心を喚起し、ひ

いては我が国

全体としての将

来有望な科学

技術人材の確

保に貢献する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②多様な媒体を組

み合わせた情報発

信活動に取り組む 

 

１．広報誌やパンフ

レットなど紙媒体発

信 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．発表イベント開

催による大規模発

信 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

間での再生回数が２０万回を

突破するなど、引き続き人気

のコンテンツとなっており、こ

のシリーズを書籍化し DVD ブ

ックとして販売、全国の小中

学校に無償配付することをめ

ざし今年度、新プロジェクトを

開始した。 

 

 

 

 

 

１．上記の映像配信のほか、

広報誌 NIMS NOW を６回、日

本語版３７００部、英語版３０

００部発行。現中長期計画で

組織された新拠点の重点施

策をシリーズで紹介している

ほか、元素周期表１５０周年

を記念した特集号を「ビジュ

アル化戦略」の一環として制

作。一般市民や教育関係者

からの注目を浴び、Web 版へ

のアクセス数が昨年から３割

以上アップした２９万回を記

録。過去２年間で見るとアク

セス数が約２倍増を達成し

た。 

 

２．ＮＩＭＳ一般公開を過去２

年に引き続き大幅に改革。２

年間で来場者が６倍増を達

成していた昨年からさらに９０

０人以上増加し、３年連続過

去最多の４８７８人（前年３８７

１人）を集客した。３年前から

の改革により、来場者が３年

で８倍以上の増加を達成し

た。 

また、元素周期表１００周年

にちなみ、愛媛県総合科学

博物館と共同で『元素特別

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：国民への直接情報発信である一般公開では来場者数が過

去２年で既に６倍増の集客を果たしており、今年度は同程度を想定してい

た。。しかし、昨年に比べさらに９００人増の４８７８人となった。３年連続で過去

最多となる来場者数を達成し、改革前に600人程度だった集客を３年間で８倍

以上に増加させたことになる。これは他の全ての機関でも例のない特筆すべき

実績である。 

一般公開に続き改革をおこなったNIMS WEEKでも昨年度比で約２倍増とな

る大幅な集客に成功。また、機構の視察、見学数数も６年連続で過去最多を

更新し続けており、広報施策のほぼすべてにわたり計画以上の定量的成果を

上げた。 
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３．メディア向け情

報発信 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．一般国民・企業

向け直接情報発信 

 

 

 

 

 

 

 

 

展』を開催。NIMS 特設ブース

を設置し NIMS 研究者を派遣

して講演・実演を多数行った

結果、期間中１２９０８人が来

場した。企業・ 学生向けに

は、昨年に引き続き、成果発

表週間 NIMSWEEK の改革を

実施。特に３日目のラボ公開

において、企業向けツアーの

充実に加えて今年新たに工

学系の大学生・大学院生向

けプログラムを新設。３日間

にわたる成果発表イベント合

計の来場者数が大幅増。昨

年に比べ約２倍の２２３１人を

集客（昨年度１２３２人）した。 

 

３．メディア向けには、機構の

研究成果をアピールするため

プレス発表を４９件実施し、報

道機関から１７８件の取材対

応を行った。その結果 NHK

「サイエンス ZERO」に２回、

BS フジ「ガリレオＸ」で３回に

わたり当機構の研究が放送

されたのを始め、ＮＨＫ「ニュ

ースウォッチ９」の新春特集と

して NIMS の次世代電池開発

が取り上げられ、新聞の特集

記事も含め全国配信枠への

露出により機構の成果を広

めた。 

 

４．国民や企業に直接情報を

届けるメールマガジンは１２

回の定期配信に加え、イベン

トとの連動などの臨時配信を

２１回おこなった。年度末のメ

ルマガ登録者は５０５３名を

数えた（昨年比１３５６名増）。

さらに全国の教育機関や企

業など個別の見学を総勢８３

９６名受け入れ、こちらは６年

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

項目別－65 

 

 

 

 

 

 

③科学技術リテラ

シーの向上に貢献

する 

連続過去最多の人数を更新

した。その他技術相談や材料

分野の素朴な質問に答える

「何でも相談」では５５件の対

応をおこなっている。 

 

上記のように、多種多様な媒

体を用い、それらを連携させ

広報活動を行うことで、立体

的な広報活動をおこなった。

その結果、イベント集客数、

映像閲覧数、各種会員登録

数など、国民が能動的に行

動を起こした結果を反映した

数値だけを見ても当機構の

発する情報を積極的に受け

ようとしていることが裏付けら

れている。また、年代的には

大人世代から高齢者はもちろ

んのこと、若年層にも幅広く

支持されていることが当機構

広報活動の大きな特徴であ

る。 

さらに昨年度の大学院生のイ

ンターン受入れに続き、今年

度は他の国立研究機関の職

員をインターンとして受け入

れ、広報技術について研修を

実施していることや、当機構

で培った広報技術をとして各

地のの大学、研究機関から

の要請に応え広報手法向上

の研修会を年間９回実施した

ほか、これまでの「ビジュアル

化戦略」を進めてきた広報室

長がクロスアポイント制度に

より他機関の広報部を兼務

し、広報改革の指揮を執るこ

とになったなど、日本の科学

広報の底上げに寄与し、科

学リテラシー向上を図る新た

な取組も行ってきた。 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：YouTube の登録者数の伸び、一般公開や NIMSWEEK で過

去最多の集客、広報誌 NIMS NOW のダウンロード数の増加など、あらゆるデ

ータから「広報ビジュアル化戦略」が高く支持され、その結果、多くの国民に対

し、材料研究の魅力と重要性を認識する機会を提供できたと考えている。 

 また、NIMS の広報施策に触れたことで、材料系の進路を選択したと表明する

学生が出てきたことは、単なる研究成果の広報や科学リテラシーの向上はもち

ろんのこと、その域を超え、次世代の人生の選択に影響を与える大きな効果を

発揮してきたと考える。 

 NIMS 広報からの直接の発信にとどまらず、今では NIMS 広報の制作物が、

教材として使われる学校を通じ、また専用の上映スペースを設けた各地の科

学館を通じ、間接的にも国民に発信されるようになっている。国民に届けられる

機会が NIMS 単独のチャンネルのみならず別機関のチャンネルも含めたものと

なり、より多くの層により多様な形態で NIMS の情報が届くようになっていること

は科学技術リテラシーの向上にとって大きな効果をあげるものと考える。 

 



 

項目別－66 

 

 ２．１．２ 研

究成果の情

報発信 

国 際 シ ン ポ ジ

ウムや研究成

果発表会を開

催 す る と と も

に 、 国 内 外 に

おける学協会

等 に お い て も

積極的に発表

する。特に、科

学的知見の国

際的な発信レ

ベルの維持・向

上 の た め 、 国

際的に注目度

の高い学術誌

等に対し、積極

的に投稿・発表

する。その際、

機構の論文訴

求 力 を 高 め 、

3.3 で取り組む

国際的なネット

ワーク 構築等

の活動を具体

的な研究成果

に結実させるこ

との 重要 性に

鑑 み 、 国 際 共

著 に よ る 論 文

発表を重視す

る。これらの結

果 と し て 、 物

質 ・ 材 料 研 究

分 野 にお ける

論文の被引用

総数につ いて

は、国内トップ

を堅持する。 

一 方 、 論 文

の多面的な価

値 を 認め る 観

点から、新しい

 

 

 

 

 

 

 

①研究成果を広く

普及させるため、国

内外における学協

会等において積極

的に発表することに

より、物質・材料分

野における論文の

被引用総数につい

て国内トップを堅持

する 

 

②査読付論文発表

数 は 毎 年 平 均 で

1,200 件程度を維持

しつつ、論文の質

の向上にも努め、レ

ビュー論文数は毎

年平均で 40 件程度

を維持する 

 

 

 

③研究成果等に対

する理解増進や利

活用の促進に取り

組む 

 

 

 

 

 

④新しい研究領域

を開拓する分野横

断的な課題への挑

戦に対しても適切

評価軸 

○機構の研究成

果等に対する理解

が増進し、利活用

が促進されている

か 

 

評価指標 

・機構の研究成果

の普及を図るため

の理解増進や利

活用のための取

組の成果等 

 

 

 

 

 

 

 

クラリベイトアナリティクス社

提 供 の デ ー タ （ InCites 

Essential Science Indicators）

より、物質・材料研究分野

（Materials science）における

論文の被引用数及びトップ1%

論文数において、国内トップ

を堅持している。 

 

 

 

査読付き論文数は1,289 報

で、平成29年の1,216報から

若干増加しており、目標値を

上回った。レビュー論文数は

単年度では73報とほぼ倍増

し、毎年平均では53報となり

目標値を上回った。国際学会

における講演数は1,140件で

あり、平成29年の1,394件か

ら大幅に減少した。 

 

機 構 研 究 者 総 覧 サ ー ビ ス

「SAMURAI」は年間約97万ペ

ージビューを記録（前年比5．

5％増）、全体の14．5％が携

帯機器からの利用。前年度

から引き続き国際化およびモ

バイル対応による高い訴求

性を維持している。 

 

機構研究者の自由発想型研

究の支援と、研究課題の提

案力の強化を図ることを目的

とした「戦略的外部研究資金

２．１．２ 

補助評定：b 

（評定 b の根拠） 

・中長期目標等における所期の目標を達成していると認められるため、評定を

b とした。 

 

＜各評価指標等に対する自己評価＞ 

計画通りの進捗： 論文の被引用数の分野別ランキングで国内トップを堅持し

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 査読付き論文数，レビュー論文数のいずれも目標値を上回

った。国際学会講演数の大幅な減少の主な理由は、平成 30 年 6 月に施行し

た海外研究集会等への参加に慎重な判断を求める規程の影響と思われ、過

度の抑制とならないよう運用する。 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 研究者総覧の「SAMURAI」は安定的にサービスされてお

り、アクセス数を伸ばしている。材料科学デジタルライブラリーのセキュリティ強

化を行ったことは安全なサービスを維持するという点において評価できる。 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗： 機構研究者の自由発想型研究の推進、提案力強化のた

めの支援、及び挑戦的な研究課題の確保などをおこなうための機構内競争的

資金制度の新設により、柔軟かつ幅広い支援体制を構築している。 



 

項目別－67 

研究領域を開

拓する分野横

断的な課題へ

の挑戦 に対し

て も 適 切 に 評

価 す る 。 査 読

付論文発表数

は、機構全体と

し て 毎 年 平 均

で 1,100 件程度

を維持する。ま

た、多くの研究

者 が 創 出 し て

きた材料開発

等 にお ける 分

野毎の研究成

果を精査し、評

価 ・ 解 析 を 行

い、現在までの

知見をまとめる

とともに、今後

目指すべき研

究方向を示唆

する論文（レビ

ュ ー 論 文 ） 数

は、機構全体と

し て 毎 年 平 均

で 40 件程度を

維持する。 

こ れ ら の 研 究

成果は、機関リ

ポジトリ（NIMS 

eSciDoc デジタ

ル ラ イ ブ ラ リ

ー）に蓄積し、

適切な閲覧設

定

（ open/close ）

のもと公開する

ことで、我が国

全体のオープ

ンサイエンスに

向けた積極的

に評価する 

 

獲 得 支 援 制 度 （ 55 課 題 採

択）」を新設した。また、新た

にセンサ・アクチュエータ研究

開発センターを創設し、当該

センターにおける研究テーマ

の補完や、挑戦的な研究課

題を確保するための機構内

競争的資金制度「革新的セン

サ・アクチュエータ研究 研究

課題NIMS内公募（12課題採

択）」を実施した。これらによ

り、所属に捉われず様々な分

野の研究者の協働と、新しい

研究領域の開拓を行う研究

課題への評価を行った。 

 



 

項目別－68 

な情報発信を

展開していくと

ともに、全国の

物 質 ・ 材 料 開

発のネットワー

ク化により得ら

れた知見の集

約・提供・提案

を 行 う 機 能 の

構 築 に も 取 り

組むことなどに

より、研究成果

等に対する理

解増進や利活

用の促進に取

り組む。 

 

 ２．２ 知的

財産の活用

促進 

 

機構で創出した

研究成果の将

来的な用途展

開 を 視 野 に 入

れ 、 基 本 技 術

のみならず、周

辺 技 術 も 含 め

た形で出願・権

利 化 を 行 う な

ど、長期的な視

点 で 幅 広 い 権

利 を 確 保 す る

必要がある。ま

た、知的財産の

維持管 理にあ

っては、出願か

ら権利確保、権

利 消 滅 ま で の

期間が 極め て

長期に亘ること

から、単年度の

維持管理コスト

の多寡のみな

らず、長期的か

つ 戦 略 的な 観

点 か ら 運 用 を

 

 

 

 

 

 

 

 

①組織的かつ積極

的に技術移転に取

り組む 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価軸 

○知的財産権の

取得・管理・活用

は適切になされて

いるか 

○得られた研究成

果 が 多様 な応 用

分野に波及してい

るか 

 

評価指標 

・様々な連携スキ

ームの活用による

技術移転への取

組の成果等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技術移転に関連する３室の

連携を行うことにより、積極的

な技術移転を推進している。 

知的財産室：質の良い特許

の創出。製法発明は公開せ

ずノウハウへ。 

連携企画室：企業連携の新

規開拓、会員連携の推進。 

事業展開室：シーズニーズの

マッチング活動、一時金や実

施料率などの契約の交渉。 

これにより、H30年度の実施

契約(継続含む)件数は137件

(新規契約：33件)となり、 

目標値(毎年度平均で90件程

度)を大きく上回ることができ

た。 

 

２．２ 

補助評定：a 

（評定ａの根拠） 

・以下に示す「各評価指標等に対する自己評価」のうち、「計画以上の進捗」と

する項目では顕著な成果を得るとともに、「計画通りの進捗」とする項目では計

画の目標を達成していると認められることから、評定をａとした。 

 

＜各評価指標等に対する自己評価＞ 

計画以上の実績： シーズニーズのマッチングの場において、特許のみなら

ず、ノウハウの活用も視野に入れて行っていることから、目標値を上回ることが

できた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

項目別－69 

行 う 必 要 が あ

る。 

以 上 の 観点 を

踏 ま え 、 機 構

は、1.1 の基礎

研究及び基盤

的研究開発に

おいて得られた

研 究 成 果 を 多

様な応用分野

に波及させてい

くための優れた

知 的 財 産 を 創

出 す る と と も

に、権利化を図

り、3.4 のような

様 々 な 連 携 ス

キームを活用し

て 組 織 的 かつ

積極的に技術

移 転 に 取 り 組

む。技術移転に

あっては、効果

的に社会への

還 元 を 行 う べ

く、個別の技術

動向や市場規

模・ニーズ等を

考慮し、将来の

実施料収入に

繋がるような質

の高い実施許

諾を行うことと

し、新規・継続

を 合 わ せ た 実

施許諾契約総

数 は 、 毎 年 度

平均で 90 件程

度を維持する。 

企業連携を実

施するに当た

り、機構と相手

企業が相互に

②企業連携を実施

するに当たり柔軟

に対応する 

 

 

 

 

 

 

 

③外国特許は、特

許性や市場性等を

考慮しつつ、必要と

認められるものを

厳選して 100 件程

度を目途に外国出

願を行う 

 

企業との連携による共有特

許においては、第三者実施

許諾を自由とすることが 

原則となっているが、技術分

野、市場、連携スキームによ

り独占実施権の付与や、 

独占実施を検討する優先交

渉権(期間)を与えるなど、柔

軟な対応を行っている。 

 

発明者からの希望、外部連

携部門からの推薦をもとに、

知的財産権委員会にお 

いて、特許性、市場性を考慮

の上、外国出願を決定してい

る。これにより、平成30年度

外国出願件数は137件(毎年

度平均で110件)となり、目標

値(毎年度平均で100件程度

を維持)を大きく上回ることが

できた。 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 機構に不利にならないよう留意しつつ、共有特許の柔軟な

対応を行っており、特に、第三者実施許諾を自由とする原則の運用の結果、技

術移転の実施が促進され、実施許諾件数が基準値を上回る水準を維持できて

いる。 

 

 

 

 

 

 

計画以上の実績：費用対効果を意識しつつ、また、将来性を念頭に置いた選

定を行った結果である。したがって、外国特許に関しては技術移転の可能性の

高い粒選りの特許が揃ってきている。 

 



 

項目別－70 

メリットを追求

可能な特許の

取り扱いができ

るよう、技術分

野や市場の状

況、様々な連携

スキーム等に

応じて柔軟に対

応する。さら

に、重要な技術

については、共

有特許を第三

者への実施許

諾自由とするこ

とにより、機構

主導の下で特

許ポートフォリ

オ（機構が出

願・保有する特

許網）の構築を

進める。 

実用化される製

品は日本市場

のみならず、世

界市場での販

売が想定される

ため、外国特許

を 積 極 的 に 出

願することとし、

毎年度平均で

100 件程度の外

国出願を行う。

なお、外国特許

は出願費用及

びそ の後の維

持管理費用が

高 額 で あ る た

め 、 特 許 性 や

市 場 性 等 を 考

慮しつつ、必要

と認められるも

のを厳選して行

うなど、常に費



 

項目別－71 

用 対 効 果 を 意

識 し て 対 応 す

る。 

 

 ３．中核的機

関としての活

動 

     

 ３．１ 施設

及び設備の

共用 

我 が 国 の 物

質 ・ 材 料 科 学

技術全般の水

準向上に貢献

するため、産学

独の幅広い研

究コミュニティ

に対し 一般の

機関では導入

が難 しい先端

的な研究施設

及び設備を広く

共用するととも

に 、 共 用 設 備

等 を 有 す る 研

究機関のネット

ワークのコーデ

ィネート役（ハ

ブ 機 能 ） を 担

う 。 具 体 的 に

は 、 利 用 者 が

必 要 と す る 支

援の多様化を

図るため、共用

機関ネットワー

クを強化し、各

種の支援技術

の更なる向上

と共用機関間

での共有化を

行う。また、施

設共用の視点

 

 

 

 

 

 

 

 

①多様な支援形態

に対応可能な研究

者及び技術者の育

成やイノベーション

創出に寄与する次

世代の若手利用者

の育成に貢献する

ため、セミナーを開

催する 

 

 

 

②研究施設及び設

備の共用化の促進

を図るために、積極

的な広報活動等を

実施する 

 

 

 

③MRB（マテリアル

ズ・リサーチバンク）

において、世界最

大級の物質・材料

評価軸 

○物質・材料科学

技術に関する基礎

研究及び基盤的

研 究 開 発 を 総 合

的に行うとともに、

イノベーションを強

力に牽引する特定

国立研究開発法

人としての中核的

機能を果たしてい

るか 

○研究施設・設備

を共用するととも

に、研究機関のネ

ットワークのハブ

機能としての役割

を果たし、我が国

の物質・材料科学

技術の水準向上

に貢献しているか 

 

評価指標 

・共用設備等を有

する研究機関との

連携、支援技術の

向 上 のた め の 取

組の成果 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究者および技術者の育成

に貢献するためのセミナーに

関しては、スーパーコンピュ

ーター、材料試料作製、材料

分析、電子顕微鏡、NMR、加

速器、NIMS Open Facility等

に関する座学・技術講習から

なる技術者育成ワークショッ

プを計126回開催し、機構内

部481名、外部2,374名の計

2,855名の参加者があった。 

 

平成30年度も引き続きNIMS 

Open Facilityのパンフレットを

作成するとともに、学会、展

示会、シンポジウム等に計6

回、機構のブースを出展し、

積極的にNIMS Open Facility

の広報活動を行った。 

 

MRBにおけるデータプラットフ

ォームについて、10ペタバイト

の記憶領域、0.5PFopsの演

算能力を備えたハードウェア

３．１ 

補助評定：a 

（評定ａの根拠） 

・以下に示す「各評価指標等に対する自己評価」のうち、「計画以上の進捗」と

する項目では顕著な成果を得るとともに、「計画通りの進捗」とする項目では計

画の目標を達成していると認められることから、評定をａとした。 

 

＜各評価指標等に対する自己評価＞ 

計画通りの進捗：技術者育成ワークショップは計画通り開催されている。各ス

テーション等の個別開催の他、部門が開催したNIMS Open Facilityユーザース

クールは新規の共用設備利用者の獲得にも効果的に機能した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：学会等での広報活動の結果、NIMS Open Facilityへの問い合

わせが増えており、今後の利用者の増加に繋がる見込みである。  

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：データを創出・蓄積・利用・公開する機能を持ったプラットフォ

ームを次年度に予定されているコアシステムの構築作業を経て令和 2 年 4 月

までに実装し、所内向けにサービスを開始するための準備が計画通りに進ん

でいる。 



 

項目別－72 

のみにとどまら

ず 、 研 究 施 設

及び設備を共

用する際の多

様な支援形態

に対応可能な

研究者及び技

術者の育成や

イノベーション

創出に寄与す

る次世代の若

手利用者の育

成にも 貢献す

る。さらに、M-

Cube プログラ

ムの 1 つである

MRB（マテリア

ルズ・リサーチ

バンク）におい

て 、 世 界 最 大

級 の 物 質 ・ 材

料データプラッ

トフォームや高

品質で高い信

頼性のあるデ

ー タ 群 を 創 出

する最先端の

計測機器など

世界最高水準

の研究基盤を

構 築 す る 。 共

用に供する研

究施設及び設

備 は 、 強 磁 場

施 設 、 大 型 放

射光施設のビ

ームライン、高

性能透過電子

顕 微 鏡 施 設 、

ナノレベルでの

物 質 ・ 材 料 の

創製・加工・造

形・評価・解析

データプラットフォ

ームや高品質で高

い信頼性のあるデ

ータ群を創出する

最先端の計測機器

など世界最高水準

の研究基盤を構築

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

④共用設備等の拡

充によって外部機

関の 利用機会の

増加および利便性

の向上を図る 

 

 

 

 

 

⑤運営実態に照ら

した選定、利用実

績や得られた成果

に係る把握・分析

の実施やその結果

を踏まえた方策の

検討など、資産の

有効活用を意識し

た運用を行う 

 

 

 

⑥機構の共用設備

等の利用実績に関

わる把握及び分析

を行うため、成果報

告集を作成する 

基盤を導入した。併せて、計

測生データに半自動的にメタ

データを付与して高付加価値

化するシステム、様々な出版

社からの機械可読な論文デ

ータを共通形式に変換して検

索・ダウンロードできるシステ

ム、従来のリポジトリサービ

スを統合・刷新し、研究デー

タを公開するシステムを構築

した。さらに、平成29年度に

明確化した機能要求に基づ

き、これらのシステムを連携

させるコアシステムの基本設

計・詳細設計を完了した。 

 

共用設備等は、研究設備等

を管理するステーション長等

が選定し理事会議において

決定される。平成30年度は新

規指定21件（既指定装置2件

の新規指定装置群1件への

移行を含む）、指定解除15件

で、前年度に比べ4台拡充さ

れ、計257台となった。 

 

共用に伴う施設利用料は委

託事業および自主事業から

得ている。平成30年度の委

託事業および自主事業の合

計収入は106,640千円で、過

去3年の平均収入（78,782千

円）に比べて35％増であり、

目標値（毎年度平均で5％

増）を大きく上回った。 

 

 

 

共用設備等の利用実績等の

集計システムからのデータを

基に、機構の施設・設備の共

用化を担っている技術開発・

共用部門全体及び部門内の

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：共用設備等を拡充していくことで、設備の選択の幅が増え利

便性が向上し、外部機関からの利用の増加が期待できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：外部からのNIMS Open Facilityへの問合せ、利用件数共に

増加している。一方で、問合せに対して設備上対応できない件も増えている

為、共用設備等の選定条件を再検討しつつ、設備の更新・機能向上を積極的

に進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：共用設備等の利用実績集計システムを用いて、機構の共用

設備等の一体的な管理とオンタイムでの利用実績の共有を行っている。また、

利用報告書を1冊にまとめることで、全ての共用設備等の利用成果が容易に

把握できる。 

 



 

項目別－73 

等のための最

先端の研究設

備等であり、こ

れらの共用に

伴う施 設利用

料 は 、 毎 年 度

平均で 5％増と

することを目指

す。さらに、こ

れらの共用に

あっては、設備

の特殊性や利

用実績等の運

営実態に照ら

した選定、利用

実績や得られ

た成果に係る

把 握 ・ 分 析 の

実施やその結

果 を 踏 ま え た

方策の検討な

ど 、 常 に 資 産

の有効活用を

意 識 し た 運 用

を行う。これら

の共用の活動

を通じて、我が

国 の 物 質 ・ 材

料研究の成果

最大化に資す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦ナノテクノロジー

プラットフォームセ

ンター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧窒化ガリウム評

価基盤領域 

 

 

各ステーションの各装置それ

ぞれの稼働率、支援件数、利

用料収入、利用実績等を詳

細に把握・分析するとともに、

一昨年度、昨年度に引き続

き、統一フォームを用いて全

ステーションを統合した利用

報告書を作成した。 

 

ナノテクノロジープラットフォ

ームセンターにおいては、ナ

ノテクノロジープラットフォー

ムの37実施機関の総合窓口

として設備ポータルの利便性

向上、メルマガ等による情報

発信、学協会と連携した広報

活動を行い新規利用者の開

拓に務めた。また、19名の技

術スタッフに職能名称を付与, 

5組のグループに対して技術

スタッフ表彰を実施した。 

 

窒化ガリウム(GaN)評価基盤

領域においては、平成28年4

月28日開始で３年目の文部

科学省事業「省エネルギー社

会の実現に資する次世代半

導体研究開発」を遂行した。

主要成果として窒化ガリウム

４インチウエハ全面の「ゆが

み」をすばやく詳細に可視化

する新手法を開発するととも

に当初目標を達成した。成果

として【新聞発表】２件，【論文

発表】１０件，【学会発表】７６

件，【特許】９件であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：ナノテクノロジープラットフォームセンターにおいては、職能名

称付与制度を制定したことによって、設備の共用化に係る技術スタッフのキャ

リアパスへの貢献が期待できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：再委託機関 6 機関を含む 9 グループの評価・計測チームか

らなる横断連携の仕組みと名大、名城大拠点・領域との連携を深めた。データ

集積および共有化は、データバンク的な管理ソフトウェハ開発により進行中で

ある。 

 

 ３．２ 研究

者・技術者の

養成と資質

の向上 

我が国の物質・

材 料 研 究 を 支

え る 知 識 基 盤

の維持・発展に

貢献するため、

機構の研究者

等のみならず、

 

 

 

 

 

 

 

評価軸 

○研究者・技術者

の養成と資質の向

上により、我が国

の物質・材料研究

を支える知識基盤

 

 

 

 

 

 

 

３．２ 

補助評定：a 

（評定ａの根拠） 

・以下に示す「各評価指標等に対する自己評価」のうち、「計画以上の進捗」と

する項目では顕著な成果を得るとともに、「計画通りの進捗」とする項目では計

画の目標を達成していると認められることから、評定をａとした。 

 



 

項目別－74 

国内外の優秀

な研究者等の

養 成 と 資 質 の

向 上 に 取 り 組

む。 

具体的には、激

し い 国 際 競 争

が行われる中、

機構の研究者

を 世 界 に 通 用

する人材へと育

成するために、

定年制研究職

員の長期海外

派 遣 等 、 海 外

の研究環境に

お け る 研 鑽 や

国際的な研究

者ネットワーク

へ の 参 画 を 促

進 す る 。 併 せ

て、研究者の大

学等へのクロス

アポイントメント

の一層の推進

や講師派遣等

に より 、大 学・

大学院教育等

の充実に貢献

する。 

機構は、これま

で国際ナノアー

キテクトニクス

研 究 拠 点

（MANA）、若手

国際研究センタ

ー（ICYS）等の

運営を通じて国

際的な研究環

境を醸成すると

ともに、多様な

国のトップ大学

と連携し、国内

 

①国際的に通用す

る若手研究者の養

成に引き続き注力

する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②外国人研究者の

日本社会への適応

力を一層高める取

組等を行う 

 

 

 

 

③MGC（マテリアル

ズ・グローバルセン

ター）の新たな機能

として、日本発の概

念 で あ る

「Society5.0」を世界

に先駆けて実現す

るために、サイバー

空間（仮想空間）と

フィジカル空間（現

実社会）の融合を

図 る 「 革 新 的 セ ン

サ・アクチュエータ」

の基礎・基盤研究

の維持・発展に貢

献しているか 

 

評価指標 

・研究者・技術者

の養成、資質の向

上 の ため の取 組

の成果 

 

 

機構在外研究員派遣制度に

よる研究者派遣、研究者と技

術者を対象とした英語プレゼ

ンテーションの能力向上を目

的とした英語研修実施の他、

学生の受入れに際しては、応

募者数の増加を踏まえて審

査を厳格に実施し、より優秀

な学生の確保に努めた。ま

た、MANA・ICYSにて国際性

の高い研究環境を提供し、英

語でのセミナー発表や成果

報告等、若手研究者の研究

資質・国際感覚の向上を図っ

た。ICYS出身の定年制研究

者は材料分野の被引用数ト

ップ1％に多大な貢献をして

おり、高い能力を発揮してい

る。 

 

外国人研究者が機構での研

究活動だけでなく日本社会に

スムーズに適応するための

取組として、機構に中・長期

滞在する外国人研究者・研修

生を対象に日本語教室を3期

に分けて開催した。 

 

MGCの枠組みにおいて「セン

サ・アクチュエータ研究開発

センター」を平成30年6月に設

立し、革新的センサ・アクチュ

エータ研究開発を推進する３

領域７研究テーマ88名（併任

者を含む）の体制を構築。

NIMSがこれまでに蓄積した

センサ・アクチュエータに関す

る知見と、MGCにおける高度

人材の集約・育成という強み

を最大限に活かして、国内外

の大学・研究機関・企業と連

携の上、基礎・基盤的研究に

＜各評価指標等に対する自己評価＞ 

計画通りの進捗：研究者派遣・研修・学生受入について計画通りに進んでい

る。 ICYS についても 3 名が機構の定年制研究職に採用（うち卓越研究員 2

名）され、実質的なテニュアトラックとして機能しており、計画通りの進捗であ

る。今後は、ICYS 卒業生の国際ネットワークを活性化し、さらに多くの優秀な

研究者を集めることを目指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：平成30年度も日本語教室を継続し、日本社会への適応力を

高める取り組みを行っていく。 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：Society5.0に資する革新的成果の創出が期待できよう、セン

サ・アクチュエータに関する基礎基盤的研究から応用出口研究、革新・挑戦的

研究まで推進する体制が構築されていることは評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

項目別－75 

外の優秀な若

手 研 究 者 を 多

数 受 け 入 れ て

人材育成・頭脳

循環の両面で

貢献してきた。

国際的研究環

境下への若手

人材の受入れ

が グ ロ ー バ ル

人材の育成に

極 め て 有 効 で

あることから、

連係・連携大学

院 制 度 等 を 活

用 し て 大 学 院

生 や 研 修 生 を

はじめとした若

手研究者の受

入 れ を 積 極 的

に行い、第一線

で 活 躍 可 能 な

研究者又は技

術者として育成

す る 。 さ ら に 、

M-Cube プログ

ラムの 1 つであ

る MGC（マテリ

アルズ・グロー

バルセンター）

において、世界

トップレベルの

人材ネットワー

クを構築し、そ

れ を 呼 び 水 と

し、世界中の連

携 機 関 か ら

「人」・「モノ」・

「資金」が集ま

る 国 際 研究 拠

点を構築する。

また、本センタ

ー に 新 た な 機

を推進する研究拠

点を構築する 

 

④クロスアポイント

メント制度等を積極

的に活用しつつ、必

要に応じ広く公募し

て優秀かつ必要な

人材を発掘すること

と、各種、実習や研

修会への積極的な

参加を促し、技術

の養成と能力開発

等に取り組む 

加え、応用・出口研究や革

新・挑戦的研究を実施した。 

 

平成30年度は、クロスアポイ

ントメントによって大学等の研

究者・技術者を19名雇用し

た。定年制研究職・エンジニ

ア職の採用にあっては20件

の公募枠に対して225名の応

募者を集め、また、ICYS研究

員の採用では定員の30倍を

超える応募者を集めるなど、

優秀かつ必要な人材の確保

に努めた。またイブニングセミ

ナーでは、研究者が講師とな

り外部（主に一般の方及び企

業）向けに講義を行う経験を

通じ、高度な専門知識を平易

に説明する実践的なプレゼン

テーション力向上を図った。

大学へのクロスアポイントメン

トによる研究者派遣（6名）、

講師派遣（231件）及びナノテ

ク Cupal事業による講義・実

習を通じて外部の研究者等

の能力開発等にも貢献した。 

 

 

 

計画通りの進捗：クロスアポイントメント制度等を有効に活用、推進することに

より、優秀な人材の確保や研究者・技術者の養成に努めており、計画通りに進

んでいると評価できる。 

 

 

 

 



 

項目別－76 

能として、日本

発 の 概 念 で あ

る「 Society5.0 」

を 世 界 に 先 駆

けて実現するた

めに、サイバー

空 間 （ 仮 想 空

間）とフィジカル

空 間 （ 現 実 社

会）の融合を図

る「革新的セン

サ・アクチュエ

ータ」 の基 礎・

基 盤 研 究 を 推

進 す る 研 究 拠

点を構築する。 

具体的には、若

手 研 究 者 を 毎

年度平均で 350

名程度受け入

れる。受入期間

が 長 期 に 亘 る

連係大学院制

度 で の 受 入 に

あっては、受入

学生が機構の

研究活動への

参画を通じて自

身の専門分野

に 係 る 見 識 を

広 め 、 受 入 後

のキャリア形成

に繋がるような

研究教育指導

に取り組み、研

究者又は高度

専門職業人とし

て社会に貢献し

得 る 人 材 を 養

成する。その取

組にあっては、

大 学 等 の ア カ

デミアだけでな



 

項目別－77 

く、企業におい

て活躍できる人

材の育成という

視点も重視しつ

つ実施する。ま

た、これらの取

組が研究者又

は技術者の養

成や資質の向

上に繋がってい

る か 等 の視 点

から、受入期間

終了後の進路

状況の把握に

努めるなど、可

能な限り、取組

の 効 果 を 検 証

できるようなフ

ォローアップ活

動を行う。 

さらに、物質・

材料科学技術

の多様な研究

活動を支える上

で、高度な分

析、加工等の

専門能力を有

する技術者が

極めて重要な

役割を果たして

いることから、

機構は、技術

者の養成と能

力開発等に着

実に取り組む。 

 

 ３．３ 物質・

材料研究に

係る学術連

携の構築 

物質・材料研究

分 野 に お け る

優 秀 な 人 材 と

最先端の研究

施 設 を 備 え た

世界的研究拠

点としての強み

 

 

 

 

 

 

 

評価軸 

○学術連携の構

築により、我が国

の物質・材料研究

分野での学術的

活力を更に高める

 

 

 

 

 

 

 

３．３ 

補助評定：b 

（評定 b の根拠） 

・中長期目標等における所期の目標を達成していると認められるため、評定を

bとした。 

 

＜各評価指標等に対する自己評価＞ 



 

項目別－78 

を生かしつつ、

世界トップレベ

ル に あ る 国 内

外の学術機関・

人 材 と の 継 続

的な連携・交流

を通じて我が国

の物質・材料研

究分野での学

術 的 活 力 を 更

に高める役割を

果たすことが求

められている。 

このため、世界

各国の代表的

研 究 機 関 と の

国際連携協定

等により構築し

てきた研究ネッ

トワークや、世

界の各地域に

立 ち 上 げ た 海

外先端研究機

関 と の 国 際 連

携研究センター

の 活 動 を 更 に

充実・活用しつ

つ、国内の学術

機 関 と の 協 力

協定の締結や

研究拠点の設

置等に加え、こ

れらの機関をも

巻 き 込 む 形 で

国際連携研究

センターとして

の活動等に発

展させることに

より、機構を起

点としたグロー

バルな物質・材

料研究の連携

ネットワークを

①NIMS WEEK の学

術シンポジウム、ラ

ボ公開の企画・運

営 を 行 い 、 NIMS 

Award の選出をサ

ポート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②NIMS 連携拠点

推進制度 

 

 

 

 

 

 

 

③グローバル拠点

招聘制度 

 

 

 

④国際ワークショッ

プ助成制度、国際

会議助成制度 

 

 

⑤国際連携研究セ

ンターの活動  

 

 

 

 

 

役割を果たしてい

るか 

 

評価指標 

－ 

機 構 最 大 の 主 催 イ ベ ン ト

NIMS WEEK（１０月１５日～１

９日）の学術シンポジウムとラ

ボ公開の企画運営を担当し

た。学術シンポジウムでは磁

性・スピントロニクス材料研究

拠点の協力のもと、多くの聴

講者を集め、成功裡に実施

することができた。ラボ公開

では全拠点の協力のもと、

様々な企画を実施し、多くの

学生に参加してもらうことが

できた。NIMS Awardに関して

は、選考委員会事務局として

選考プロセスを管理しつつ公

正・透明性の確保に努めた。 

 

連携拠点推進制度に対して

全国の58大学より、145件の

応募があり、119件を採択し

た。総計、166名の教員と269

名の学生の受け入れを行っ

た。新たに旅費の他に研究

費を各グループ1件につき50

万円までサポートした。 

 

拠点形成を狙ったグローバル

拠点招聘制度に対して、11件

の応募があり、７件を採択し

した 

 

機構主催の国際ワークショッ

プ助成制度に対して、３件（1

件あたり最大50万円）の助成

を実施した。 

 

当室が中心となり、国立台湾

大学との SMART センターの

ワークショップを NIMS で開催

した。また、グローバル拠点

招聘制度を活用し学生を受

け入れる等、人材交流を活発

に実施し、日本企業を巻き込

計画以上の進捗：学生向けのラボ公開は新たな試みだったが、魅力的な企画

と積極的な広報活動を行った結果、429名の学生をNIMSに呼び込む事ができ

たのは評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：研究費をサポートすることにり、審査も基準も複雑となり、事

務処理も増えたが、室内で役割を分担し業務を滞りなく進められたことは評価

できる。 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：制度の趣旨に合致した招聘をサポートすることができた点は

評価できるが、ニーズに合わせて、制度の運用を検討する必要がある。 

 

 

 

計画通りの進捗：NIMSの研究成果発信及び当該分野の研究者間のネットワー

ク形成に貢献することができた。 

 

 

 

計画通りの進捗：定期的にワークショップを開催し、人材交流を行うことで、セ

ンター内での共同研究のテーマが増えてきている点は計画通りに進んでいる

と評価できる。 

 

 

 

 



 

項目別－79 

戦略的に構築

する。機関同士

の機関間 MOU

の締結機関数

は 、 毎 年 度 平

均で 50 機関程

度を維持する。

その際、これま

での活動状況

に 基 づ い た 協

定機関の整理・

見 直 し や 、 欧

米・オセアニア

諸国等の世界

的に一流の材

料 研 究 機 関 と

の新規交流開

拓を進める。ま

た、先進国との

連 携 に 加 え て

ASEAN、中東、

アフリカ等の新

興国との協力も

進め、優秀な研

究人材の機構

へ の 獲 得 も 含

め た 世 界 的 な

人材開発・活用

の推進を図る。 

さらに、地方大

学との連携を通

じて、地域の活

性化に貢献す

る た め 、 機 構

は 、 国 内 の

様 々 な 地 域 に

点 在 す る 研 究

人材と協働し、

地方大学が保

有 す る 技 術 シ

ー ズ を 更 に 発

展させるような

プラットフォーム

 

 

 

 

⑥機関間 MOU の

整 理 ・ 見 直 し を 行

い、新興国との協

力も進め、各国の

優秀な研究人材の

確保も含めた世界

的な人材開発・活

用の推進 

 

んだ三者間による共同研究

の推進及び研究資金の獲得

を図った。 

 

新興国を含めた諸外国との

協力も進め、各国の優秀な

研究人材の確保等の世界的

な人材開発・活用の推進を図

る。 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：実質的に協力関係のある大学や機関とのMOUのみを更新す

ることによって、学生を含めた優秀な人材の受け入れに注力する態勢を整える

ことができたことは評価できる。 

 



 

項目別－80 

（ハブ機能）とし

て の 役 割 を 担

う。 

 

 ３．４ 物質・

材料研究に

係る産業界

との連携構

築 

機構で創出した

研究成果を産

業 界 に 橋 渡 し

し、実用化に繋

げるため、機構

は産業界 との

連携構築に向

けた取り組みを

積極的に行う。 

基礎研究及び

基盤的研究開

発により蓄積さ

れ る 研 究 ポ テ

ン シ ャ ル を 基

に、産業界のニ

ーズやトレンド

等、刻々と変化

する社会状況

に柔軟かつ迅

速 に 対 応 で き

るよう、民間企

業との 共同研

究を一層推進

するとともに、

研究の特性等

に 応 じ た 多 様

な連携の仕組

みを用意し、産

業界への橋渡

し に 向 け た

様々な連携ス

キー ムを 確立

する。具体的に

は、基礎研究と

民間企業ニー

ズの融合によ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①オープンプラット

フォームを形成し新

たなセンターの設

立や既存センター

の発展に取り組む 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②MOP（マテリアル

ズ・オープンプラット

フ ォ ー ム ） に お い

て、同業多社による

水平連携型のオー

プンプラットフォー

ムを形成し、産学官

評価軸 

○研究成果を産

業界に橋渡しし、

実用化に繋げるた

め、産業界との連

携構築に向けた取

組を積極的に行っ

ているか 

 

評価指標 

・研究成果の産業

界への橋渡し、実

用化に向けた取組

の成果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

既存センターでのアカデミア

が参画する3者間連携スキー

ムの確立（1社）、NIMS研究

者が企業ニーズに直接応じ

るNIMS内公募の実施（2社）

な ど の 取 組 の ほ か 、

SoftBank、L'OREAL、IHIとの

センターを新設した。また、企

業から貸与された先端解析

装置を複数の企業及び大学

と活用することによって、公的

資金に頼らない新しい装置共

用スキームに基づく連携ラボ

をJEOL、CAMECA と設立し

た。 

 

鉄鋼MOPにおいては、鉄鋼

大手企業３社とともに「粒界

力学エフィシェンシーに基づく

材料設計」をメインテーマとし

て２つのサブテーマに取組

み、それぞれにおいて具体的

な成果と課題の明確化を達

３．４ 

補助評定：s 

（評定 s の根拠） 

企業連携センターおよび個別共同研究の新規・継続により、18.1 億円（目標値

10 億円）の資金を獲得。総収入に対する民間企業からの共同研究費割合が

主要大学と比べて約 1.5-3 倍となった。また、新規に SoftBank、L‘OREAL、IHI

と企業連携センターを設立。既存の企業連携センターにおいては、アカデミア

が参画する 3 者間連携スキームの確立や NIMS 研究者が企業ニーズに直接

応じる NIMS 内公募を実施する等、産業界との連携を加速した。さらに、最先端

装置のシェアリングサービスとして JEOL,CAMECA と連携ラボを設立する等公

的資金に頼らない新たな最先端装置の導入・運営スキームを創設した。 

 

＜各評価指標等に対する自己評価＞ 

計画以上の進捗：新規に 3 センター、２連携ラボを設立した。2019 年度は既存

センターを含め更なる発展に取組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：鉄鋼 MOP において２０１９年度は前期３年間の共同研究の

総合成果の集大成を行い、後期３年間の共同研究の内容と計画を明確にして

いく。また化学 MOP では 2019 年度も引き続き、MI を高分子に適用する手法

の開発を促進させていく。 

 

 

 



 

項目別－81 

る 未 来 を 見 据

え た 非 連 続 な

革新材料の創

出 に向 け た オ

ープンプラット

フォームを形成

するとともに、

従来からの個

別的共同研究

に加えて、世界

をリードするグ

ローバル企業

と 大 型 連 携 を

行 う 組 織 的 共

同研究を推進

するために、双

方の経営者ク

ラスが関与しト

ップダウン型で

運用する企業

連携センターな

どの連携形態

の充実を図る。

例 え ば 、 M-

Cube プログラ

ムの 1 つである

MOP（マテリア

ルズ・オープン

プラットフォー

ム）において、

同業多社によ

る水平連携型

のオープンプラ

ットフォームを

形成し、産学官

総 掛 か り で 将

来の我が国産

業力強化に資

する「基礎研究

所」機能を果た

しつつ、中長期

的な研究開発

の実施等を行

総掛かりで将来の

我が国産業力強化

に資する「基礎研究

所」機能を果たしつ

つ、中長期的な研

究開発の実施等を

行う 

 

 

③民間企業からの

共同研究費等の資

金を 10 億円程度獲

得する 

 

④産業界との意見

交換ができる場を

設け円滑な連携の

推進を行う 

 

成した。また化学MOPにおい

ては、MIを高分子に適用する

手法の開発に留まらず、MOP

参加企業4社のMaDISによる

PoLyInfo発展版開発への参

画、日本化学工業協会の他

のプロジェクトに積極的に取

組んだ。 

 

企 業 か らの 共 同研 究費 等

は、約18.1億円の収入とな

り、目標値を上回った。 

 

 

企 業 向 け イ ベ ン ト

（NIMSWEEK、各種展示会へ

の出展等）により産業界との

対話の機会を増やし、企業の

ニーズを把握することで機構

の研究者との連携を実現して

いる。また企業からの技術相

談窓口機能を充実させ、技術

移転の促進に寄与した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：目標を大きく上回ることができた。2019年度も引き続きマッチ

ング活動に力を入れていく。 

 

 

 

計画通りの進捗：機構公式ホームページ上に企業向け技術移転専用窓口を新

設し、機構へのアクセスのしやすさを向上させるとともに、これまで以上に幅広

い連携を推進していく。 

 

 



 

項目別－82 

う。また、特定

研究領域にお

いて複数の企

業 や 大 学 、 研

究機関が参画

し、広範囲な技

術移転に繋げ

る仕組みに加

え、機構がこれ

ま で す そ 野 を

広げてこなかっ

た新たな企業と

の連携構築も

視 野 に 幅 広 く

技術移転を行

うべく、企業向

けの会員制サ

ービスなどの仕

組みの更なる

発展を目指す。

これらの企業ニ

ーズにマッチし

た連携活動を

充実、発展させ

ることにより、

民間企業から

の共同研究費

等については、

毎年度平均で

8 億円程度を獲

得する。 

さらに、産業界

との意 見交換

ができる場を設

け 、 機 構 の 仕

組みを紹介す

るとともに、産

業界からの意

見や要 望をで

きる限り取り入

れ 、 円 滑 な 連

携の推進に役

立てる。 



 

項目別－83 

 

 ３．５ 物質・

材料研究に

係る分析・戦

略企画及び

情報発信 

地球規模の課

題解決等の社

会的ニーズに

応えるため、か

かる社会的ニ

ーズ、更にはそ

の背景にある

国家戦略や国

際 情 勢 を 掘 り

下げて分析し、

その結果を、外

部 と の 連 携 を

含む機構の研

究戦略の企画

やプロジェクト

の実施計画立

案に活用する。

具 体 的 に は 、

物 質 ・ 材 料 研

究の現場を有

している強みを

生かし、実際の

研究活動を通

じて得られる内

外の研究動向

の情報も併せ

て分析しつつ、

主要国の国家

戦略や国際情

勢 、 研 究 戦 略

等も俯瞰したも

の と す る 。 ま

た 、 主 要 研 究

機関の論文や

特許出願等の

成果公開情報

 

 

 

 

 

 

 

 

①物質・材料研究

の動向の把握に努

めるとともに、機構

の強みや弱み及び

ポジショニング等の

分析に取り組む 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価軸 

○機構が、物質・

材料研究に対する

社会からの要請に

応えるため、関連

する国家戦略、国

際情勢等を定常

的に把握・分析、

活用、発信してい

るか 

 

評価指標 

－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

第5期科学技術基本計画、未

来投資戦略2018、ナノテクノ

ロジー・材料科学技術研究開

発戦略、水素基本戦略など

の国家戦略を把握・分析した

うえで、革新的材料開発力強

化プログラム（M-Cubeプログ

ラム）のマテリアルズ・リサー

チバンク（MRB）の枠組みに

おいて、革新的液化水素製

造・材料技術開発研究の支

援業務を実施する体制を整

備し、桜地区の再編・研究力

強化する計画を立案。計画

実現ために必要な財源を平

成31年度予算で確保し、体制

の整備を進めた。また、マテ

リアルインフォマティクスや機

械学習の手法、および研究

動向調査のための知識基盤

構築の一環として、公知情報

（機械可読の論文XMLデー

タ）を８つの出版社・学会より

購入し、機械学習向け辞書

機能や動向可視化機能を持

つテキスト・データマイニング

プラットフォームとして構築し

た（総論文数：約138万論文、

３．５ 

補助評定：a 

（評定ａの根拠） 

・以下に示す「各評価指標等に対する自己評価」のうち、「計画以上の進捗」と

する項目では顕著な成果を得るとともに、「計画通りの進捗」とする項目では計

画の目標を達成していると認められることから、評定をａとした。 

 

＜各評価指標等に対する自己評価＞ 

計画以上の進捗：国家戦略を十分に把握分析した上での綿密な戦略企画の

立案により、新たな取組を立ちあげ、且つ十分な財源確保を実現し、その体制

整備に努めたことは非常に高く評価できる。またマテリアルインフォマティクス

MI や機械学習の手法、および研究動向把握のための知識基盤構築として、公

知情報（論文）テキスト・データマイニングプラットフォームを構築したことが高く

評価できる。来年度には材料データプラットフォーム構築によってリポジトリ

MDR との連携によるサービスの機能強化を期待する。 
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を活用して、国

内 外 にお ける

物 質 ・ 材 料 研

究の動向の把

握に努めるとと

もに、ベンチマ

ー キ ン グ を 実

施することによ

って、機構の強

みや弱み及び

ポジショニング

等の分析に取

り組む。 

さ ら に 、 物 質 ・

材料研究の中

核的機関として

の情報発信へ

の取り組みとし

て 、 上 述 の 分

析結果につい

て 適 切 な 形 で

社会へ発信す

るとともに、他

機関と の連携

や国内外の著

名な編集委員

ネットワーク等

を 通 じ た 国 際

学術誌「STAM 

(Science and 

Technology of 

Advanced 

Materials) 」 の

発行を継続し、

同誌の材料科

学分野におけ

る国内外での

立 ち 位 置 を 堅

持しつつ、情報

発信としての強

固な経営基盤

に繋げ、ブラン

ド力を持つ国際

 

 

②研究成果の普及

とグローバルな研

究コミュニティを支

えるプラットフォー

ム機能を提供する 

 

画像数：約2,470万ファイル）。 

 

研究者総覧SAMURAIの発信

機能強化（スマートフォン対

応）を行った。従来の研究者

セ ル フ ア ー カ イ ブ

（Pubman/imeji）を統合・機能

強 化 す る た め に Materials 

Data Repository(MDR)の開発

を開始、PoC実装を完了し

た。MDRは論文や画像だけ

でなく、材料科学におけるあ

らゆる形式の研究データの次

世代リポジトリである。 国際

学 術 誌 「 Science and 

Technology of Advanced 

Materials(STAM) 」 や 専 門 書

「NIMS Monographs」の編集・

刊行を実施。STAM誌はイン

パクトファクタ3.6、国際的にも

上位（78位/293誌）にランクイ

ン、年40万件の論文DL数(前

年比23%増)を達成するなど、

ス イ ス の 国 立 研 究 機 関 

Empa と共同刊行の成果によ

る企画出版も含め、着実な実

績値をだしている。 

 

 

 

計画以上の進捗：研究者総覧についてはほぼ計画通りの実績となった。セル

フアーカイブ開発においては単なる陳腐化対策にとどまらず、次世代的機能を

取り入れた開発を行っていることは高く評価できる。STAM については、材料科

学における MI の重要性を反映した体制へと移行。 
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誌への飛躍を

目指す。 

 

 ３．６ その

他の中核的

機関としての

活動 

社会的ニーズ

等への対応と

して、公的機関

からの依頼等

に応じて、機構

のポテンシャル

を活用し、事故

等調査への協

力を適切に行

う。また、民間

企 業 等 と も 連

携しつつ、機構

の研究活動か

ら 得 ら れ た 新

物 質 ・ 新 材 料

等の成果物の

標準化を目指

すとともに、新

材料の特性に

係る信頼性の

高い計測・評価

方法等につい

ての国際共同

研究を行うなど

により、国際標

準化活動に貢

献する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

①事故等調査への

協力を適切に行う 

 

 

 

 

②研究活動から得

られた成果物の標

準化を目指す 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価軸 

○公的機関からの

依頼等に応じた事

故等調査協力、物

質・材料分野の国

際標準化活動が

適切に行われてい

るか 

 

評価指標 

・事故等調査や国

際標準化活動など

の社会的ニーズ

等に対する取組の

成果等 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成30年度における調査とし

て、外部機関からの依頼によ

りサンプルの分析を行い、適

切に対応して高い評価を受

けた。 

 

経済産業省の事業において

VAMAS（新材料及び標準に

関するベルサイユプロジェク

ト）活動を活かし、「走査型プ

ローブ顕微鏡法による定量

的な材料ナノ計測に関する国

際標準化」（平成28年度～平

成30年度）および「白色LED

用セラミックス蛍光体の量子

効率測定法に関する国際標

準化」（平成28年度～平成30

年度）について、引き続き中

核的活動を実施し、国際標準

化活動に従事した。さらに、

H29年度には、「耐熱材料の

高温破壊試験法に関する国

際標準化」（平成29年度～平

成31年度）が新規に採択さ

れ、耐熱材料の高温クリープ

疲労条件下でのき裂の発生・

成長を予測するための試験

評価法の開発と国際標準化

３．６ 

補助評定：a 

（評定ａの根拠） 

・以下に示す「各評価指標等に対する自己評価」のうち、「計画以上の進捗」と

する項目では顕著な成果を得るとともに、「計画通りの進捗」とする項目では計

画の目標を達成していると認められることから、評定をａとした。 

 

＜各評価指標等に対する自己評価＞ 

計画以上の進捗：調査に係る分析依頼に対し適切に対応し、依頼元から高い

評価を受けた。 

 

 

 

 

計画通りの進捗：経済産業省の事業において VAMAS 活動を活かし、機構の

研究成果の成果物の標準化を適切に遂行している。 
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③国際標準化委員

会で成果物の一元

把握を行う 

 

 

 

 

 

④国際標準化活動

に貢献する 

 

を目指した。特に、これまで

機構職員が中心となって「曲

げ」が高温超伝導線材の臨

界電流に与える影響を調べ

る 方 法 を 提 案 し 、 VAMAS 

TWA16における国際ラウンド

ロビンテストを行い、試験手

順の妥当性を評価してきた。

引き続き、国際電気標準会

議（IEC）において、議論や修

正を重ね、最終的に国際投

票により全メンバー国の賛成

で可決され、平成30年6月に

国際規格IEC 61788-24:2018

が発行された。 

 

国際標準化委 員会を中心

に、機構内で標準化に関わる

研究者の一元的な所掌、管

理する運営を行うとともに、定

例委員会の開催頻度を増や

すことで、より一層の成果物

の一元把握に取り組んだ。 

 

機構はVAMASの日本事務局

を担い、ISO/IECの規格に向

けたプレ標準化活動を推進し

ている。特に、標準化活動の

可視化として、平成30年6月

にVAMAS JapanのHPのリニ

ューアル、平成31 年3 月に

「NIMS材料標準化活動総覧

2019」を発刊した。さらに、標

準化人材育成を目指して、平

成30年11月に第1回NIMS国

際標準化セミナーを開催し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：計画通りの進捗： JIS/ISO および VAMAS 活動に関して、一

元的な活動を実施している。 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：VAMASのスキームを活用し、国際標準化活動に貢献した。 
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４．その他参考情報 

特になし 

 

 

  



 

項目別－88 

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 

２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H28 年度 H29 年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 

 

 H28 年度 H29 年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 

 

－       予算額（千円） － － －   

       決算額（千円） － － －   

       経常費用（千円） － － －   

       経常利益（千円） － － －   

       行政サービス実施

コスト（千円） 

－ － －   

       従事人員数 － － －   

 

  



 

項目別－89 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、評価軸、指標、業務実績に係る自己評価 

 中長期目

標 

中長期計画 年度計画 評価軸、指標 業務実績 自己評価 

 Ⅱ  業 務 運

営の改善及

び効率化に

関する目標

を達成する

た め に と る

べき措置 

    評定 Ｂ 

・中長期目標等における所期の目標を達成していると認められるた

め、評定を B とした。 

 

１．組織編

成の基本方

針 

国立研究開発

法人の第一目

的である研究

開発成果の最

大化ともう一

つの運営理念

である業務運

営の効率化を

両立させるよ

うな組織編成

を行う。具体

的には、理事

長のリーダー

シップが存分

に発揮され、

かつ、最適な

経営判断が得

られるよう多

角的な視点か

ら業務運営を

支えるため、

研究不正対応

やリスク管理

を含む内部統

制を一元的に

推進する体制

を構築すると

ともに、経営

戦略機能の一

元化、採用か

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①内部統制の一元

的推進体制の構築

と、効果的かつ効率

的にマネジメント体

制を強化する 

 

 

②研究分野間の協

働、情報交換が日

常的に行われるよう

な体制を構築する  

 

 

③重点研究開発領

域の下で実施され

るプロジェクトは、専

門分野別の研究部

署を横断して研究

活動を展開できる

柔軟な体制を整備

する 

評価軸 

－ 

 

評価指標 

－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４つの部会の情報を、理事長を委員長と

した内部統制委員会で共有を図ること

で、内部統制を一元的に推進する体制

を整え、経営戦略とリスクマネジメントを

両輪とした組織運営のPDCAサイクルを

回した。 

 

全職員を対象としたNIMSセミナー（月1

回程度）を開催し、各研究拠点の詳しい

活動紹介や今後の方針などについて発

表することにより、組織間連携を伴う分

野融合研究に繋げる活動を実施した。 

 

機構の強みをさらに伸ばして国際競争

を勝ち抜いていくため、機構の7つの重

点研究分野の中で、今後の中核プロジ

ェクトに成長し得る提案について集中的

に支援する「重点分野研究推進費（10件

採択）」を新設し、新たな研究領域の開

拓を行った。 

 

１． 

補助評定：a 

（評定ａの根拠） 

・以下に示す「各評価指標等に対する自己評価」のうち、「計画以上の

進捗」とする項目では顕著な成果を得るとともに、「計画通りの進捗」と

する項目では計画の目標を達成していると認められることから、評定を

ａとした。 

 

＜各評価指標等に対する自己評価＞ 

計画通りの進捗： 内部統制の一元的推進体制と適切なマネジメント

体制の構築に取り組んでいる。 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 月 1 回程度開催の NIMS セミナーを着実に実施し

た。 

 

 

 

 

計画通りの進捗：構内の競争的資金制度である重点分野研究推進費

を実施し、研究者の所属部署に縛られず新たな研究領域の開拓や、研

究分野間の協働に取り組んでいる。 
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ら人材育成に

携わる部署の

集約化等によ

り、適切な責

任・権限の分

担の下で適

正、効果的か

つ効率的にマ

ネジメント体制

を強化する。 

④分野が異なる多

数の専門家間の組

織的連携が必要な

場合には、組織の

設置や新たな組織

横断型の研究公募

を実施するなど、柔

軟かつ機動的に対

応する。 

 

 

 

⑤組織の新設に当

たっては、既存の組

織の見直しを徹底

することとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥桜地区において

は、これまで行って

きた極限場施設とし

ての研究をあらたな

方向に発展させる 

 

MGCの目的の1つであるサイバー（仮

想）空間とフィジカル（現実社会）の融合

による「Society5.0」の実現へ向けた革

新的なセンサ・アクチュエータの基礎・基

盤研究推進には、分野の異なる組織的

連携が不可欠であるため、様々な研究

領域から専門家を集約した「センサ・アク

チュエータ研究開発センター」を平成30

年6月に新設。同センターにおける研究

テーマの補完や挑戦的な研究課題を

NIMS内で公募し、12件を採択した。 

 

機構の戦略的な研究開発体制の構築

や研究の加速を目的として、分野指定

のグループリーダー及びグループの公

募を計4回実施するとともに、組織改廃

を含めて新たに9グループを設置した。

また、グループのパフォーマンス向上を

図るため、理事によるグループリーダー

の運営状況確認を実施した。この他、研

究支援を担うグループのリーダーには

適性を審査する制度を活用して、エンジ

ニア職のグループリーダーへの内部登

用及び再任審査を実施した。 

 

第5次エネルギー基本計画（平成30年4

月策定）および、水素基本戦略（平成29

年12月）に沿う形で、理事をヘッドとした

桜地区メンバーを中心とするプロジェクト

チームを編成し、未来社会創造事業の

大規模プロジェクト型提案「未来社会に

必要な革新的水素液化技術」技術テー

マに申請を行い、採択に至った。並行し

て桜地区の研究・組織体制の見直しの

検討を行った。 

 

計画通りの進捗：分野を跨る組織間連携が不可欠な研究開発課題へ

の取り組みとして、複数の領域から専門家を集約した新組織を立ち上

げるとともに、研究テーマの補完や挑戦的研究課題を NIMS 全体で公

募する取り組みは高く評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：理事長の強力なリーダーシップの下、グループリー

ダー登用・評価を通じて、スクラップアンドビルドによる迅速且つ柔軟な

研究実施体制を構築し運用を行っている点は高く評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗： 平成 30 年度は直接経費 2.9 億円（10 年間の総額

33 億円）の外部資金を獲得したことで、桜地区の研究を新たな方向に

発展させるドライビングフォースとなることは、極めて高く評価できる。 

 

２．業務運

営の基本方

針 
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２．（１） 内

部統制の充

実・強化 

「独立行政法

人における内

部統制と評価

について」（平

成 22 年 3 月

独立行政法人

における内部

統制と評価に

関する研究会

報告書）及び

「独立行政法

人の目標の策

定に関する指

針」（平成 26

年 9 月総務大

臣決定） 等を

踏まえ、理事

長のリーダー

シ ッ プ の 下 、

中長期的な視

点での監査計

画に基づき、

監事との緊密

な 連 携 を 図

り、組織的か

つ効率的な内

部監査の着実

な実施、監査

結果の効果的

な活用などに

よ り 、 情 報 伝

達や モニ タリ

ング機能等を

充実させ、機

構業務の効果

的・効率的な

運営のための

内部統制を充

実・強化する。 

 

 

 

 

 

 

 

①PDCA サイクルに

よる検討・見直しを

進め、必要に応じて

諸規程の見直しを

行う 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②組織的かつ効率

的な内部監査を着

実に実施し、監査結

果を効率的に活用

する 

 

 

 

評価軸 

－ 

 

評価指標 

－ 

 

 

 

 

 

 

 

リスクマネジメントポリシー及びリスクマ

ネジメント規程に基づき、機構全体とし

てリスク管理を行う体制を整備しており、

平成30年度は、拠点/部門を対象とした

アンケートの結果を踏まえ、優先対応リ

スク3項目と継続的留意リスク5項目の

特定を行った。今後、これらリスクへの

対応計画を策定する等のリスクマネジメ

ント活動におけるPDCAサイクルを構築

する予定。 

また、NIMSの活動が「フェイク・カンファ

レンス」に利用されるリスク等への対策

として、研究集会及びその運営組織に

関わる場合に取るべき手続き等を定め

た「研究集会及びその運営組織に関わ

る活動に関する達」（平成30年6月26日）

を制定。また、疑わしいカンファレンスの

通報窓口を整備した。 

安全保障貿易管理については、貨物の

輸出、技術の提供等に関して、法令に

基づく該非判定や取引審査等を実施し、

適切な管理を行った。平成30年度は、外

国人を受入れる際の事前確認の様式に

ついて、安全保障上懸念のある組織の

リ 

ストの見直しを行うことにより、受入時

（入口段階）の確認を強化した。 

 

内部監査計画に基づき、着実に内部監

査を実施するとともに、監査結果につい

ては、四半期ごとに構内ＨＰに掲載し、

機構全体に注意喚起を行った。また、監

事、会計監査人、監査室との緊密な連

携を図るために三様監査連絡会を定期

的に開催し、各監査計画及び監査実施

状況について情報共有等を図っている。 

２．（１） 

補助評定：b 

（評定 b の根拠） 

・中長期目標等における所期の目標を達成していると認められるた

め、評定を b とした。 

 

＜各評価指標等に対する自己評価＞ 

計画通りの進捗：リスクの特定及び個別リスクへの対応を行うなど、リ

スクマネジメントに努めた。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 監事・会計監査人との三様監査連絡会を実施する

など、監査の実効性強化・質的向上に努めた。 
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③定期の研修や e-

Learning 等による教

育研修の充実とメー

ルマガジン発行等

による職員のコンプ

ライアンスに関する

意識醸成を図る 

 

 

 

 

④セミナーの開催

や疑似フィッシング

メール訓練実施、全

職員対象のセキュリ

ティ自己点検などを

通して、情報セキュ

リティ意識の底上げ

を図る 

 

 

⑤"CSIRT"チームメ

ンバーの教育・訓練 

 

 

 

全職員に対して、毎月一回コンプライア

ンスメールマガジンを発送し、意識の啓

蒙に努めている。また外部講師を招き、

主に研究職を対象に研究倫理に関する

研修を、日本語、英語とも１回ずつ開催

し た 。 さ ら に 全 職 員 を 対 象 と す る e-

Learningプログラム(APRIN)により、研究

／研究費不正防止の教育を行い、随

時、新規採用者等への受講指示、受講

状況の管理を行っている。 

 

ITセキュリティ研修として新任職員を対

象とした集合型研修およびe-Learningを

実施。更に全職員対象とした集合型研

修として外部講師を招いたセミナーの開

催およびサイバー攻撃対応訓練として、

標的型メール攻撃を想定した内製の訓

練を2回実施した。これらの施策により、

より一層のサイバーセキュリティ意識向

上を図った。 

 

情報通信研究機構（NICT）や情報処理

推進機構（IPA）等の外部機関が開催し

た研修/実践訓練へメンバーを参加さ

せ、対応技術力の向上を図った。また、

内部で勉強会を開催し、チームへのフィ

ードバックや最新の情報などの共有を行

った。 

 

 

計画通りの進捗：月一回のコンプライアンスメールマガジンの発送やe-

Learning等様々な手段で職員のコンプライアンスに関する意識醸成を

図った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：計画通りに進んでいる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：計画通りに進んでいる。 

 

２．（２） 機

構の業務運

営等に係る

第三者評

価・助言の

活用 

機構の業務運

営等の全般事

項について多

様な視点から

助言を受ける

ため、物質・材

料研究分野に

おける世界各

国の有識者で

構成されるア

ド バ イ ザ リ ー

ボードを開催

する。研究開

 

 

 

 

 

 

 

①前年度に開催し

た物質・材料研究分

野における世界各

国の有識者で構成

されるアドバイザリ

ーボードにより得ら

評価軸 

－ 

 

評価指標 

－ 

 

 

 

 

 

 

 

平成29年度開催の「グローバルオープ

ンイノベーション」を主なテーマとしたアド

バイザリーボードで得た助言を基に、デ

ータ科学の人材と実験を主体とする研

究者の協働など、異なる分野の人材交

流や融合を指向した研究開発を推進し

２．（２） 

補助評定：b 

（評定 b の根拠） 

・中長期目標等における所期の目標を達成していると認められるた

め、評定を b とした。 

 

＜各評価指標等に対する自己評価＞ 

計画通りの進捗：化学 MOP のスマート化試行やスマートラボラトリプロ

ジェクトなどの推進、CFSN ピアレビューの開催と得られた助言の活用

への取り組み、さらに、法人評価結果を機構の業務運営へ活用する取

り組みは評価できる。 
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発業績の総合

的評価と理事

長のマネジメ

ントを含む 業

務運営への助

言をより的確

かつ実効的に

行えるように、

ボ ー ド メ ン バ

ーの選定にお

いて十分に思

慮 す る と と も

に、その結果

を機構の業務

運営等におい

て最大限に活

用する。また、

機構のプロジ

ェ ク ト 研 究 に

ついて、第一

線の研究者等

から構成され

る外部評価委

員会による事

前・中間・事後

評価を受け、

評価結果をプ

ロジェクト研究

の設計・実施

等に適切に反

映させる。 

れた的確かつ実効

的なアドバイスを、

法人評価等と合わ

せて随時活用する 

 

ている。また、平成30年12月26日に

NIMS内外の学識経験者・産業界有識者

による「センサ・アクチュエータ研究開発

センター（CFSN）」のピアレビューを開催

し、そこで得たSociety5.0の実現へ向け

た研究開発の進め方や、官民研究開発

投資プログラム（PRISM）に係る開発計

画のあり方などの助言をCFSNの研究開

発計画へ活かすとともに、法人評価の

結果を随時機構の業務運営へ活用する

よう取り組んだ。 

 

 

２．（３） 効

果的な職員

の業務実績

評価の実施 

機構は、研究

職 、 エ ン ジ ニ

ア職、事務職

のそれぞれの

職務の特性と

多様性に十分

配慮した効果

的な職員の業

務実績評価を

実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①研究職評価にお

いては、引き続きよ

り研究者一人一人

評価軸 

－ 

 

評価指標 

－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成29年評価から導入している組織的

研究運営貢献（上長評価）の運用を更に

工夫して評価を行った。具体的には、重

２．（３） 

補助評定：a 

（評定ａの根拠） 

・以下に示す「各評価指標等に対する自己評価」のうち、「計画以上の

進捗」とする項目では顕著な成果を得るとともに、「計画通りの進捗」と

する項目では計画の目標を達成していると認められることから、評定を

ａとした。 

 

＜各評価指標等に対する自己評価＞ 

計画以上の進捗： 研究職評価について、客観評価に反映されない組

織的な研究活動等への貢献をより適切に反映して上長評価を行う仕

組みを確立し、機構の組織的ミッションへの積極的な参画促進と実態
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の力を最大限に発

揮し、物質・材料科

学技術の研究成果

最大化に繋げる評

価を行う 

 

 

 

 

 

 

②エンジニア職及び

事務職については、

目標管理評価をよ

り適正かつ客観的

に行う 

 

点項目を設定（企業連携センター、拠点

形成型等外部資金事業、MOP、DPFへ

の貢献）し評価のメリハリをつけると共

に、評価対象を拡大（高度な拠点等運営

貢献、機構内プロジェクト、支援的業務）

し、実態に即した評価を実現した。また、

一次評価者と二次評価者にそれぞれ評

価者説明会を開催し、評価者の意識合

わせを行うことで、より適切な評価を志

向した。 

 

エンジニア職及び事務職の評価は、前

年に引き続き、業務・能力・取組姿勢に

関する項目を評価した。多岐に亘る職務

内容を適正に評価するため、エンジニア

職にあっては業務の重みを意味する「ウ

ェイト」と難易度の組み合わせによる評

価を、事務職にあっては組織貢献度を

基準とする評価を、それぞれ上長との面

談、結果のフィードバック等人事評価を

より効果的に機能させるプロセスを確保

して実施した。 

 

に即した評価の両立を実現したことは、適正かつ効果的な評価を実施

していると高く評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： エンジニア職及び事務職の評価について、ウェイト

と難易度の組み合わせによる評価等多岐に亘る職務内容を適正に評

価する仕組みを効果的に実施していると評価でき、計画通りに進めら

れている。 

 

 

 

２．（４） 業

務全体での

改善及び効

率化 

     

 

２．（４）．① 

経費の合理

化・効率化 

 

機構は、管理

部門の組織の

見直し、調達

の合理化、効

率的な運営体

制の確保等に

引き続き取り

組むことによ

り、経費の合

理化・効率化

を図る。 

運営費交付金

を充当して行

う 事 業 は 、 新

規に追加され

 

 

 

 

 

 

 

①機構は、管理部

門の組織の見直し、

調達の合理化、効

率的な運営体制の

確保等に取り組む

ことにより、業務経

費及び一般管理費

の効率化を図る。 

評価軸 

－ 

 

評価指標 

－ 

 

 

 

 

 

 

 

運営費交付金事業に投下した当年度の

コスト（人件費を除く。）は、前年度から

の繰越し分を含め7,639百万円となった。

このうち、当年度からスタートさせた官民

研究開発投資拡大プログラム（PRISM）

によるコスト489百万円を除いた効率化

対象の事業経費は7,149百万円と前年

度比1.0％減少した。結果、年度平均で

２．（４）．① 

補助評定：b 

（評定 b の根拠） 

・中長期目標等における所期の目標を達成していると認められるた

め、評定を b とした。 

 

＜各評価指標等に対する自己評価＞ 

計画通りの進捗： 効率化対象の事業経費について、毎年度平均で目

標を上回る効率化が図られていることは評価できる。 

 

引き続き、事業経費全体での効率化を図る。 
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る も の 、 拡 充

分及び特殊要

因経費（本中

長期目標期間

中に整備され

る 施 設 の 維

持・ 管理に最

低限必要な経

費等）は除外

し た 上 で 、 一

般管理費（人

件費を除く。）

及び業務経費

（ 人 件 費 を 除

く。）の合計に

つ いて、毎年

度平均で前年

度比 1.23％以

上の効率化を

図る。新規に

追加されるも

の又は拡充分

は、翌年度か

ら効率化を図

る。人件費の

効率化につい

ては、次項に

基づいて取り

組む。 

 3.8％減となり、目標を達成した。 

 

【効率化の推移】 

 運営費交付金事業の効率化対

象経費 

前年

度額 

(a) 

当年

度額 

(b) 

年度

平均 

【参

考】前

年度

比

（b/a-

1） 

平

成

28

年

度 

6,722

百万

円 

5,650

百万

円 

△ 

15.9％ 

△ 

15.9％ 

平

成

29

年

度 

5,650

百万

円 

5,953

百万

円 

△ 

5.3％ 
5.4％ 

平

成

30

年

度 

7,221

百万

円 

7,149

百万

円 

△ 

3.8％ 

△ 

1.0％ 

※ 効率化の対象とする経費は、新規に

追加されるもの、拡充分及び特殊要因

経費（第4期中長期目標期間中に整備さ

れる施設の維持・管理に最低限必要な

経費等）並びに人件費を控除したもの。 

なお、当年度に効率化対象から除いた

新規・拡充事業等にかかる経費は、翌

年度には効率化対象の範囲に含まれる

ため、上表の前年度額（a）には新規・拡

充事業等にかかる経費を控除する前の

額を記載している。 
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２．（４）．②

人件費の合

理化・効率

化 

機構の役職員

の報酬・給与

につ いては、

適切な人件費

の確保に努め

ることにより優

れた研究人材

及び研究支援

人 材 を 養 成 ・

確保するべく、

「独立行政法

人改革等に関

する基本的な

方針」（平成 25

年 12 月 24 日

閣議決定）等

の政府の方針

を踏まえ、引き

続き人件費の

適 正 化 を 図

る。給与水準

につ いては、

ラ ス パ イ レ ス

指数、役員報

酬 、 給 与 規

程、俸給表及

び総人件費を

公表するととも

に、国民に対

して納得が得

ら れ る よ う 説

明する。また、

給与水準の検

証 を 行 い 、 こ

れを維持する

合理的な理由

がない場合に

は必要な措置

を講じることに

よ り 、 給 与 水

準の適正化に

取 り 組 み 、 そ

の検証結果や

 

 

 

 

 

 

 

①給与水準の適正

化に取り組み、国家

公務員と同程度の

水準を維持するとと

もに、検証結果や取

組状況を公表する 

 

評価軸 

－ 

 

評価指標 

－ 

 

 

 

 

 

 

 

ラスパイレス指数について、研究職員に

あっては国よりも高い指数となっている

（事務職：99.9 研究職103.2）が、これは

研究職員の採用者が博士課程修了者

であること等に起因する。機構の給与制

度は国家公務員に準じていることから適

正と考えられるとともに、役職員の報酬・

給与等について、その妥当性の検証等

をホームページにて公表しているとこ

ろ。 

 

２．（４）．② 

補助評定：b 

（評定 b の根拠） 

・中長期目標等における所期の目標を達成していると認められるた

め、評定を b とした。 

 

＜各評価指標等に対する自己評価＞ 
計画通りの進捗： 機構の給与制度は国家公務員に準じており、給与

水準は適正であると評価できる。 
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取り組み状況

を公表する。 

 

２．（４）．③ 

契約の適正

化 

契約について

は 、 「 独 立 行

政法人におけ

る調達等合理

化の取組の推

進 に つ い て 」

（平成 27 年 5

月 25 日総務

大臣決定） を

踏まえ、毎年

度策定する調

達等合理化計

画 に 基 づ く

PDCA サイク

ルにより公正

性・透明性を

確保しつ つ 、

研究開発等の

特性を踏まえ

た迅速かつ効

果的な調達に

も留意した上

で、自律的か

つ継続的に調

達等の合理化

に関する取り

組みを行う。 

また、県内複

数機関による

共同調達連絡

協議会を通じ

た共同調達の

拡 充 に つ い

て、参画機関

と検討を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

①「独立行政法人に

おける調達等合理

化の取組の推進に

ついて」に基づく調

達等の合理化の取

組。 

（長の資質としての

観点）、（資源配分

の観点）、（体制の

観点）、（適正性の

観点）、（適正、効果

的かつ効率的なマ

ネジメント・体制の

確保の観点、妥当

性の観点） 

 

【随意契約の適正

化に関する取組】 

平成３０年度にお

いても、引き続き競

争性のない随意契

約によらざるを得な

いとするものについ

ては、当機構契約

事務細則にある随

意契約ができる場

合の事由との整合

性やその理由等の

審査を機構内に置

評価軸 

－ 

 

評価指標 

－ 

 

 

 

 

 

 

 

契約の公正性や透明性を確保しつつ、

合理的な調達を促進するため、平成 30

年 6 月に策定した調達等合理化計画に

基づき、随意契約の適正化、一者応札・

応募の低減等の取組を通して、競争性

の向上と応札者の拡大等に努めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．（４）．② 

補助評定：b 

（評定 b の根拠） 

・中長期目標等における所期の目標を達成していると認められるた

め、評定をｂとした。 

 

＜各評価指標等に対する自己評価＞ 

計画通りの進捗 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（金額：億円） 

 

 

平成 29 年度 平成 30 年度 比較増△減 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

競争性のある

契約 

(95.7%) 

704 

(96.8%) 

72.7 

(97.6%) 

919 

(98.1%) 

97.6 

(30.5%) 

215 

(34.3%) 

24.9 

競争性のない

随意契約 

(4.3%) 

32 

(3.2%) 

2.4 

(2.4%) 

23 

(1.9%) 

1.9 

(△28.1%) 

△9 

(△20.8%) 

△0.5 

合    計 

 

(100%) 

736 

(100%) 

75.1 

(100%) 

942 

(100%) 

99.5 

(28.0%) 

206 

（32.5%） 

24.4 

注）少額随意契約を除く 
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かれた契約審査委

員 会 で 行 う と と も

に、監事及び外部

有識者によって構

成する契約監視委

員会において事後

点検を受けることと

する。 

ま た 、 特 定 国 立

研究開発法人のみ

に認められた新た

な随意契約である

「特定研発特例随

契」を導入する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【一者応札・応募の

低減に向けた取組】 

物品関係を中心

に引き続き、複数の

事業者の参入によ

る競争性の確保に

努めることとする。

また、契約過程や

契約内容の妥当性

について、監事及び

外部有識者によっ

て構成する契約監

視委員会において

事後点検を受ける

こととする。 

 

 

 

 

機構における平成 30 年度の契約状
況は、上記の表のようになっており、
契約件数は 942 件、契約金額は
99.5 億円であった。 

競 争 性 の あ る 契 約 は 919 件
（97.6％）、97.6 億円（98.1％）、競争
性のない随意契約は 23 件（2.4％）、
1.9 億円（1.9％）となっており、随意
契約については、契約審査委員会
において事前審査を行うとともに、
契約監視委員会において事後点検
を行うことにより、真にやむを得ない
ものに限定された。 
また、平成 31 年 1 月より「特定研発
特例随契」の制度を導入し、当該制
度の活用により 41 件、1.1 億円の調
達を実施した。「特定研発特例随
契」の手続きにおいては公開見積競
争を原則とし、一般競争入札の場合
よりも公告期間の短縮（40 日以上→
7 日以上）を図るなど、、調達の公平
性・透明性を確保しつつ効率化に努
めた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

機構における平成 30 年度の一者応札・

応募の状況は上表のようになっており、

1 者以下となった契約件数は 532 件

（ 71.7 ％ ） 、 契 約 金 額 は 79.5 億 円

（86.6％）である。 

平成 29 年度との比較では、競争契約全

体の件数・金額が増加する中にあって、

計画通りの進捗：競争性のない随意契約については、審査・点検体制

の効果により、真にやむを得ないもの限定することができたと評価でき

る。 

また、「特定研発特例随契」の導入により、より迅速な調達が可能とな

り、研究開発成果の早期発現等にも寄与したものと評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：特定研発特例随契や随意契約事前確認公募を有効

的に活用したことにより、一者応札・応募の契約割合を減少させたこと

は評価できる。 

 

 

 

 

（金額：億円） 

 平成 29 年度 平成 30 年度 比較増△減 

２者以上 
 件数 152 25.9％ 208 28.0％ 56 36.8% 

 金額 13.4 33.0％ 12.1 13.2％ △1.3 △9.7% 

１者以下 
 件数 434 74.1％ 534 72.0％ 100 23.0% 

 金額 27.2 67.0％ 79.6 86.8％ 52.4 192.6% 

合  計 
 件数 586 100％ 742 100％ 156 26.6% 

 金額 40.6 100％ 91.8 100％ 51.2 126.1% 

注）合計欄は、競争契約（一般競争、指名競争、企画競争、公募）を行った計数である。 
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【調達事務の合理

化等】 

他機関との共同

調達（トイレットペー

パー、PPC 用紙、蛍

光 管 ） 、 一 括 調 達

（パソコン、実験・建

物設備等維持管理

用薬品等）、インタ

ーネット調達及びオ

ープンカウンター方

式を活用して、事務

処理の効率化・調

達費用の削減に努

めることとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【調達に関するガバ

ナンスの徹底】 

（１）研究課題責任

者等が締結した契

約状況の確認等 

研究課題責任者

等が締結した契約

について不適切な

経理の発生の抑止

又は監視のため、

事務職員をもって構

成した確認チーム

一者応札・応募についても件数・金額が

増加しているが、一者応札・応募の件数

の割合は減少（74.1％→71.7％）してい

る。これは、「特定研発特例随契」や「随

意契約事前確認公募」の活用を進めた

ことによるものである。 

 

・筑波大学、茨城大学、筑波技術大学、

高エネルギー加速器研究機構、防災科

学技術研究所、宇宙航空研究開発機

構、教員研修センターの７機関とトイレッ

トペーパー、蛍光管、PPC用紙の共同調

達に取り組み、共同調達前と比較して、

総額で調達価格約 228 円→212 万円と

約 1 割弱の削減を達成。 

・平成 29 年度に引き続き、パソコン、実

験・建物設備等維持管理用薬品につい

て、一括調達に取り組み、1,545 万円の

調達を実施し、経費削減及び調達業務

の効率化に努めた。 

・文具事務用品については、インターネ

ット調達システムの活用（平成 30 年度利

用実績：264 件、578 万円）により、経費

削減及び調達業務の効率化に努めた。 

・オープンカウンター方式による見積合

わせについては、研究機器類の購入等

を中心として、257 件 3.5 億円の調達に

おいて実施し、見積案件を広く公開する

ことにより透明性、公正性の確保に努め

た。 

 

研究課題責任者等が締結した機構の業

務の財源として取り扱う全ての資金に関

する契約について、分割発注及び預け

金等の不適切な経理の発生抑止、監視

のため、モニタリングを実施した。 

また、「特定研発特例随契」導入後

は、50 万円未満の調達案件に対し、決

裁権限規程の改正により総務部門調達

室長に承認権限を付与し、全ての調達

案件の発注承認を契約担当職員が実施

することとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：多様な調達方式を活用し、コスト削減、事務処理の効

率化に努めることができたものと評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：国の「ガイドライン」を踏まえつつ、「特定研発特例随

契」を導入するための条件等の整備も図りながら、関係規程に基づくガ

バナンス徹底の措置を適切に実施したものと評価できる。 
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による見積書等の

会計書類又はデー

タの確認の他等の

モニタリングを行う

こととする。 

なお、「特定研発

特例随契」導入後

は、研究課題責任

者等が締結する契

約の承認行為を事

務担当職員が行う

こととする。 

 

（２）適正な検収の

実施  

全 て の 購 入 物

品、役務、工事にお

いて、発注者の検

査のほか、事務部

門による第三者研

修を引き続き実施

する。 

 

（３）資産等の適正

な管理及び保管状

況の確認 

 換金性が高い物

品を含む固定資産

等の管理について、

適切に実施する。 

 

（４）不祥事事等の

発生の未然防止等

の取組 

・ 研究費不正防止

に関わる規程類

に 基 づ き 、 e-

learning プログラ

ムによる全職員

を対象とした研究

費不正使用防止

教育を実施する。 

・ 調達に係る取引

文部科学省所管の研究開発８法人にお

いて連携し、研究機器等の「市場性の低

い調達物品」のうち、共通的に調達して

いる物品を対象とし、情報共有を行うこ

とにより、適正な契約額の把握に努め

た。 

 
 

 

 

 

 

 

国の「公的研究費の管理・監査のガイド

ライン（平成 26 年 2 月改正）」を踏まえ、

全ての購入物品、役務、工事において、

発注者の検査のほか、事務部門が検収

を実施することによるチェック体制につ

いて平成 30 年度も引き続き運用を行っ

た。 

 

 

 

換金性が高い物品を含む固定資産等の

管理について、固定資産等管理細則等

に基づき、適切に実施した。 

 

 

 

 

 

e-learnimg プログラムにより、全職員を

対象に研究費不正使用防止教育を行っ

ており、新規採用職員等への受講指示

や全職員の受講管理を行っている。ま

た、研究費の運営・管理に関わる全ての

職員等に対し、不正防止に関する定期

的な研修受講を義務付けた。 
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業者に対し、誓約

書 の 提 出 を 求

め 、不正防止に

努める。 

 

②文部科学省所管

の８国立研究開発

法人間における調

達実績情報の共有

に関する取組。 

 

 

 

 

 

 

「いかなる不正、不適切な行為に関与し

ないこと」等を盛り込んだ誓約書の提出

を義務付け、研究費不正防止に努め

た。 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：適正価格での契約に資するための情報共有化に取

り組むことができたと評価できる。 

 

２．（４）．④ 

保有資産の

見直し等 

保有資産につ

いては、実態

把握を継続的

に行い、資産

の利用度及び

有効活用の可

能性等の観点

に 沿 っ て 、 そ

の保有の必要

性について厳

しく検証する。 

 

 

 

 

 

 

 

①保有資産の必要

性について適宜検

証を行い、必要性

がないと認められる

資産については、適

切に処分する。 

 

評価軸 

－ 

 

評価指標 

－ 

 

 

 

 

 

 

 

・実物資産の状況 

茨城県つくば市に本部及び研究活動拠

点を有している。建物は研究本館（管理

棟、居室棟など）や研究実験棟等45棟

から構成されており、土地面積は約34万

㎡である。 

 

・保有資産の必要性 

中長期計画で位置付けた研究プロジェ

クトの推進や拠点運営業務の着実な実

施に加え、革新的材料開発力強化事業

（M-Cube）を軸とした中核的機関として

の活動を効果的に実施していくために、

現状の保有資産は今後も必要不可欠で

ある。 

 

・実態把握 

当年度は、並木地区の管理物品（17,225

点）の棚卸を実施し、適切に管理されて

いることを確認した。 

加えて、情報端末検査や建物等不動産

の減損調査を実施し、適切に保管・使用

されていることを確認した。 

 

 

２．（４）．④ 

補助評定：b 

（評定 b の根拠） 

・中長期目標等における所期の目標を達成していると認められるた

め、評定を b とした。 

 

＜各評価指標等に対する自己評価＞ 

計画通りの進捗： 機構の任務を遂行する手段としての有用性・有効

性、事業目的及び内容に照らした資産規模等が適切であると評価でき

る。 

 

 

 

 

主要な研究設備等は、毎年減損調査を行っており、当該年度末におい

て減損の兆候はなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

実態把握については、次年度は桜地区・播磨地区の管理物品の棚卸

を実施するなど、今後も定期的に管理状況や使用実態の把握に努め

る。 
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（参考）主要資産の概要（平成31年3月

末現在） 

項 目 概 要 

土地 
面積 約34万㎡ 

帳簿価額 32,243百万円 

建物 

千現地区 16棟、並木地区 

23棟、桜地区 6棟 

帳簿価額 32,044百万円 

研究設

備等 

機 械 装 置  帳 簿 価 額 

6,437百万円 

工 具 備 品  帳 簿 価 額 

4,292百万円 
 

 

２．（５） そ

の他の業務

運営面での

対応 

機構の諸活

動の社会への

説明責任を果

たすため、保

有する情報の

提供のための

措置を充実す

るとともに、開

示請求への適

切かつ迅速な

対 応 を 行 う 。

個人の権利、

利益を保護す

るため、機構

における個人

情報の適切な

取扱いを徹底

するとともに、

苦情処理への

適切かつ迅速

な対応等を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

①保有する情報の

提供のための措置

を 充 実 す る と と も

に、開示請求への

適切かつ迅速な対

応を行う 

 

 

②個人情報の適切

な取扱いを徹底す

るとともに、苦情処

理への適切かつ迅

速な対応等を行う 

 

③環境への配慮促

評価軸 

－ 

 

評価指標 

－ 

 

 

 

 

 

 

 

公式ホームページにおいて機構の経営

等に関する諸情報の提供を推進すると

ともに、情報公開窓口を置き、制度及び

利用手続き等に関し周知を行った。ま

た、担当者の資質向上のため、外部機

関が主催する情報公開に関する研修に

参加させ理解を深めた。 

 

個人情報保護規程に則り、「情報資産取

扱」に関する職員向け研修を実施した。

また、担当者の資質向上のため、外部

機関が主催する個人情報保護に関する

研修に参加させ理解を深めた。 

 

環境配慮の基本方針に沿った、省エネ

２．（５） 

補助評定：b 

（評定 b の根拠） 

・中長期目標等における所期の目標を達成していると認められるた

め、評定を b とした。 

 

＜各評価指標等に対する自己評価＞ 

計画通りの進捗：情報の公開、情報公開請求について、適切な取扱を

推進している。また今後も情報公開に関する外部研修に参加し、実際

の情報公開請求時の対応に活かす。 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：個人情報保護規程による個人情報の適切な管理運

用を実施している。 

 

 

 

 

計画通りの進捗：環境に配慮し、環境負荷の低減を図るため省エネ等
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また、政府の

施策等を踏ま

えつつ、環境

へ の 配 慮 促

進、男女共同

参画や次世代

育成支援等に

適切に対応す

る。 

進、男女共同参画

や次世代育成支援

等に適切に対応す

る 

 

の推進（地球温暖化防止）、廃棄物の削

減と再資源化、グリーン調達、化学物質

等の排出に関する適正管理、構内緑地

の保存の取組を実施し、環境に配慮し

た事業活動に努めた。 

の取組を継続して実施しており評価できる。男女共同参画について

は、外部機関と連携して、男女共同参画を普及・推進する活動を積極

的に行ったことは評価できる。 

 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 

 

２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H28 年度 H29 年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 

 

 H28 年度 H29 年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 

 

－       予算額（千円） － － －   

       決算額（千円） － － －   

       経常費用（千円） － － －   

       経常利益（千円） － － －   

       行政サービス実施

コスト（千円） 

－ － －   

       従事人員数 － － －   

 

  



 

項目別－105 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、評価軸、指標、業務実績に係る自己評価 

 中長期目

標 

中長期計画 年度計画 評価軸、指標 業務実績 自己評価 

 Ⅲ  財 務 内

容の改善に

関 す る 目 標

を 達 成 す る

ためにとるべ

き措置 

    評定 Ｂ 

・中長期目標等における所期の目標を達成していると認められるため、評定

をＢとした。 

 

１．予算（人

件費の見積

もりを含

む。）、収支

計画及び資

金計画 

年度計画の別

紙 2 を参照 

 

 

 

 

 

 

 

①年度計画の別紙 2

を参照 

 

評価軸 

－ 

 

評価指標 

－ 

 
 
 
 
 
 
 
ⅰ) 予算（支出決算額の状

況） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１． 

補助評定：b 

（評定 b の根拠） 

・中長期目標等における所期の目標を達成していると認められるため、評定

をbとした。 

 

＜各評価指標等に対する自己評価＞ 

計画通りの進捗： 独立行政法人会計基準に則り収益化単位の業務ごとに予

算実績管理を適切に行っており、運営費交付金の執行率は90.9％であり、計

画的に予算執行が行われた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位（百万円） 

 

 
※1 当期交付額の予算額は、第3四半期末までの予算配分変更を反映している。 



 

項目別－106 

【債務残高の主な発生理由と

使途】 

 「重点研究開発領域にお

ける基礎研究及び基盤的

研究開発」については、

当該領域の基礎研究及

び基盤的研究開発のさら

なる重点化を指向すべ

く、機構内公募型研究や

設備整備等の研究開発

力の強化費用に充てるた

め、翌事業年度に繰り越

したもの。 

 「研究成果の情報発信及

び活用促進、中核的機関

としての活動」について

は、新規研究開発拠点の

整備及び革新的材料開

発力強化事業のさらなる

国内外ネットワークの構

築並びに研究環境整備

等の費用に充てるため、

翌事業年度に繰り越した

もの。 

 「法人共通」については、

長期損害保険契約の一

括前払い保険料のうち、

未経過分を翌事業年度に

繰り越したもの。 

いずれも翌事業年度以降に

収益化予定である。 

 

【乖離理由】 

※2 「重点研究開発領域に

おける基礎研究及び基

盤的研究開発」における

受 託 等 事 業 費 の 乖 離

は、積極的な受託活動

により決算額が増加した

ことによる。 

※3 「研究成果の情報発信

及び活用促進、中核的

機関としての活動」にお

各セグメントの運営費交付金債務残高の発生理由及び翌事業年度における

使途は明確になっており、適切な執行状況と評価できる。 
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ける補助金等事業費の

乖離は、平成28年度補

正予算で交付を受けた

M-cube棟の建設完了等

により決算額が増加した

ことによる。 

 

ⅱ） 収支計画の状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【業務達成基準への対応等】 

 運営費交付金収益の計

上基準は、研究部門では

業務達成基準を、一般管

理部門（法人共通）では

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 特許実施料や施設利用料等の自己収入の安定的な確

保、積極的な受託活動による受託事業等の獲得により、経常収益は計画予

算に対して21.3％の増加となった。結果、事業損益は1,011百万円となった。 

 

各セグメントの事業損益は明確になっており、最終的な当期総利益1,084百万
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期間進行基準を適用して

いる。 

 共通的な費用（環境整備

費や水道光熱費等）は、

各セグメントに従事者数

比、施設面積比等の合理

的な基準により配分して

いる。 

 

円の内訳も明確になっていることから、健全な財務状況と評価できる。 

 

 

 

２．短期借入

金の限度額 

短期借入金の

限度額は 20

億円とする。短

期借入が想定

される理由とし

ては、年度当

初における国

からの運営費

交付金の受入

れの遅延、受

託業務に係る

経費の暫時立

替等が生じた

場合である。 

 

①短期借入金の限

度 額 は 20 億 円 と す

る。 

評価軸 

－ 

 

評価指標 

－ 

 

 

 

該当なし 

２． 

補助評定：－ 

 

該当なし 

 

３．不要財産

又は不要財

産となること

が見込まれ

る財産があ

る場合には、

その処分に

関する計 

重 要 な 財 産 を

譲 渡 、 処 分 す

る計画はない。

保有資産の必

要性について

適宜検証を行

い 、 必 要 性 が

ないと認められ

る資産につ い

て は 、 独 立 行

政法人通則法

の手続きに従

っ て 適 切 に 処

分する。 

 

① 重 要 な 財 産 を 譲

渡、処分する計画は

ない。 

評価軸 

－ 

 

評価指標 

－ 

 

 

 

該当なし 

３． 

補助評定：－ 

 

該当なし 
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４．前号に規

定する財産

以外の重要

な財産を譲

渡し、又は担

保に供しよう

とするとき

は、その計

画 
 

なし ① 重 要 な 財 産 を 譲

渡、処分する計画は

ない。 

 

評価軸 

－ 

 

評価指標 

－ 

 

 

 

該当なし 

４． 

補助評定：－ 

 

該当なし 

 

５．剰余金の

使途 

機構の決算に

おいて剰余金

が発生した場

合の使 途は、

重点研究開発

業務や中核的

機 関 と し て の

活動に必要と

さ れ る 業 務 へ

の充当 、研究

環境の整備や

知 的 財 産 管

理 ・ 技 術 移 転

に 係 る 経 費 、

職員教育の充

実、業 務の情

報化、機関とし

て 行 う 広 報 の

充実に充てる。 

 

 

 

 

 

 

 

①重点研究開発業

務や中核的機関とし

ての活動に必要とさ

れる業務への充当、

研究環境の整備や

知的財産管理・技術

移転に係る経費、職

員教育の充実、業務

の情報化、機関とし

て行う広報の充実に

充てる。 

 

評価軸 

－ 

 

評価指標 

－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当期総利益の発生要因は以

下のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【剰余金の使途】 

１．特許権収入等から生じた

利益及び運営費交付金から

生じた利益は、経営努力認定

を受けるべく目的積立金とし

て申請し、翌事業年度以降に

おける広報活動及び中核機

関活動に要する経費に充当

予定である。 

２．会計上の利益（未償却相

５． 

補助評定：b 

（評定 b の根拠） 

・中長期目標等における所期の目標を達成していると認められるため、評定

をｂとした。 

 

＜各評価指標等に対する自己評価＞ 

計画通りの進捗： 当期総利益の発生要因は明確になっており、従来の特許

権収入等から生じた利益に加えて、今回初めて、運営費交付金から生じた利

益も目的積立金として申請するなど、機構の主体的な経営努力を促進するべ

く適切な対応が行われているものと評価できる。 

また、剰余金の使途は、中長期計画で定めた使途内容に沿って有効かつ適

切に充当予定であり、特段の問題はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項 目 金 額 

１． 特許権収入等から生じた利益 302百万円 

２． 運営費交付金から生じた利益 6百万円 

３． 会計上の利益（未償却相当額） 776百万円 

合 計 1,084百万円 
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当額）は、翌事業年度以降に

発生する減価償却費の負担

財源として充当予定である。 

 

当事業年度は、「独立行政法

人における経営努力の促進

とマネジメントの強化につい

て」（平成30年3月30日 総務

省行政管理局）の定めに即し

て、今回初めて、運営費交付

金から生じた利益も目的積立

金として申請している。 

 

（参考）目的積立金等の状況

は以下のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注1） 横列は、当目標期間

（単位：百万円、％） 

 平成２８

年度末 

(初年度) 

平成 

２９年

度末 

平成 

３０年

度末 

令和

元年

度末 

令和 

２年 

度末 

令和 

３年 

度末 

令和４年 

度末 

(最終年度) 

前期中(長)期目標

期間繰越積立金 

323 186 57     

目的積立金 0 298 449     

積立金 0 1,366 2,015     

 うち経営努力

認定相当額 

       

その他の積立金等 0 0 0     

運営費交付金債務 780 875 1,296     

当期の運営費交付

金交付額(a) 

12,021 13,459 14,264     

 うち年度末 

残高(b) 

780 875 1,302     

当期運営費交付金

残存率(b÷a) 

6.5 6.5 9.1     

 



 

項目別－111 

の初年度から最終年度まで

設けること。  

（注2） 最終年度における「前

期中(長)期目標期間繰越積

立金」、「目的積立金」、「積立

金」には、次期中（長）期目標

期間への積立金の繰越しを

算定するために各勘定科目

の残余を積立金に振り替える

前の額を記載すること。  

（注3） 「うち経営努力認定相

当額」には、最終年度に経営

努力認定された額を記載する

こと（最終年度に経営努力認

定された利益は 「目的積立

金」には計上されずに、「積立

金」に計上された上で次期中

（長）期目標期間に繰り越さ

れる。）。  

（注4） 「その他の積立金等」

には、各独立行政法人の個

別法により積立が強制される

積立金等の額を記載するこ

と。 

 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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Ⅳ その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

 

 

２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H28 年度 H29 年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 

 

 H28 年度 H29 年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 

 

－       予算額（千円） － － －   

       決算額（千円） － － －   

       経常費用（千円） － － －   

       経常利益（千円） － － －   

       行政サービス実施

コスト（千円） 

－ － －   

       従事人員数 － － －   
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、評価軸、指標、業務実績に係る自己評価 

 中長期目

標 

中長期計画 年度計画 評価軸、指標 業務実績 自己評価 

 Ⅳ その他主

務 省 令で 定

め る 業 務 運

営 に 関 す る

事項 

    評定 Ｂ 

・中長期目標等における所期の目標を達成していると認められるため、評定

をBとした。 

 

 

 

１．施設及び

設備に関す

る計画 

機構におけ

る研究活動の

水 準 を 向 上 さ

せるため、常に

良好な研究環

境 を 維 持 、 整

備していくこと

が必要である

ことから、既存

の研究施設及

び中長期目標

期間中に整備

さ れ る 施 設 の

有効活用を進

めるとともに、

老朽化対策を

含め、施設・設

備 の 改 修 ・ 更

新・整備を重点

的 ・ 計 画 的 に

実施する。 

なお、中長期

目標を達成す

るために必要

な実験に対応

した施設や外

部研究者の受

入れに必要な

施設の整備、

その他業務の

実施状況等を

勘案した施設

 

 

 

 

 

 

 

①重要インフラ設備

（受変電設備）の改

修 ・ 更 新 対 策 の 実

施。（H30年度施設整

備費補助金） 

 

 

評価軸 

－ 

 

評価指標 

－ 

 

 

 

 

 

 

 

災害時の故障等による研究

活動の中断やデータ消失、試

料滅失など研究開発への影

響が甚大で世界的な材料開

発競争への遅れをもたらす恐

れや、二次災害発生の危険

性が高い重要インフラ設備

（受変電設備）について、災害

時に機能を確実に保持する

ための改修・更新に着手し

た。 

１． 

補助評定：b 

（評定 b の根拠） 

・中長期目標等における所期の目標を達成していると認められるため、評定

を b とした。 

 

＜各評価指標等に対する自己評価＞ 

計画通りの進捗：施設の整備は計画通りに進んでいる。 
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整備が追加さ

れることが有り

得る。また、施

設・設備の老

朽度合等を勘

案した改修・更

新等が追加さ

れる見込みで

ある。 

 

 

２．人事に関

する計画 

国 内 外 か ら

優秀な研究者

を 採 用 す る た

め 、 国際 公 募

の実施等によ

り職員の採用

プロセスを更に

透明化するとと

もに、外国人研

究者の採用と

受入れを円滑

かつ効率的に

進め るため に

事務部門をは

じめ外国人研

究者の支援体

制を維持する。

また、若手・女

性研究者の活

用及び国際的

に 卓 越 し た 研

究者の積極的

採用・確保・育

成等を進め る

とともに、研究

活動を効率化

するため、必要

な研究支援者

や技術者を確

保 す る 。 さ ら

に、新たなイノ

ベーション創出

を目指し、クロ

 

 

 

 

 

 

 

①国内外から優秀な

研究者を採用するた

め、採用プロセスを

更に透明化するとと

もに、外国人研究者

の支援体制を維持す

る 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②若手・女性研究者

評価軸 

－ 

 

評価指標 

－ 

 

 

 

 

 

 

 

透明性確保のため、研究者

の採用は国際公募とし、優秀

な研究者を採用するため、物

質・材料科学一般分野では4

段階、分野指定公募でも3段

階の審査により慎重な審査を

引き続き実施した。外国人研

究者の支 援体制充 実のた

め、エンジニア職の公募にあ

たっては英語によるコミュニケ

ーション能力の確認を行っ

た。更に文部科学省の“卓越

研究員制度”を利用し、優れ

た若手研究者の採用を行っ

た。また、外国人研究者への

支援の一環として、機構の業

務執行に関する重要事項を

審議する運営会議の資料を

英訳し、これを速やかに配布

するサービスを行った。これ

により外国人研究者に機構

の運営方針、制度改正等に

関する情報が適切に展開さ

れた。 

 

優れた若手研究者を活用す

２． 

補助評定：b 

（評定 b の根拠） 

・中長期目標等における所期の目標を達成していると認められるため、評定

をｂとした。 

 

＜各評価指標等に対する自己評価＞ 

計画通りの進捗：職員の採用プロセスの透明化を図るとともに、外国人研究

者の採用と受入れを促進するための支援体制の強化が継続して行われてい

る。また優秀な研究者を採用するため、前年度に続き“卓越研究員制度”を積

極的に活用し採用を行っている点は評価できる。加えて、機構の経営におい

て重要な役割を担う運営会議の情報が外国人研究者に対しても適切に敷衍

される環境が担保されていることは評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：国際的に卓越した研究者の採用のため、卓越研究員制度
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スアポイントメ

ン ト 制 度 の 活

用等により、企

業や大学等の

研究者を受け

入れる。 

職員一人一

人が機構の使

命を十分に認

識し、やりがい

を 持 っ て 業 務

に従事できるよ

う、良好な職場

環境の 構築、

職員のメンタル

ケ ア の 充 実 、

経営層と職員

とのコミュニケ

ーションの機会

を確保するとと

もに、様々な研

修機会を活用

した長期的視

野に立 った職

員の能力開発

など、人材マネ

ジメントを継続

的 に 改 善 す

る。 

また、機構の

研究者や技術

者の技術やノ

ウハウが、組

織として適切に

伝承されるよ

う、若手研究者

の組織的な指

導教育、転出

時における引

継ぎの徹底な

どにより、デー

タ管理と活用

等の観点から

の活用及び国際的に

卓越した研究者の積

極的採用・確保・育

成等を進めるととも

に、必要な研究支援

者や技術者を確保す

る 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③クロスアポイントメ

ント制度の活用等に

より、企業や大学等

の研究者を受け入れ

る 

 

 

 

 

 

④人材マネジメントを

継続的に改善する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

るために、上述の卓越研究員

を含め平成30年度は独立研

究者制度において新規で5名

登用した。新規の研究職採用

者（16名（うち女性0名、外国

人5名））に占める37歳以下の

若手研究職（14名）の割合

は、前年度の85%から88%へと

増加した。女性研究者につい

ては、1名の採用を内定した

（但し着任は次年度）。 当該

新規採用者には欧州やアジ

ア等外国籍の研究者を含み、

世界規模で優れた業績を有

する研究者の採用をおこなっ

た。一方、エンジニア職にあっ

ては、5名（うち女性1名）を採

用し、当機構の強みでもある

研究支援者の充実を確保し

た。 

 

新たなイノベーション創出を

目指し、クロスアポイントメント

制度を積極的に活用した結

果、企業から3名（29年度：4

名）、大学等から16名（東京

大学との組織的連携に基づく

受入5名を含む。）（29年度：

12名）の受け入れを実施し

た。 

 

H29年度に引き続き全定年制

職員を対象とした理事長及び

理事による個別面談を実施

し、経営層と職員とのコミュニ

ケーションの機会を設け、現

場の意見の吸い上げと経営

方針の浸透及び敷衍を図っ

た。また、人材マネジメントの

最適化を目指し、職員研修基

本方針を策定し、年間研修計

画の適切な管理・運用を行っ

た。一方、引き続き、良好な

を活用するなどして、優秀な若手研究者の人材登用策を行っている点、また

彼らを独立研究員として採用し、機構で培ったノウハウを活かし、快適な研究

環境を提供している点は高く評価できる。また機構の強みである研究支援者

の確保のための採用は適切な措置といえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：東京大学との組織的クロスアポイントメントを実施するなど

クロスアポイントメント制度の活用等により研究者の受け入れを着実に実施し

たことは評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：職員研修制度の見直し、メンタルヘルスの充実、更には役

員による職員の個別面談等を通じて人材マネジメントが適切に実施されてい

ると評価できる。 
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適切な方策を

講じる。 

 

 

 

 

 

 

⑤研究者や技術者

の技術やノウハウ

が、組織として適切

に伝承される適切な

方策を講じる 

職場環境の構築のため、メン

タルヘルスカウンセラーを配

置した他、メンタルヘルス講

習会を実施し、メンタルケア

の充実を図った。 

 

定年退職した研究者及びエン

ジニアの再雇用に加え、55歳

以上の研究者（シニア研究

者）を対象とした新たな併任

制度を検討・設置し、研究支

援部門等に配置することによ

り技術やノウハウの伝承強化

を図る体制を整えた。また、

伝統的な技術分野での技術

の継承が断絶することの無い

よう採用分野に一定の配慮を

行い、エンジニアを補充した。

加えて、研究支援部門の安

定と更なる発展に向け、任期

制エンジニアなどの任期制職

員が無期労働契約転換職員

となるための任用制度によ

り、16名を任用し、年度内等

に実施した任用試験により、

平成31年4月に8名が任用さ

れた（総数24名）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：研究者及びエンジニアの再雇用やエンジニア職の計画的な

採用・配置をおこなったこと、また新たにシニア研究者の併任制度を設置する

等して、機構内の優れた技術・ノウハウの伝承強化を図ったことは評価でき

る。 

 

 

 

 

３．中長期目

標期間を超

える債務負

担 

中長期目標期

間 を 超 え る 債

務負担につい

て は 、 研 究 基

盤の整備等が

中長期目標期

間 を 超 え る 場

合 で 、 当 該 債

務負担行為の

必要性及び資

金計画への影

響 を 勘 案 し 合

理 的 と 判 断 さ

れ る も の に つ

 

 

 

 

 

 

①必要性及び資金

計画への影響を勘案

し合理的と判断され

るものについて行う。 

 

評価軸 

－ 

 

評価指標 

－ 

 

 

 

 

 

 

該当なし 

４． 

補助評定：－ 

 

該当なし 

 

 

該当なし 
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いて行う。 

 

４．積立金の

使途 

４．積立金の使

途 

 

 

 

 

 

 

 

①前中長期目標期

間の最終年度におい

て、独立行政法人通

則法第４４条の処理

を行ってなお積立金

があるときは、その

額に相当する金額の

うち文部科学大臣の

承認を受けた金額に

ついて、規定された

ものに充てる。 

 

評価軸 

－ 

 

評価指標 

－ 

 

 

 

 

 

 

 

前中期目標期間繰越積立金

は、以下のとおり、当事業年

度において一部の取崩を行っ

た。 

項 目 金 額 

①期首残高 186百万円 

② 広 報 活

動、中核機

能強化経費

への充当 

100百万円 

③当事業年

度の減価償

却費等への

充当 

28百万円 

期末残高 

①-②-③ 
57百万円 

 

． 

補助評定：b 

（評定 b の根拠） 

・中長期目標等における所期の目標を達成していると認められるため、評定

をｂとした。 

 

＜各評価指標等に対する自己評価＞ 

計画通りの進捗： 中長期計画で定めた積立金の使途に沿って有効かつ適

切に取崩を行っており、特段の問題はない。 

 

４．その他参考情報 

特になし 

 


